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国立大学法人神戸大学事業報告書

「国立大学法人神戸大学の概略」

１．目標

神戸大学は、神戸高等商業学校として１００年前の建学以来「真摯・自由・協同」の理念を掲

げて発展を遂げ、平成１５年１０月には神戸商船大学との統合を行い、基本的組織として１１学

部、９研究科、１研究所を擁するに至り、高度に国際性に富む研究教育を実践する総合大学とし

て、更なる飛躍を目指している。

大学の果たすべき役割は、人類が積み重ねてきた多様な学問分野における知的資産を継承する

とともに、普遍的価値をもつ知の発見と創造に努め、かつ、教育を通じてそれらを次世代へ伝達

していくことにある。大学に課せられたこの崇高な任務を実現するため、神戸大学は、その理念

と創設以来育まれてきた本学の国際性豊かな研究教育の特色を生かしつつ、大学構成員各人の知

的好奇心と探究心に発する研究の水準を高め、それを基に豊かな教養と高度の専門性を備えた人

材を育成し、これらの研究教育を通じて積極的に社会に貢献することを基本的目標とする。

以下においては、中期的・長期的な目標の骨子を掲げるものとする。

(1) 人文・人間科学系、社会科学系、自然科学系、生命・医学系の４大学術系列における各研究

分野の学問体系と学問的伝統を尊重するとともに、学術系列を越えた新たな発展可能性を秘め

た「学問の芽」を育てることを目指して、先端的な研究領域の開拓に努める。

(2) 総合大学としての特性を生かし、異分野間の学問的交流を通じて、新しいものの見方や考え

方を生み出しうる制度的な工夫を進め、また、大学構成員間で学問上の議論を日常的に活発化

させることによって研究の質的な向上を図る。

(3) 既存の研究分野における研究水準を我が国におけるトップレベルに引き上げ、特定領域です

でに世界的水準にある研究領域においてはその水準の維持を支援し、更に進展させる仕組みを

構築する。

(4) 学部教育の目標は、幅広く深い教養、専門的・国際的素養と豊かな人間性を兼ね備えた人材

を育成することにある。このために、全学的な観点から全学共通教育の内容とその実施体制の

改革を更に推進し、また各学術系列あるいは学部においては専門教育の内容とその実施体制の

再編と充実を図る。

(5) 大学院教育は、高度の専門的知識を習得させ、個人と社会が進むべき道を切り拓く能力を涵

養することを目標とする。その際、研究者を養成する課程と高度専門職業人を養成する課程の

相違と特色を明確にし、教育内容と実施体制の整備に努める。

(6) 国際都市神戸に位置する特色を生かし、大学としてその創設以来種々の国際的展開を進めて

きている。神戸商船大学との統合を機に海事・海洋分野を加え、これを更に推進し、諸外国の

学生、教職員との学術的交流を質的・量的に一層充実させるため、国際交流に関する組織の整

備・拡充を図る。

(7) 研究、教育と並ぶ大学の重要な使命である社会貢献に務める。そのため、産学官民の連携を

強めるとともに、社会人教育、生涯教育の一層の充実を図り、地域社会の産業と文化の発展に

貢献する。

(8) 研究活動の活性化のため、競争的環境の下での外部資金の獲得に努めるとともに、知的財産

権などを取り扱う組織の充実発展を図る。
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(9) 事務組織については、変化する環境に柔軟に対応できるよう体制を整備するとともに、特に

法人運営にあたって必要とされる人材の養成と採用の方式を明確にする。

、 、 、 、 、 、 、(10) 以上の目標達成のためには 研究 教育 社会貢献 組織などに関して 常に点検 評価
改善に努めることが不可欠であり、全学的な観点から、そのための体制整備を進め、中期目標

とその計画の進捗状況について不断の点検･評価を実施する。

２．業務

（１）業務運営の改善と効率化

①業務運営の改善

“Toward Global Excellence in Research and Education”(ｱ） 「神戸大学ビジョン２０１５ ：」

等の策定・公表

・ 学長直属のビジョン・政策策定プロジェクトチームは，外部コンサルティング・ファ

ームとの協同作業に基づき，本学を取り巻く環境分析を踏まえたミッション・ビジョン

・政策に関する答申を行った。これを承けて，役員会では，本学を研究教育の国際的拠

点とすべく，ミッション・ビジョンステートメント「神戸大学の使命」，「神戸大学ビジョン

２０１５ 「神戸大学ビジョン２０１５アプローチ」を公表するとともに，ビジョン」，

の実現に向けた具体的施策の洗い出しや優先順位付け等の作業を進めた。

(ｲ) 組織運営業務の効率化・合理化

平成１７年度に引き続き 「業務改善プロジェクト」を通じて事務機能の現状調査・分，

析を行い，業務効率改善のための施策案を作成した。また，かかる施策案を実行に移し，

その進捗状況の管理を行うため「業務改善推進室」を設置し，平成１８年度は，出張依頼

や旅費計算，兼業認定等の事務業務について簡素化を図った。

(ｳ) 男女共同参画の推進

男女共同参画の推進方策（特に女性研究者の雇用促進とその能力を最大限に発揮できる

） ， ， ， 「 」施策 の立案・実施や 点検・評価 情報提供 広報等を行うため 男女共同参画推進室

を設置した。また，男女共同参画を積極的に推進するため，平成１９年４月から有識者を

特別顧問に迎えることとした。

(ｴ) 法人の経営戦略に基づく学長等裁量経費や人員枠その他の戦略的配分

・ 平成１８年度「学内発の卓越した研究プロジェクト」に採択された６件と大型科学研

究費補助金に採択された２件のプロジェクトに教員を配置した。

・ 経営戦略に基づく経費として，従来からの学長裁量経費や病院長裁量経費とは別に，

予算を次のように重点配分した。

○ 部局長裁量経費：各部局の年次計画の達成促進等 176,451千円

○ 学生支援：教務情報システムのＷｅｂ化等 27,905千円

○ 研究支援：ＲＡ経費，若手教員の研究支援等 146,000千円

○ 研究環境の改善：学術情報共通化経費等 80,523千円

○ 施設改修関係：建物新営設備，移転費等 560,508千円

○ 収入見合経費：講習料，財産貸付料，農場収入等 119,104千円

計 1,110,491千円

・ 「若手研究者育成支援経費」事業で採択した研究課題・研究プロジェクト（７件，

） ， ，計 千円 については 成果報告会において研究成果を報告することを義務付け10,000
事後的評価を実施した。

， ，・ 海事科学部では 平成１７年度に完成させた研究業績評価システムに連動させる形で
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個人研究費の傾斜配分を実施した。

②財務内容の改善

(ｱ) 経費の削減に向けた取組

・ 平成１７年度の人事院勧告（給与構造改革）に準拠した給与改定の実施と「行政改革

の重要方針」で示された総人件費改革を踏まえて策定した中期計画（平成２１年度まで

に概ね４％の人件費削減）に基づいた年度計画（概ね１％の人件費削減）を達成した。

（対前年度比１７１％減）.
・ 省エネルギーポスター「昼休み消灯キャンペーン」と「ＰＣスリープ化」を全学に配

布し，省エネルギーに対する意識改革を促した。その結果，例えば工学部では，省エネ

ルギー推進ワーキング・グループを組織してＰＣの待機電力の削減などに取り組んだこ

とにより平成１８年度の電気使用量を削減した （対前年度比５７７％減）。 .
・ 印刷物や定期刊行物のＷｅｂ・電子化を実施し，大学全体としての印刷経費等を節減

した （計5,120千円減）。

・ 附属図書館では，業務の合理化・効率化による非常勤職員雇用の抑制，図書館要覧・

利用案内のＷｅｂ化等により管理的経費の抑制に努め，平成１８年度は前年度より約

５％の管理的経費等を削減することにより，事業経費を維持・拡大した （計8,850千円。

減）

(ｲ) 自己収入の増加に向けた取組

・ 外部研究費獲得の支援策として，競争的資金一覧（国・政府系機関）の大学ホームペ

ージ上での公開（学内限定 ，科学研究費補助金等に関する全学的説明会の実施，事務）

系職員による外部資金獲得のための申請書作成の支援等を行った。その結果，科学研究

費補助金（2,768,875千円，対前年 千円増 ，受託研究（ 千円，対前年254,733 1,482,904）

千円増 ，その他補助金（574,614千円，対前年68,650千円増）等の獲得額が増127,614 ）

加した。

・ 大学教育改革支援に伴う文部科学省の各種支援事業については，継続事業のほかに以

下の補助金を新規に獲得した。

○ 資質の高い教員養成推進プログラム（１プログラム：計16,745千円）

○ 新興・再興感染症研究拠点プログラム（２プログラム：計26,000千円）

○ 法科大学院等専門職大学院教育推進プログラム（１プログラム：計20,744千円）

○ 国際教育協力イニシアティブ（１プログラム；計4,937千円）

・ 農学部附属食資源教育研究センターでは，研究成果の社会への還元の一環として「神

戸大学ブランド」を冠した生産物（牛肉： 神戸大学ビーフ ，酒米： 杜氏の夢 （日「 」 「 」

本酒「神戸の香」として販売 ，ジャガイモ，タマネギ，ナシ等）を販売し，部局の自）

己収入の増加にもつなげた （対前年度6,700千円増）。

・ 医学部附属病院では，医師と看護師の増員と待遇改善に伴う病床稼働率の向上，１日

当たり外来患者数の増加により，前年度を上回る医療収入となった （平成１７年度：。

18,186,198千円→平成１８年度：19,132,305千円）

・ 医学部附属病院では，平成１７年度に更新した超高磁場ＭＲ装置について投資効果の

調査を行った結果，平成１７年４月～１２月と平成１８年４月～１２月を比較すると，

診療費用請求額で2,020千円，検査件数で１７１件増加した。
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③自己点検・評価と情報提供

(ｱ) 各種評価に対応するためのデータベースの運用

大学内外からのニーズや各種評価に迅速に対応するために開発した神戸大学情報データ

ベース（ ）に関して，データ入力スケジュールを決定Kobe University Information Database
し，入力説明会を経て入力を開始した。また，データ入力の際，各種評価を念頭において

各項目を検証し，その改善を行った。

(ｲ) 研究分野の特性に配慮した評価指標の策定

全学評価委員会の下に専門委員会を設置し，｢神戸大学自己点検・評価指針｣を基本方針

として，研究分野の特性に配慮した評価指標を暫定的に定めた。かかる研究評価指標に基

づき，具体的に研究業績を試行的に評価し，長期にわたる基礎的研究への適応も含めた指

標の妥当性について検証した。

(ｳ) 学外に対する情報発信に向けた取組

・ 財務内容を分かりやすくまとめたパンフレット「神戸大学の財務状況―国際性と個性

ある大学経営を目指して―」を発行し，学内外に配布するとともに大学ホームページ上

にも掲載し，大学経営に関する情報を多様なステークホルダーに向けて広く発信した。

， 「 」・ 保護者・同窓生向けの情報発信を充実させるため 広報誌 KOBE university STYLE
を学生・受験生向けのバージョンとは別に，保護者・同窓生向けのバージョンも作成し

配布した。

④その他業務運営の改善

(ｱ) 研究水準の向上を目指した施設・設備面からの支援

卓越した研究を推進するため 「神戸大学における学術研究基盤（施設・研究設備・情，

報システム等）のマネジメントに関する基本方針」と「神戸大学における研究設備整備の

基本的考え方」の下に，４大学術系列別に「神戸大学における研究設備整備マスタープラ

ン」を策定した。

(ｲ) 適切な施設・設備マネジメントに向けた取組

より快適・安全な構内環境を整備するため，緑地保全，バリアフリーマップ，アメニテ

ィマップ，防災計画の各ワーキング・グループの調査結果に基づき，学内暗所や大学から

最寄り駅までの通学路に外灯を増設するとともに，歩車道の分離や自動車・オートバイ等

のスピード抑制対策としてハンプを設置するなど，安全対策を講じた。

(ｳ) 環境保全に関する取組

・ 持続可能な社会に貢献するために，本学が位置する山と海に囲まれた地域環境を活か

し，環境意識の高い人材を育成することや大学自らも環境保全に率先して取り組むこと

を宣言した「環境憲章」を制定した。

・ 「環境憲章」に基づき作成した環境報告書において，キャンパスごとの温室効果ガス

排出量等を公表し，学内に広く周知することにより本学教職員の環境保全に対する意識

啓発に努めた。

(ｴ) 卒業生・修了生との連携強化

・ 大学と同窓会との共催により「第１回神戸大学ホームカミングデイ」を開催した。神

戸大学百年記念館で記念式典を実施（参加者約３００名）するとともに，六甲台，楠，

名谷，深江のキャンパスにおいても各学部が「学部企画」を実施し，大学と卒業生との

連携強化を図った。

「 」 ， ，・ 第３回留学生ホームカミングデイ を開催し 各国・地域の同窓会代表者を招き
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｢ボーダレス時代における海外同窓会ネットワーク構築｣をテーマとするパネルディスカ

ッションを行った。また，平成１８年度は，新たに国内在住者の同窓会を立ち上げると

ともに，中国における同窓会を立ち上げた。

(ｵ) 研究費の不正使用防止のための体制・ルール等の整備

・ 学術研究では研究者自身による倫理的な自律が強く求められることから 「神戸大学，

の学術研究に係る行動規範」を策定し，学内外に公表した。この規範を承け，学術研究

活動に際し，遵守すべき事項として「神戸大学における学術研究に係る不正行為の防止

等に関する規則」を定めた。

・ 学内体制として，公的研究費の獲得状況や管理体制等から不正使用が発生しやすい要

因を洗い出し，それらを体系的に整理し評価するための新たな組織として，内部監査部

門とは独立の「コンプライアンス室」を設置することを決定した。

⑤附属病院における業務運営等の改善

(ｱ) 管理運営体制の整備

効率的な病院経営を行うため，民間企業での統括経験をもつ特別顧問や公認会計士，そ

の他外部有識者から構成される病院アドバイザリーボードから診療・経営等の指導・助言

を得た。

(ｲ) 教育や臨床研究推進のための取組

卒後臨床研修制度の必修化に伴い設置した「神戸大学卒後臨床研修センター」では，研

修プログラムの見直し（診療所，ホスピス，リハビリテーション病院等との有機的連携に

），よる効果的な研修の実施や招へいした大リーガー医による全人的医療を行う医師の養成

診療体制の効率化，労働環境の整備，処遇の改善，研修医勉強会の定期開催等の取組を行

った。

(ｳ) 患者サービスの改善・充実に向けた取組

， 。 ，患者が必要とする医療情報を提供するため セカンドオピニオン外来を新設した また

肝臓・移植外科では，社会のニーズに対応して，経皮的灌流化学療法やスペーサー留置術

の自由診療の拡大を図った。

(ｴ) がん・地域医療等社会的要請の強い医療の充実に向けた取組

腫瘍センターや緩和チーム等を設置し，これらに人員を配置して整備することにより，

厚生労働省から兵庫県地域がん診療拠点病院の指定を受けた。

（２）教育研究等の質の向上

①教育の質の向上のための新たな取組

(ｱ) 研究科の改組・再編とアドミッション・ポリシーの策定

教育研究の高度化と社会からの要請に適切に対応するため，平成１９年４月に人文・人

間科学系大学院と自然科学系大学院を７研究科に改組・再編することを決定するととも

に，新たに設置される研究科ごとにそれぞれの教育理念・目的にふさわしいアドミッショ

ン・ポリシーを策定した。

(ｲ) 本学が求める質の高い学生確保を目指した積極的な入試広報活動の実施

本学単独の説明会に加え，平成１８年度から主要大学説明会に参加し，札幌，仙台，東

京，名古屋，金沢，京都，福岡の全会場において，大学説明を行った。また，オープンキ

ャンパス，施設見学，本学における入試説明，高等学校への出前授業や大学での体験授業

を開催した。
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(ｳ) 新高校教育課程卒業生への対応と補習（リメディアル）教育の継続的実施

新入生の大学教育への円滑な適応を図るため，各部局において少人数形式の導入教育を

行うとともに，新高校教育課程を経た入学生に対して，特に対応の必要性が高いと判断さ

れる数学と物理について，新たに設置した学習指導室において担当教員が随時指導した。

(ｴ) グローバル人材の育成に向けた外国語教育の拡充

外国語教育を充実させるため，ＣＡＬＬ教室１室を追加整備したほか，ランゲージハブ

室とプレゼンテーション実習室にネイティブの指導員をそれぞれ常駐させ語学の学習相談

や課外指導等を行った。また，全学生を対象にネイティブの講師による授業外の英語プレ

ゼンテーションセミナーを開催した。

(ｵ) 社会のニーズに応えるための高度専門職業人の育成

・ 法学研究科では，教育カリキュラムを工夫するとともに，自習室等の学習環境を整備

， 「 」 ， （ ， ）した結果 平成１８年度の 新司法試験 において 多数の合格者 ４０名 全国７位

を輩出した。

・ 経営学研究科では、高度専門職業人の育成に関する社会的ニーズに応えるため，経営

学部夜間主コース（定員２０名）を廃止し，経営学研究科専門職学位課程（ＭＢＡコー

ス）の入学定員を増加させ（定員５４名→６９名 ，社会人教育の充実を図った。）

(ｶ) 教育改善のための多層的な全学アンケートの実施

・ 授業改善への全学的取組として，Ｗｅｂ入力方式による授業評価アンケートを統一し

た設問項目で実施した。また，全学共通教育では，受講生からのフィードバックが随時

可能な携帯電話によるアンケートを一部の授業科目で試行的に実施した。

・ 教育の効果や満足度，本学に期待すること等について多層的な意見を収集するため，

平成１８年度の学部卒業生・大学院修了生，過年度の学部卒業生・大学院修了生，企業

等を対象に，各種アンケート調査を実施した。

(ｷ) 単位の実質化に向けた時間外学習機会の拡大

単位の実質化への対応と学習の深化を支援するため，図書館の学習用図書を計画的に拡

充するとともに，平日夜間と休日の開館時間を延長した （年間延べ８２３００名の利用。 ,
者増）

(ｸ) 履修登録等のＷｅｂ化による学生サービスの向上

学生の履修手続きの利便性の向上と教務事務の合理化のため，教務情報システムを

， ， ， 。Ｗｅｂ入力による履修登録 履修登録確認 成績登録 成績確認が可能なものに刷新した

(ｹ) 学生のニーズに応えたアメニティの整備

福利施設の充実と学生への利便性・サービスの向上を目指して，外部事業者によるコン

ビニエンス・ストアの学内導入を決定した （平成１９年４月から「セブン・イレブン」。

が開店）

(ｺ) 外国人留学生支援の拡充

外国人留学生への支援策の一環として，兵庫県住宅供給公社との間で敷金免除，家賃負

担割合６０％という好条件で契約を結び，２０室を新たに提供したほか，本学を指定校の

ひとつとする民間奨学金の枠を獲得した。

②研究の質の向上に向けた新たな取組

(ｱ) ワークライフバランスに配慮した女性研究者への支援

・ 「男女共同参画推進室」を設置した。（詳細は「全体的な状況」の( )－①－(ｳ)を参1
照のこと ）。
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・ 医学部附属病院内に，大学が設立・運営の主体となる保育所の設置を決定した。

(ｲ) 競争的環境下における若手研究者育成の強化

若手研究者を育成するため 戦略的に若手研究者育成支援経費を配分した 詳細は 全， 。（ 「

体的な状況」の( )－①－(ｴ)を参照のこと ）1 。

(ｳ) グローバル・エクセレンスを目指した人的資源の戦略的配置

学長裁量人員枠から７名の教員を戦略的に配置した （詳細は「全体的な状況」のⅠ－。

１－④を参照のこと ）。

(ｴ) 産学連携を超えた研究活動の推進

川崎重工業株式会社との間で戦略的連携契約を締結し，自然科学系教員のみならず人文

社会科学系教員の参加も得て，文理融合による体制の下で，ニーズ発掘段階から大学と企

業の有機的な共同研究を開始した。

(ｵ) 東京での「神戸大学東京フェア」の開催

「神戸大学東京フェア」を開催し，企業関係者等を含めて計５５２名の参加を得た。本

フェアでは，６９件の研究発表を行い，研究成果の発信に努めた。また，これを契機にし

て企業との共同研究（市民工学系）が開始され，さらに４件の共同研究が検討中である。

③国際交流、社会貢献に関する新たな取組

(ｱ) 欧州委員会委員長の来訪と講演会の開催

欧州委員会バローゾ委員長の来訪があり，ＥＵ（欧州連合）への統合が進むヨーロッパ

について多面的な視点から教育研究を実施しているＥＵＩＪ関西（神戸大学を幹事校とす

る大学コンソーシアム）の主催の下で 「ＥＵと日本―よりよい未来のための戦略―知の，

ルネサンス」と題した基調講演が行われた （参加者４５０名超）。

(ｲ) インドネシア震災復興支援のための調査団の派遣

インドネシアのジャワ島における地震と津波の発生を受けて，被災地に２１世紀ＣＯＥ

プログラム 「安全と共生のための都市空間デザイン戦略」の研究員と医学系研究科・医

学部附属病院，都市安全研究センター，工学部の教職員を複数回にわたって救援・調査団

として派遣し，被災地復興の側面的支援を行った。

(ｳ) 学内施設の開放による社会貢献

平成１７年度に引き続き，附属図書館では，学外者への蔵書貸出サービスを継続実施し

た （一般の利用者については，総合・国際文化学図書館と海事科学分館，放送大学兵庫。

学習センター等利用者については全館室において貸出を実施）

(ｴ) 医療人育成を通じた地域医療への貢献

医学部に設置された内科学講座へき地医療学分野の現地拠点である豊岡病院に研修医を

毎月１名派遣して，へき地医療の実践教育を行うとともに，へき地医療を担う医師の養成

を行った。
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３．事務所等の所在地

施 設 等 名 所 在 地

本部 兵庫県神戸市灘区六甲台町

国際文化学部、発達科学部 兵庫県神戸市灘区鶴甲

医学部医学科 兵庫県神戸市中央区楠町

医学部保健学科 兵庫県神戸市須磨区友が丘

海事科学部 兵庫県神戸市東灘区深江南町

農学部附属食資源教育研究センター 兵庫県加西市鶉野町

発達科学部附属住吉小学校、中学校 兵庫県神戸市東灘区住吉山手

発達科学部附属明石小学校、中学校、幼稚園 兵庫県明石市山下町

発達科学部附属養護学校 兵庫県明石市大久保町

大阪サテライト教室 大阪府大阪市北区中之島

中国コラボレーションセンター 北京市朝陽区建国門外大街

４．資本金の状況

１２１，８３９，２２８，５６９円（全額 政府出資）

５．役員の状況

役員の定数は、国立大学法人法第１０条により、学長１人、理事８人、監事２人。任期は国立

大学法人法第１５条の規定及び国立大学法人神戸大学学則の定めるところによる。

役 職 氏 名 就任年月日 主 な 経 歴

学 長 野上 智行 平成17年 2月16日 平成 4年10月 神戸大学発達科学部教授

～平成21年 3月31日 平成10年10月 同 発達科学部長

平成13年 2月 神戸大学長

理 事 鈴木 正幸 平成17年 2月16日 昭和63年 5月 神戸大学文学部教授

～平成19年 2月15日 平成11年 9月 同 文学部長・文化学研究

平成19年 2月16日 科長

～平成21年 2月15日 平成15年 1月 同 学長補佐

平成16年 4月 同 理事・副学長

理 事 北村 新三 平成17年 2月16日 昭和60年 4月 神戸大学工学部教授

～平成19年 2月15日 平成 7年 4月 同 大学院自然科学研

究科長

平成 9年 2月 同 工学部長

平成13年 6月 同 学長補佐

平成14年 4月 同 副学長

平成16年 4月 同 理事・副学長

理 事 眞山 滋志 平成17年 2月16日 平成 7年 4月 神戸大学農学部教授

～平成19年 2月15日 平成14年 4月 同 農学部長

平成14年 4月 同 遺伝子実験センター長

理 事 西島 章次 平成17年 2月16日 平成 6年 3月 神戸大学経済経営研究所

～平成19年 2月15日 教授

平成 7年 4月 同 大学院国際協力研究科
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教授

平成10年 4月 同 経済経営研究所教授

平成14年 4月 同 経済経営研究所長

(～ )16.3
理 事 西田 修身 平成17年 2月16日 平成元年 4月 神戸商船大学商船学部教授

～平成19年 2月15日 平成15年10月 神戸大学海事科学部教授

平成15年10月 同 海事科学部長

理 事 守殿 貞夫 平成17年 2月16日 昭和60年 5月 神戸大学医学部教授

～平成19年 2月15日 平成 8年10月 同 医学部附属病院長

平成15年 2月 同 大学院医学系研究科長

・医学部長

平成16年 4月 同 理事・副学長

理 事 坂本 邦夫 平成17年 2月16日 平成 9年 4月 神戸大学経理部長

～平成19年 1月14日 平成11年 4月 国立民族学博物館管理部長

平成13年 4月 総合地球環境学研究所管理

部長

平成15年 1月 和歌山大学事務局長

国立大学法人和歌山大学理事平成16年 4月

理 事 高﨑 正弘 平成17年 2月16日 平成 9年 6月 さくら銀行代表取締役会長

(非常勤 ～平成19年 2月15日 平成11年 5月 関西経済連合会副会長

・学外) 平成13年11月 神戸商工会議所副会頭

平成14年 6月 三井住友銀行特別顧問

平成16年 4月 神戸大学経営協議会委員

理 事 堀尾 尚志 平成19年 2月16日 平成 6年 2月 神戸大学農学部教授

～平成21年 2月15日 平成17年 2月 同 大学教育研究センター

長

平成17年 7月 同 大学教育推進機構全学

共通教育部長

理 事 土井 亨 平成19年 2月16日 昭和61年 4月 アメリカ松下電器産業㈱副

～平成21年 2月15日 社長

平成 2年 4月 松下電器産業㈱経営企画室

長

平成 7年 4月 松下通信工業㈱専務取締役

平成13年 6月 松下興産㈱取締役社長

平成17年 7月 松下興産㈱及び ホーMID
ルディングス㈱顧問

平成18年 2月 神戸大学特別顧問

理 事 薄井 洋基 平成19年 2月16日 平成 9年 4月 神戸大学工学部教授

～平成21年 2月15日 平成16年 4月 同 工学部長・都市安全研

究センター長

理 事 太田 博史 平成19年 2月16日 平成11年 4月 神戸大学大学院国際協力研

～平成21年 2月15日 究科教授

平成15年10月 同 経済経営研究所教授
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平成17年 4月 同 大学院国際協力研究科

教授

平成18年 1月 同 大学院国際協力研究科

長

理 事 中野 常男 平成19年 2月16日 平成 5年 2月 神戸大学経営学部教授

～平成21年 2月15日 平成11年 4月 同 大学院経営学研究科教

授

平成14年 4月 同 大学院経営学研究科長

・経営学部長

平成17年 2月 同 学長補佐

理 事 太田和 良幸 平成19年 1月15日 平成12年 4月 愛知教育大学事務局長

～平成21年 1月14日 平成15年 4月 東京芸術大学事務局長

平成16年 4月 同 理事・副学長・事務局

長

監 事 赤塚 宏一 平成16年 4月 1日 平成 8年 6月 (社)日本船主協会常務理事

～平成18年 3月31日 平成15年11月 (財)海事産業研究所

平成18年 4月 1日 客員研究員

～平成20年 3月31日

監 事 枡田 圭兒 平成18年 4月 1日 平成15年 4月 神戸大学大学院経営学研究

非常勤 ～平成20年 3月31日 科ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰﾎﾞｰﾄﾞ委員（ ）

平成18年 4月 甲南大学会計大学院教授

６．職員の状況

教員 ２，１６８人（うち常勤１，５４１人，非常勤６２７人）

職員 ２，４４５人（うち常勤１，３６６人，非常勤１，０７９人）

７．学部等の構成

学 部 研究科 附置研究所

文学部 文学研究科 経済経営研究所

国際文化学部 総合人間科学研究科

発達科学部 法学研究科

法学部 経済学研究科

経済学部 経営学研究科

経営学部 医学系研究科

理学部 文化学研究科

医学部 自然科学研究科

工学部 国際協力研究科

農学部

海事科学部
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８．学生の状況

総学生数 １９，５４５人

学部学生 １２，６１３人

修士課程 ２，５９９人

博士課程 １，７９３人

専門職学位課程 ３８０人

乗船実習科学生 ５６人

附属学校児童・生徒 ２，１０４人

９．設立の根拠となる法律名

国立大学法人法

１０．主務大臣

文部科学大臣
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１１．沿革

神戸大学は、 （明治 ）年に高等教育機関として設置された神戸高等商業学校を創立基盤1902 35
としており、 （昭和 ）年 月 日 「国立学校設置法」公布により、神戸経済大学・神戸1949 24 5 31 、
工業専門学校・姫路高等学校・兵庫師範学校・兵庫青年師範学校を包摂して、神戸大学が設置され

た。当初は文理学部・教育学部・法学部・経済学部・経営学部・工学部の 学部でスタートし、附6
、 。 。属図書館が置かれ 経済経営研究所が附置された 経済学部と経営学部には第二課程が設置された

教養課程の教育は神戸教養課程（後に御影分校）と姫路分校とに分かれて行われた。

（昭和 ）年 月、大学院法学研究科・経済学研究科・経営学研究科（修士課程・博士課1953 28 4
程）が設置され、翌年に文理学部が文学部と理学部とに分離された。 (昭和 )年 月には法1955 30 7
学部にも第二課程が設置された。

年代に入ると六甲台地区への学舎統合が始まり、国立移管された医学部と一部の施設を除1960
くすべての学部が、 （昭和 ）年までに六甲台地区に集結した。 （昭和 ）年には教養1968 43 1963 38
部が発足し、 （昭和 ）年には兵庫県立神戸医科大学の国立移管により医学部が、 （昭1964 39 1966
和 ）年には兵庫県立兵庫農科大学の国立移管により農学部が設置された。 （昭和 ）年に41 1967 42
は兵庫県立神戸医科大学附属病院と兵庫県立厚生女子専門学院も国立移管されてそれぞれ医学部附

属病院、同附属看護学校となった。また医学部には附属専修学校として （昭和 ）年に附属1969 44
衛生検査技師学校（後に附属臨床検査技師学校）が附設された。

（昭和 ）年から本格化した大学紛争の影響は神戸大学にも及び、同年 月から翌年にか1968 43 12
けて学舎の封鎖などが行われたが、 （昭和 ）年後半には徐々に沈静化した。1969 44
大学院は、専攻科での教育（工学専攻科・理学専攻科・文学専攻科・教育専攻科）を改めて、既

に博士課程を設置していた学部を除くすべての学部で （昭和 ）年までに修士課程まで設置1981 56
された（大学院工学研究科・理学研究科・文学研究科・農学研究科・教育学研究科 。県立大学時）

代の研究科を移管して医学研究科（博士課程）が設置されたのは （昭和 ）年である。新し1967 42
い博士課程の設置は学部の枠組を越えた独立研究科の設置として準備され、 （昭和 ）年の1980 55
文化学研究科、 （昭和 ）年の自然科学研究科として実現した。同年には医学部附属の専修1981 56
学校（附属看護学校・附属臨床検査技師学校）を母体として医療技術短期大学部が発足した。

（平成 ）年、教育学部・教養部を改組して発達科学部・国際文化学部が、また 番目の独1992 4 3
（ 、 ） 。 、立研究科として大学院国際協力研究科 修士課程 後に博士課程 が発足した 医学部保健学科は

医療技術短期大学部を母体として 平成 年に設置された また 自然科学系の大学院 理、 （ ） 。 、 （1994 6
学研究科・工学研究科・農学研究科）は、同年自然科学研究科（博士課程前期課程）に移行した。

、 （ ） （ 、 ） 。さらに 平成 年に大学院総合人間科学研究科 修士課程 後に博士課程 が設置された1997 9
保健学専攻の新設に伴い、大学院医学研究科は （平成 ）年に医学系研究科と改められた。1999 11
なお、 年代には第二課程の見直しも行われ、 (平成 )年には経営学部に、 年(平成 )1990 1993 5 1994 6
年には法学部と経済学部に昼間主コースと夜間主コースが設けられた。

（平成 ）年には大学院経営学研究科の専門職大学院が設置された。2002 14
（平成 ）年には神戸大学と神戸商船大学とが統合し、第 番目の学部として海事科学部2003 15 11

が設置された。

（平成 ）年には大学院法学研究科に法科大学院が設置された。2004 16
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１２．経営協議会・教育研究評議会

○ 経営協議会（国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関）

氏 名 現 職

野上 智行 学長

堀尾 尚志 理事

土井 亨 理事

薄井 洋基 理事

太田 博史 理事

中野 常男 理事

太田和 良幸 理事

鈴木 正幸 理事（非常勤）

天野 郁夫 東京大学名誉教授

井戸 敏三 兵庫県知事

河内 鏡太郎 読売新聞大阪本社取締役編集局長

佐藤 友美子 サントリー次世代研究所部長

谷井 昭雄 松下電器産業(株)特別顧問

新野 幸次郎 神戸大学学友会会長

(財)神戸都市問題研究所理事長

濱 清 大学共同利用機関法人自然科学研究機構生理学研究所名誉教授

平野 拓也 (財) 科学技術広報財団理事長

独立行政法人海洋研究開発機構顧問

兵庫県参与

水越 浩士 神戸製鋼所会長

神戸商工会議所会頭

関西経済連合会副会長

矢田 立郎 神戸市長

○ 教育研究評議会（国立大学法人の教育研究に関する重要事項を審議する機関）

氏 名 現 職

野上 智行 学長

堀尾 尚志 理事

土井 亨 理事

薄井 洋基 理事

太田 博史 理事

中野 常男 理事

太田和 良幸 理事

松嶋 隆二 文学部長

釜谷 武志 文学部教授

油井 清光 文学部教授

吉岡 政徳 国際文化学部長

水田 恭平 国際文化学部教授

阪野 智一 国際文化学部教授

靑木 務 発達科学部長



- 14 -

小川 正賢 発達科学部教授

船寄 俊雄 発達科学部教授

武田 廣 理学部長

中川 義次 理学部教授

坂本 博 理学部教授

森本 政之 工学部長

賀谷 信幸 工学部教授

林 真至 工学部教授

中村 千春 農学部長

内田 一徳 農学部教授

大野 隆 農学部教授

久保 雅義 海事科学部長

石田 廣史 海事科学部教授

小田 啓二 海事科学部教授

山田 誠一 法学研究科長

月村 太郎 法学研究科教授

山本 弘 法学研究科教授

田中 康秀 経済学研究科長

三谷 直紀 経済学研究科教授

藤田 誠一 経済学研究科教授

正司 健一 経営学研究科長

桑原 哲也 経営学研究科教授

加登 豊 経営学研究科教授

千原 和夫 医学系研究科長

清野 進 医学系研究科教授

多淵 芳樹 医学部教授

福田 秀樹 自然科学研究科長

小島 史男 自然科学研究科教授

野海 正俊 自然科学研究科教授

高橋 基樹 国際協力研究科長

五十嵐 正博 国際協力研究科教授

須藤 健一 附属図書館長

後藤 純一 経済経営研究所長

延岡 健太郎 経済経営研究所教授

春日 雅人 医学部附属病院長

鏑木 誠 学術情報基盤センター長

中西 泰洋 留学生センター長

三木 賀雄 国際コミュニケーションセンター長

馬場 久光 保健管理センター所長

出来 成人 連携創造本部長

沖原 勝昭 大学教育推進機構全学共通教育部長
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「事業の実施状況」

Ⅰ．大学の教育研究の質の向上

１．教育に関する実施状況

（１）教育の成果に関する実施状況

別紙１のとおり

２．研究に関する目標

別紙２のとおり

３．その他の目標

別紙３のとおり

Ⅱ．業務運営の改善及び効率化

１．運営体制の改善に関する実施状況

別紙４のとおり

２．教育研究組織の見直しに関する目標

別紙５のとおり

３．人事の適正化に関する目標

別紙６のとおり（

４．事務等の効率化・合理化に関する目標

別紙７のとおり

Ⅲ．財務内容の改善

別紙８のとおり

Ⅳ．自己点検・評価及び情報提供

別紙９のとおり

Ⅴ．その他業務運営に関する重要事項

別紙１０のとおり

Ⅵ．予算（人件費見積含む 、収支計画及び資金計画。）

別紙１１のとおり

Ⅶ．短期借入金の限度額

別紙１２のとおり

Ⅷ．重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画

別紙１３のとおり
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Ⅸ．剰余金の使途

別紙１４のとおり

Ⅹ．その他

１．施設・整備に関する状況

別紙１５のとおり

２．人事に関する状況

別紙１６のとおり

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細

（１）運営費交付金債務の増減額の明細

別紙１７のとおり

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

別紙１８のとおり

（３）運営費交付金債務残高の明細

別紙１９のとおり

ⅩⅠ．関連会社及び関連公益法人等

１．特定関連会社

該当なし

２．関連会社

該当なし

３．関連公益法人等

関連公益法人等 代表者名

財団法人 建設工学研究所 理事長 櫻 井 春 輔

特定非営利活動法人

デュシェンヌ型筋ジストロフィー 理事長 松 尾 雅 文

研究・治療開発支援機構

特定非営利活動法人 神戸画像診断支援センター 理事長 杉 村 和 朗



別紙1

Ⅱ　大学の教育研究等の質の向上
（１）　教育に関する目標
　②　教育の成果に関する目標

中期計画 年度計画

中
期
目
標

・学部教育における全学共通教育と専門教育の関係を見直し，学部教育を通じて，課題探求能力の育成を重視する。
・全学共通教育を，全学を挙げて取り組むべき根幹的教育として明確に位置付け，幅広く深い知識の習得，外国語運用
能力や情報リテラシーの育成のための教育の場とし，その教育内容の充実を目指す。
・学部における専門教育では，全学共通教育との有機的な連携を図り，各学部の理念と目標に従って，学生に基礎的な
専門性と幅広い視野を身に付けさせるような教育を行う。
○大学院教育
・博士前期（修士）課程の教育においては，各専門領域に関する基礎から応用及び先端まで学べる教育体制の充実を目
・博士後期（博士）課程の教育においては，独創性・創造性に富み「知のフロンティア」を開拓する能力を有し，教育
研究面での国際的貢献に寄与する人材の養成を目指す。

計画の進捗状況等

【４】
○学部教育
【４－１】
・平成１６年度・１７年
度に，全学共通教育科目
の開講枠を増やし，受講
者数の適正化を進めると
ともに，教育内容の充実
を図る。更に，新たな高
校教育課程を経た者が入
学する平成１８年度以降
における全学共通教育の
抜本的改革に向けて，カ
リキュラムや実施体制に
ついて本格的な検討を進
める。

【４－１－１】
・教養原論科目の大幅な見直しや外
国語科目の変更など，新たな高校教
育課程を経た入学生に対し，平成１
８年度から開始される新カリキュラ
ムについて点検するとともに，実施
体制のより一層の充実を図る。

・新カリキュラムについて教務専門委員会等で点検を行い，
時間割の一部見直しを行うなど，改善・充実を図った。
・全学共通教育のうち教養原論科目については，開講科目数
（３２科目→６６科目）及び開講コマ数（１４２コマ→２０
６コマ）を増やし，受講者数の適性化と教育内容の充実を
図った。大規模授業の解消策については，新カリキュラムへ
の移行期を踏まえ，更に検討した。
・外国語カリキュラムでは，平成１９年度から開設する上級
年次用のアドバンストコース及び第３外国語についての準備
を完了した。
・新たな高校教育課程を経た入学生に対し，特に対応の必要
性が高い数学と物理については，新たに設置した学習指導室
において担当教員が随時対応した。
・ 一般教養教育（全学共通教育）の質的・量的充実を図る
ため，全学共通教育授業科目を担当する教員により組織する
従前の１３教科集団を再編し，２教育部門（共通教育部門と
外国語教育部門）２０教育部会の新体制に移行した。

【４－２】
・外国語教育の実施体制
を一新し，国際コミュニ
ケーションセンターを中
心に，学部生及び大学院
生を対象として，総合的
なコミュニケーション能
力開発を目指した教育を
展開する。

【４－２－１】
・国際コミュニケーションセンター
では，平成１７年度に増設したラン
ゲージ・ハブ室の運営体制の充実を
図り，学生に多彩なコミュニケー
ションの場を提供するとともに，諸
外国の社会，歴史，文学，教育，芸
術等文化の諸相についての深い理解
に基づく知性豊かな外国語運用能力
や英語プレゼンテーション能力の向
上を目指した教育を展開する。

・語学の学習相談や課外指導等を行うため，ランゲージハブ
室に外国人ＴＡと外国語専任教員，プレゼンテーション実習
室にネイティブの補佐員を常駐させた。
・ランゲージハブ室には，年間５,４００名，プレゼンテー
ション実習室には，年間６２３名の利用者があった。
・ 平成１８年度入学生から導入した新カリキュラムにおい
ては，優秀な学生のためのインテンシブコースを開設すると
ともに，２年次生以上を対象としたアドバンスト科目や第３
外国語を開設し，外国語運用能力の向上と語学教育の展開を
図った。

【４－２－２】
・先端技術を取り入れた効果的な外
国語教育を展開するため，ＣＡＬＬ
用デジタル・コンテンツの開発を中
核とした，配信，学習，学習診断，
評価までの一貫した統合的語学学習
環境システムの構築について検討を
進めるとともに，ＣＡＬＬ教室を３
教室（１５０台）に拡充整備する。

・統合的語学学習環境システムの構築について検討を行い，
本格的なバーチャルスタジオを設置し，ＣＡＬＬ（Computer
Assisted Language Learning）用デジタル・コンテンツの開
発に向けた準備を整えた。
・さらに，国際コミュニケーションセンターは英語によるプ
レゼンテーション能力育成を主眼とする現代ＧＰプログラム
と連携し，デジタル・コンテンツのデータベース化にも積極
的に取り組んだ。
・非常勤講師を含む語学担当教員を対象としたＣＡＬＬ教室
利用意向調査を行い，従来の自学自習に加え授業でも活用で
きる態勢を整備した。また，学生対象のＣＡＬＬ教室利用説
明会を開催し，自習での活用促進策を講じた。
・ＣＡＬＬ教室１室を増設（合計３教室，ＰＣ１５０台）し
た。
・増設したＣＡＬＬ教室には，グループ学習やペア学習に適
したノートパソコンを設置することにより，既存の２教室と
併せて，様々な授業のニーズに対応できるよう配慮した。
・ＣＡＬＬ教室は，平成１８年度前期１４クラス，後期２３
クラスの授業で使用された。また，授業外での学生の自習利
用は，年間延べ４,１２５名であった。

○学部教育
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【４－２－３】
・平成１７年度に採択された現代的
教育ニーズ取組支援プログラム「Ｐ
ＥＰコ－ス（プロフェッショナル・
イングリッシュ・プレゼンテーショ
ン特修コース）導入による先進的英
語教育改革」について，平成１９年
度からのＰＥＰコース開講に向け，
教育方法の研究と実施体制を整備す
る。

・平成１９年度からのＰＥＰコースの開講に向けて，現代Ｇ
Ｐプロジェクト委員会で，教育プログラムの全体計画を策定
するとともに，各ワーキング・グループにおいてデジタル・
コンテンツのデータベース化や評価システム，指導教材の開
発を進めた。
・平成１８年度においても６名の教員が米国ワシントン大学
において「ＰＥＰ担当教員研修コース」を受講した。また，
ＰＥＰスーパーバイザーであるメルボルン大学教員を招き，
プレゼンテーション指導法やＰＥＰコースの教育内容等につ
いて指導を受けた。
・ＰＥＰコースの開講に先立ち，全学生を対象にネイティブ
の講師による授業外の英語プレゼンテーションセミナー（毎
週１回４０分×４回）を開催した。前期・後期を通じて６２
３名の学生が受講した。
・本プロジェクトの進捗状況の報告と関連分野の研究者との
交流を目的としたシンポジウム「大学英語教育とプレゼン
テーション」を開催した。

【４－３】
・平成１６年度から，新
入生全員に対し情報倫
理，情報機器操作等の内
容を習得させるため「情
報基礎」を新設，提供す
ることにより，適正かつ
充実した情報処理教育を
進める。

【４－３－１】
・新入生全員を対象として開設して
いる，情報リテラシー，情報機器操
作等の習得を目的とした「情報基
礎」科目について，新学習指導要領
の調査結果をもとに，平成１７年度
に整備した情報処理演習室（端末１
７０台×２室）を駆使して，授業内
容の改善・充実を図る。

・「情報基礎」科目について，セキュリティ，情報倫理及び
著作物の引用を扱ったビデオ教材を活用し，実際に学生生活
を送る上で想定される具体性のある問題を重点的に取り上げ
た授業を行った。
・「情報基礎」科目について，授業時間外及び学外からでも
自学自習が可能なように，教材はすべてＷｅｂ上に掲載し
た。また，独自のＷｅｂアンケートを実施し，現状の把握及
び今後の授業計画を立てる際の資料とした。
・前期及び後期に「情報基礎」科目の再履修の授業時間を設
け，可能な限り学生の履修機会を増やすとともに，夏休み期
間中に補習授業を行い，学生が単位取得できるよう配慮し
た。
・前期の「情報基礎」科目の授業終了後に反省会を開き，新
システムを利用した授業内容の反省及び今後の改善策につい
て検討を行った。

【４－４】
・学生が社会現場で自ら
学ぶための海外インター
ンシップや留学等の制度
を一層充実すると同時
に，ＵＭＡＰ（アジア太
平洋大学交流機構）等へ
の参加を通じて，国際交
流を促進する。

【４－４－１】
・平成１７年度に引き続き，国際交
流委員会を中心にして，既に実施し
ている兵庫県ワシントン州事務所
（シアトル）及び兵庫文化交流セン
ター（パース）で海外インターン
シップを実施するとともに，国際交
流推進本部で，国内外の同窓会組織
等の協力により，学生（留学生含
む）の新たな海外インターンシップ
受入先を調査する。

・ＵＭＡＰ（アジア太平洋大学交流
機構）が実施する単位互換制度につ
いて，その可能性を検討の上，実施
するかどうかの最終決定を行う。

・海外インターンシップの一環として，夏季休業中３週間，
兵庫県ワシントン州事務所（シアトル）に３名，兵庫文化交
流センター（パース）におけるインターンシップに２名の学
生を参加させた。また，医学部では学生が医療現場で自ら学
ぶための海外短期研修に５年生２０名をマヒドン大学他７大
学へ，農学部では海外学生実習に学部学生６名，修士学生３
名をフィリピン大学ロスバニュス校に，海事科学部では国際
インターンシップに大学院生１名を社団法人日本海事検定協
会シンガポール事務所に派遣した。
・財団法人ひょうご震災記念２１世紀研究機構が開催した
「兵庫国際サマースクール（アジア若者塾）」に協定大学か
ら招いた学生２名及び留学生を含む本学学生３名を参加させ
た。
・台湾で開催された「ＵＭＡＰ交換留学生国際フォーラム」
に，本学学生１名（日本から５名）が参加した。
・ＵＭＡＰが実施する単位互換制度（ＵＣＴＳ）の採用状況
等に関する調査を実施したが，本学においても既存の制度が
充実していることから，現時点では採用を見送ることとし
た。

【５】
○大学院教育
【５－１】
・博士前期（修士）課程
においては，各研究科の
理念と目標を達成するた
めに学生受け入れ方針と
教育体制の整合性を平成
１８年度までに見直し，
その特徴を再規定して個
性を発揮しうる教育体制
を確立する。

【５－１－１】
・各研究科の理念と目標に見合った
学生受け入れ方針と教育体制を確立
するため，人文・人間科学系，自然
科学系，生命・医学系の大学院にお
いて組織改組を計画する。

・平成１９年４月に人文・人間科学系大学院を「人文学研究
科」，「国際文化学研究科」及び「人間発達環境学研究科」
に再編し，自然科学研究科を「理学研究科」，「工学研究
科」，「農学研究科」及び「海事科学研究科」に改組するこ
とを決定した。
・医学系研究科では，平成２０年度に保健学専攻を保健学研
究科へ改組（研究科新設）することを検討した。
・さらに，経済学研究科では，平成２０年度に改組（２専攻
から１専攻）することを検討した。
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【５－３】
・博士後期（博士）課程
においては，有能な研究
者を養成するため，学生
に学内外の共同研究や研
究集会への参加と発表を
促し，国際性を身に付け
させる指導体制を強化す
る。

【５－３－１】
・国際化に対応できる研究能力を育
成するために，レフェリー付き雑誌
への投稿や国内外への共同研究への
参加と海外での研究発表を一層推進
することなどにより，国際性を身に
付けさせる指導体制を更に強化す
る。

・経済学研究科では，英文校閲助成制度や外国人講師による
英語論文作成演習などを行った。
・経営学研究科では，米英の大学教員を招いての集中講義，
国際的な査読付き雑誌に採択された執筆者による論文執筆指
導，海外研究発表への旅費補助，雑誌投稿料補助等を行っ
た。
・医学系研究科では，生命医科学リサーチリーダー育成コー
スを設置し，海外での共同研究，研究発表に参加させた。

【５－２】
・各研究科において高度
な専門的知識・技術を
持った職業人養成を推進
するとともに，専門職大
学院創設の可能性を検討
する。

【５－２－１】
・経営学研究科専門職学位課程（Ｍ
ＢＡコース）において入学定員を54
名から69名に定員増を行う。また，
経済学研究科博士前期課程の専修
コースにおいては，引き続き社会と
学生のニーズに応じたコース編成(ス
キルアップコース等)及び入学者定員
と選抜方法の検討を行う。

・経営学研究科専門職学位課程（ＭＢＡコース）の入学定員
を増加させ（定員５４名→６９名），社会人教育の充実を
図った。
・社会人リカレント教育に対する社会のニーズに考慮し，経
済学研究科博士前期課程の入学定員増等について，平成２０
年度実施に向けて検討した。
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Ⅱ　大学の教育研究等の質の向上
（２）　研究に関する目標
　①　研究水準及び研究の成果等に関する目標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【２５】
○目指すべき研究の方向
性を実現し，研究水準及
び成果を検証するための
具体的方策

【２５－１】
・世界的な研究レベルに
ある分野については，そ
の水準の維持と研究の一
層の発展を目指し，他の
研究分野においても国内
における第一線の研究水
準を維持し，あるいはそ
れに到達するために，各
分野における研究水準の
自己点検評価・外部評価
を行い，それに基づく改
善策を講じる。

【２５－１－１】
・研究活動の状況を分析するための
基本的な観点について検証し，全学
的な自己点検・評価の指針の改善を
進めることとする。国立大学法人評
価や認証評価に向けた全学的な観点
での評価体制を構築する。また，21
世紀COEプログラム拠点等では，自己
評価（外部評価を含む。）に対する
中間評価結果を踏まえ，COE推進委員
会等の指導の下，補助事業後半の運
営を展開する。

・国立大学法人評価及び機関別認証評価における自己点検評
価に向けて，研究活動の点検・評価の観点について定めた
「神戸大学自己点検・評価指針」を制定した。
・全学評価委員会の下に研究評価指標に関する専門委員会を
設置し，各研究分野の特色に配慮した評価指標に関する調査
を実施し，部局別の研究評価に係る評価指標（評価項目），
評価の観点，評価水準を策定した。
・２１世紀ＣＯＥプログラム拠点の中間評価結果を踏まえ，
本学の学術研究体制の強化を図ることを目的として，学術研
究推進機構の下にあった学術研究推進室を学術研究推進本部
に拡充・改組し，専任スタッフを配置することとした。
・神戸大学学術研究アドバイザリーボードの設置を決定し
た。

中
期
目
標

○目指すべき研究の方向性

○全学的な評価体制の確立

○大学として重点的に取り組む領域の選定
・卓越した研究の可能性の高い課題領域を定め，大学として重点的に取り組む領域として支援する。
・総合的な観点から研究者，研究グループを評価し，分野並びに期間を限定して研究者，施設，設備等を重点的に配置
し，それによって特定の分野の特色を高め，その分野の刺激により全体の活性化を図る。
○研究成果の社会への還元
・すべての学問分野において，研究成果は人類共有の知的資産であるという視点に立ち，社会の一員としての神戸大学
の使命を果たすために，研究成果を積極的に社会へ還元するよう努める。

【２５－２】
・研究分野が国際的性格
を帯びるものについて
は，特に海外の研究者等
による評価を定期的に受
ける体制を整備する。

【２５－２－１】
・国際化の視点からの研究評価の在
り方については，全学的な評価は神
戸大学評価委員会で検討を行い，部
局の研究活動に対する評価は外国人
研究員及び招へい外国人研究者等海
外の研究者の離任時に評価を受ける
制度を検討する。

・客観的な評価を行い得るための評価体制の整備が進み，国
際部として所要の体制を整備したことで，計画を十分に実施
している。
・国際協力研究科では，外国人研究員及び招へい外国人研究
者等，海外の研究者に離任時に研究に関する評価を受ける制
度を確立した。

【２５－３】
・各研究分野における研
究活動に関わる諸要素を
集積するデータベース化
を推進するとともに，そ
れと並行しながら，各研
究分野の特色に配慮しつ
つ，研究水準を公平かつ
適正に評価するためのシ
ステムを開発する。

【２５－３－１】
・各研究分野の特色に配慮しつつ，
研究水準を公平かつ適正に評価する
ためのシステムを開発する。

・研究活動の点検・評価の観点について定めた「神戸大学自
己点検・評価指針」を制定した。
・ＫＵＩＤ運用プロジェクトで個人データ及び組織データの
入力スケジュールを決定し，事務局各部において組織データ
の収集・入力を開始した。また，個人データ入力説明会を開
催し，個人データ入力を開始した。
・全学評価委員会の下に研究評価指標に関する専門委員会を
設置し，各研究分野の特色に配慮した評価指標に関する調査
を実施し，部局別の研究評価に係る評価指標（評価項目）,
評価の観点，評価水準を策定した。

【２６】
○評価体制についての具
体的方策

・各研究分野における研究水準の全般的な向上を目指し，特定の領域での世界水準の達成，特化した領域での世界最高
水準の研究を進める。
・国際レベルでの共同研究の実施や国際的な学術集会の開催などを含めて積極的に国の内外との交流を図るとともに，
対外的な競争力を養う。同時に，外国の関連する大学，研究所等との連携を図り，研究者・留学生の相互交流を積極的
に推進し，教育研究の国際的な協力を図る。

・研究水準の向上のために，多面的かつ多層的な点検評価を進める。そのために，部局毎の評価体制を更に整備し，全
学的な恒常的評価体制を確立する。
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①

②

③

④

【２６－１】
・「全学評価組織」並び
に各部局の「評価委員
会」（詳細はⅣを参照）
は，自ら行う大学の点検
評価及び外部評価はもと
より，国立大学法人評価
委員会の方針等に基づ
き，研究活動の状況につ
いて評価し，報告書を公
表する。

【２６－１－１】
・国立大学法人評価及び機関別認証
評価を視野に入れながら，全学的な
自己点検・評価の指針を確立する。

・国立大学法人評価及び機関別認証評価における自己点検・
評価に向けて，研究活動の点検・評価の観点について定めた
「神戸大学自己点検・評価指針」を制定した。

【２７】
○大学として重点的に取
り組む領域の選定の具体
的方策

【２７－１】
・２１世紀ＣＯＥプログ
ラムや，各部局の重要な
研究課題，時限的研究課
題等を重点的に支援す
る。

【２７－１－１】
・２１世紀ＣＯＥプログラム，「学
内発卓越した研究プロジェクト」で
は，ポストCOEを狙い学長裁量枠によ
る教員ポストの配置を行う。各部局
の重要な研究課題，時限的研究課
題，萌芽的研究課題では，教育研究
活性化支援経費による戦略的・独創
的な研究課題に対する学内公募プロ
ジェクトを充実させる。更に若手研
究者の人材育成については，若手研
究者の創造的な研究活動を組織的に
支援する制度を構築する。

・２１世紀ＣＯＥプログラムについては，平成１７年度に引
き続き，学長裁量枠による助手ポストの配置や，研究室の優
先的措置を行った。
・科学研究費補助金の大型研究プロジェクトについては、新
たに２プロジェクトに対し学長裁量枠による助手ポストを配
置した。
・グローバルＣＯＥプログラムへの申請を念頭に置いた「学
内発の卓越した研究プロジェクト」を公募し，７プロジェク
トに対し学長裁量枠による教員ポスト１３の配置を決定し
た。
・平成１７年度に引き続き，各部局の重要な研究課題，時限
的研究課題等については，その萌芽を育成するために，教育
研究活性化支援経費を充実させることとし，戦略的・独創的
な研究課題に対する学内プロジェクトを選考した（１５件，
計35,200千円）。
・平成１７年度に引き続き，ユニークな若手研究者育成に努
める部局に対し、若手研究者育成支援経費を配分した（７
件，計10,000千円）。
・教育研究活性化支援経費を措置することで，「若手研究者
自立支援事業」を新たに開始することとした

発達科学部では，プロジェクト研究経費の制度（発達
科学研究推進特別経費）を整備し，平成１８年度には
３件を採択し，発達科学シンポジウムを２回開催し
法学研究科では，教員の海外研修機会や海外研究者招
へい拡充のため寄附金の運用について検討を引き続き
行うとともに，市場化社会の法動態学研究センター(２
１世紀ＣＯＥプログラム採択拠点)及びＥＵＩＪ関西に
おいて，各事業計画に従い，国際シンポジウム等に海
外研究者を招へいした。
経営学研究科では，研究科運営委員会において，教育
研究組織，特に専攻・大講座間での効果的かつ弾力的
な教員配置を検討するとともに，若手研究者の育成・
支援策についても積極的な検討を行った。

【２８】
○研究活動支援のための
具体的方策
【２８－１】
・特定の分野については
世界的な研究拠点を形成
することを目指し，講座
等の枠にとらわれること
なく，分野並びに期間を
限定して研究者，施設，
設備等を重点的に配分
し，また研究者が一定期
間研究に専念できる体制
を整える。

【２８－１－１】
・特定の分野については，世界的な
研究拠点の形成を目指し，講座等の
枠にとらわれることなく，分野及び
期間を限定して研究者，施設，設備
等を重点的に配置する。学長裁量枠
による教員ポストの重点的配置施策
を実施する。また，研究者が一定期
間研究に専念できる体制や施設，設
備等重点的に配置する体制を整える
ため，教育研究組織の弾力的運用を
図る制度作りに着手する。

・２１世紀ＣＯＥプログラムについては，平成１７年度に引
き続き，学長裁量枠による助手ポストの配置や研究室の優先
的措置を行った。
・科学研究費補助金の大型研究プロジェクトについては、新
たに２プロジェクトに対し学長裁量枠による助手ポストを配
置した。
・グローバルＣＯＥプログラムへの申請を念頭においた「学
内発の卓越した研究プロジェクト」を公募し，７プロジェク
トに対し学長裁量枠による教員ポスト１３の配置を決定し
た。
・平成１７年度に引き続き，各部局の重要な研究課題，時限
的研究課題等については，その萌芽を育成するために，教育
研究活性化支援経費を充実させることとし，戦略的・独創的
な研究課題に対する学内プロジェクトを選定した（１５件，
計35,200千円）。
・平成１７年度に引き続き，ユニークな若手研究者育成に努
める部局に対し、若手研究者育成支援経費を配分した（７
件，計10,000千円）。
・各部局においても世界的な研究拠点形成を目指しそれぞれ
特徴ある試みがなされている
国際文化学部では，新設した異文化研究交流センター
における「教育・研究プロジェクト」に研究費を重点
的に配分した。
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⑤

⑥

⑦

【２８－３】
・研究に要する外部資金
の獲得を促すために，専
門家を配置して研究活動
の支援体制を強化し，必
要な情報の収集や，プロ
ジェクト形成等の支援を
進める。

【２８－３－１】
・平成１７年度に設置した連携創造
本部（「シーズ創出企画部門」，
「産学官民連携推進部門」）を中心
に研究活動支援体制の強化を図り，
必要な情報の収集や，プロジェクト
形成等の支援を進める。

・連携創造本部では，大型の研究資金を獲得するため公募前
に関連する各教員のシーズを融合し，独立行政法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤＯ」という。）
に提案することを支援した。また，各教官への情報提供を引
き続き実施している。
・大型外部資金獲得は，連携創造本部が直接関与した例では
１件，間接的では３件あり支援効果があった。また，５００
万円以下の共同研究や寄付金も獲得実績が増えている。特
に，本部設置以前には少なかった農学部で増えている。（平
成１９年３月末現在　共同研究：２４３件，539,870千円，
受託研究：１５５件，1,006,590千円，寄附金：1,555,620千
円）
・各部局においても外部資金の獲得を促すための取り組みを
拡充しており，経営学部・経営学研究科では，研究委員会を
通じて共同研究の組織化を促したり，情報提供を行うこと
で，科学研究費補助金やその他の競争的外部資金の獲得を
図っている

【２９】
○人事に関わる具体的方
【２９－１】
・人事の停滞が教育研究
上の緊張感の欠如を引き
起こし，研究の発展の阻
害につながることを排除
するため，それぞれの学
科や専攻における人事が
当該組織の将来計画にど
のように位置づけられて
いるのかということを検
証し，必要な改善策を講
ずる。

【２９－１－１】
・教育研究の充実，発展の阻害につ
ながる人事の停滞を排除するため，
学部等での人事体制，教員採用人事
の方策等について必要な改善策を講
じる。

・法学研究科では，平成１９年度以降，弁護士実務家１名を
教授として採用することを決定した。
・経営学研究科では，研究科に期待される社会的役割を効果
的に遂行するために，人事評価システムを見直し，整備し
た。また，教員人事の透明化を図るための新規採用候補者に
よるジョブセミナーの実施，若手・中堅研究者を育成するた
めの短期留学制度や在外研究員促進制度，特別研究員制度
（サバティカル制度）等の更なる改善を図った。
・国際協力研究科では，各専攻・講座ではなく，研究科長が
関連講座との協議の上，人事案件を策定・審査・承認する手
続を定め，平成１９年度から実施することとした。
・発達科学部では，平成１７年度に引き続き採用人事を講座
単位から学部単位で実施した。

【２９－２】
・人事を行うに当っては
当該人事の詳細を内外に
公表することを原則とす
る。公募制の採用につい
ては，各研究分野の特質
にも配慮しつつ更に導入
を検討する

【２９－２－１】
・公募制の採用については，各研究
分野の特質にも配慮しつつ規模の拡
充について検討し，段階的に実施す
る。

・すべての部局において公募制による教員採用を実施した。
・文学部及び国際文化学部では，すべての教員人事（全職
種）において公募制を導入した。また，医学系研究科及び国
際協力研究科でも，上記と同様の公募制の導入を検討した。

【２９－３】
・任期制については，研
究教育分野，職種の状況
を考慮してその導入の検
討を進める。

【２９－３－１】
・任期制については，研究教育分
野，職種の状況を考慮してその導入
の拡充について検討を進め，段階的
に実施する。
・特命職員制度及び特定有期雇用医
療職員制度に基づき雇用を実施す
る。

・医学系研究科においては任期制に基づいた教員採用を既に
実施しているが，平成１９年度から全教員に任期制を導入す
ることを決定した。また，再任審査に必要な業績評価項目を
整理し，再任審査を実施した。
・寄附金等の外部資金で，任期を定めて年俸制により雇用す
る特命職員制度に基づく職員１８名，及び看護師等の医療職
員について任期を定めて雇用する特定有期雇用医療職員制度
に基づく職員１２１名を雇用した。

【３０】
○研究成果の社会への還
元に関わる具体的方策

【２８－２】
・研究活動の支援のた
め，教員のみならず，研
究支援職員に対する研修
等も含め，自発的能力向
上のための機会を増や
し，また，図書館・学内
共同利用施設など機能の
充実を図る

医学系研究科では，研究科長裁量経費などを活用し，
萌芽研究や若手研究者スタートアップ支援助成の対象
枠を拡大した。
海事科学部では，高度人材育成を目的としたプロジェ
クトに学部内予算を重点配分した。
国際協力研究科では，「国際教育協力イニシアティ
ブ」の採択を契機に開始したアフリカ諸国における現
地研究機関との教育開発に関する共同調査活動，アジ
ア諸国における地方分権化や中小企業育成制度に関す
る諸大学との共同研究などを通じて世界的研究ネット
ワークの構築に取組んだ。

【２８－２－１】
・研究活動の支援のため研究支援職
員に対する研修等も含め，自発的能
力向上のための機会を増やす。
・研究支援のために図書館・学内共
同教育研究施設などの機能の充実を
図る。

・教室系技術職員及び教務職員に対して，専門的知識，技術
等の修得及び資質等の向上のための研修（集合及び個別）を
実施した。また，自発的能力開発のために，職務と関連のあ
る放送大学の授業科目を希望者に受講させた。
・附属図書館では，学内研究成果について「神戸大学学術成
果リポジトリ」の試験公開を経て，正式公開した。
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【３０－１】
・神戸大学を取り巻く一
般社会との連携を強化す
るとともに，それぞれの
学問分野の特質を生か
し，国際機関，地方自治
体及び関連機関，文化・
芸術関連機関，ＴＬＯ
（技術移転機関），ＮＰ
Ｏ（非営利組織）をはじ
めとする地域の諸組織等
との多彩な連携を構築
し，研究成果公表の場
（フォーラム開催等）を
設け，それによって研究
成果を広くかつ有効に還
元する

【３０－１－１】
・平成１７年度に引き続き，神戸大
学を取り巻く社会に対し，総合大学
の特質を生かし，国際機関，地方自
治体及び関連機関，文化・芸術関連
機関，ＴＬＯ(技術移転機関），ＮＰ
Ｏ(非営利組織）をはじめとする地域
の諸組織との積極的な連携を進め，
研究成果公表の場(フォーラムの開催
等）を設け，それによって研究成果
を広くかつ有効に還元する。

・文学部及び文化学研究科では，①小野市好古館と「地域
展」の実施を通じた取り組み，②灘区とは灘チャレンジによ
る取り組み，③兵庫県県政資料館とは郡役所文書の研究と展
示，文書館とアーカイブ利用についての研究，④人と防災未
来センターとは共同の研究会，⑤伊丹酒造組合とは近世酒造
関係文書の活用，⑥尼崎市富松地区とは地域歴史ハンドブッ
クの共同編集，⑦丹波市とは地域史料の整理活用事業，⑧た
つの市とは近世地域史研究会の開催などを通じて，研究成果
を社会に還元した。
・総合人間科学研究科では，発達支援インスティテュート・
ヒューマンコミュニティ創成研究センターにおいて，自治
体，学校，ＮＰＯとの連携を深め，学外研究員を委嘱して，
社会との連携強化を図った。また，「社会貢献レポート」を
Ｗｅｂ上で公開するとともに，旧灘区役所跡地に平成１７年
度に開設した「のびやかスペースあーち」において，地域と
密着した活動を展開した。
・法学研究科では，市場化社会の法動態学研究センター（２
１世紀ＣＯＥプログラム採択拠点）及びＥＵＩＪ関西におけ
るシンポジウム等の開催，またジャーナリズム教育の研究教
育成果に関するシンポジウムの開催を通じて，研究成果を学
外に公開した。
・経済学研究科では，紀要や年報，また各種研究会やディス
カッション・ペーパーなどの情報を部局ホームページ上で公
開した。
・経営学研究科では，ＮＰＯ法人現代経営学研究所と密接な
連携を取りながらシンポジウム，ワークショップなどを開催
し，その内容を「ビジネス・インサイト」誌に掲載した。
・文化学研究科では，災害文化やアスベスト問題についてシ
ンポジウムやワークショップなどを開催し、市民団体との実
践的研究交流を行った。
・国際協力研究科では，平成１７年に引き続き法務省法務総
合研究所国際協力部との連携による講義を実施した。
・国際コミュニケーションセンターでは，現代ＧＰ（ＰＥＰ
コース）シンポジウムを一般市民に開放し実施した。
・内海域環境教育研究センターでは，国立環境研究所等と連
携して藻類カルチャーコレクションのネットワークを構築し
た。
・都市安全研究センターでは，「安全で安心な都市づくりに
向けて～これまでとこれから～」 と題したシンポジウムを
開催し，都市安全研究センターの「１０年の活動報告と新体
制の紹介」を行った。
・平成１７年度に引き続き，地域産業活性化のため，財団法
人新産業創造研究機構（以下「ＮＩＲＯ」という。），兵庫
県工業技術センター，みなと銀行の協力を得て「一日神戸大
学」等を開催し，本学のシーズ発信及びニーズとのマッチン
グを実施した。
・ＮＩＲＯとは，高齢者が安心して生活できるよう常に身体
の状態をモニターできるリングセンサー等について工学部の
教員を交えて勉強会を実施した。
・工業技術センターとは，「材料の触感に関する研究会」を
地元企業を含めて開催した。
・みなと銀行とは，中小企業の経営者を対象とした経営セミ
ナーを自然科学系と社会科学系の教員の協力を得て実施し
た。
・１月に実施した「神戸大学東京フェア」のトレースを実施
し，共同研究に結び付けた。
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Ⅱ　大学の教育研究等の質の向上
（２）　研究に関する目標
　②　研究実施体制の整備に関する目標

中期計画 年度計画

○研究資金の獲得増と重点配分

○競争的環境下での研究の質の向上
・競争的環境下での研究の重要性を啓発し，学術研究の質の向上とそれを推進する組織の構築を目指す。

・大学として，外部資金，競争的資金の獲得について更なる努力を重ね，また大学としての重点的研究分野に研究資金
を誘導する仕組みを設定する。

○研究者等の柔軟な配置
・学部，研究科等の目標を明確化し，大学としての目標に沿った研究体制を構築できる柔軟な組織形成を目指す。
○研究施設，設備の重点整備
・重点研究項目に関係するプロジェクト研究等に施設，設備及び財源を重点配置するための仕組みを設定する。

【３１－２】
・国際的水準の研究を実
現するために，既設の研
究センターや２１世紀Ｃ
ＯＥプログラム拠点を核
として，国際共同研究の
実施を推奨するととも
に，大学としての支援体
制について整備を図る。

【３１－２－１】
・学術研究推進機構と国際交流推進
機構が連携して研究者が国際的活動
能力を発揮し得るよう，EUコンソー
シアムで構築したネットワークを活
用し，海外の研究機関における先端
研究への参画や国際共同プロジェク
トの推進等，戦略的な国際的研究活
動を展開する。

・国際的研究活動を展開するために，国際交流推進本部と連
携し，産学連携活動の窓口である連携創造本部のホームペー
ジや部局ホームページの英文化を図った。

【３１－１】
・全学的立場から学術研
究を推進する学術研究推
進機構の役割を明確に
し，研究推進拠点形成に
おける基本戦略を実施す
る中枢組織としての機能
を更に整備する。同時
に，研究についての評
価，点検，改善のための
システムを開発する。

【３２】
○適切な研究者等の配置
に関する具体的方策
【３２－１】
・大型研究プロジェクト
及び２１世紀ＣＯＥプロ
グラム拠点に対し，全学
的見地より，プロジェク
ト助手（ＣＯＥ助手）を
配置してきた実績があ
り，平成１６年度からこ
の方式を更に改善し，教
員定員の見直し，弾力的
運用等大学の戦略に基づ
く研究者重点配置の方策
を設定する。

【３２－１－１】
・教員定員の弾力的運用等，大学の
戦略に基づく研究者重点配置の方針
に従い具体的に配置する。

・学内発の卓越した研究プロジェク
トに学長裁量枠定員を措置する。

・国際交流推進本部に措置された学長裁量枠定員による副本
部長の公募を行った。
・「学内発の卓越した研究プロジェクト」に学長裁量枠定員
により６名の教員を採用するとともに，新たに７つのプロ
ジェクトを選定し１３名の学長裁量枠定員を措置した。

計画の進捗状況等

【３１－１－１】
・全学的立場から学術研究を推進す
る学術研究推進機構の下に設置した
学術研究推進室において，国際水準
の学術研究活動を展開するために，
「人材・組織戦略」，「研究資金戦
略」，「研究基盤戦略」の３つの戦
略について，経営評価室及びビジョ
ンプロジェクト委員会との連携を図
りながら具体的方策の策定を行う。

・本学の学術研究体制の強化を図ることを目的として，学術
研究推進機構の下にあった学術研究推進室を学術研究推進本
部に拡充・改組し，専任スタッフを配置することとした。
・神戸大学学術研究アドバイザリボード設置を決定した。
・学術研究推進室の下に研究憲章検討ＷＧ及び研究年報ＷＧ
を設置した。研究憲章検討ＷＧでは、研究憲章及び学術研究
推進戦略の草案を作成し，引き続き成案に向けて「学術研究
推進本部」で検討することとした。

○研究を通じての社会的貢献
・研究を通じた社会貢献が，大学の重要な任務であることに鑑み，産学官民連携を推進する体制を整備する。
○その他の特記事項

【３１】
○学術研究推進機構と
「全学評価組織」の設置

中
期
目
標

○既存学問分野の点検評価と新しい学問分野の設定
・世界をリードする学術研究分野を育成する。このために研究教育の進展や社会的要請に応じ，既存の学問分野を厳格
に点検評価し，新しい学問分野を形成できる組織とする。
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【３２－２】
・「全学評価組織」並び
に各部局の「評価委員
会」において，評価に基
づく改善状況を定期的に
点検し，点検結果の内容
を研究者の適切な配置の
ための諸施策に有効利用
することに努める。

【３２－２－１】
・評価結果を，適切な研究者配置の
ための諸施策へ反映させるに当た
り，引き続き役員会を中心として全
学的な検討を進める。また，学内共
同教育研究施設の在り方についても
評価を踏まえた全学的な検討を進め
る。

・適切な研究者の配置に向けて，全学評価委員会の下に専門
委員会を設置し，各研究分野の特性に配慮した部局別の研究
評価の指標を暫定的に定めた。この評価指標を基に教員個人
及び部局の研究業績の評価を試行的に実施することとした。

【３２－３】
・研究支援職員の業務内
容を点検評価し，支援業
務の効率化を図る体制を
検討する。

【３２－３－１】
・新たな教員組織に対応できるよう
に研究支援職員の業務内容を点検・
評価し，支援業務の効率化を図る体
制作りに努める。

・教務職員を新たな教員組織に対応した職種に移行させた。
また，工学部においては技術職員全員が技術室に所属するこ
ととし，技術室で一括して業務を受け付け，行うシステムを
試行した。

【３３】
○研究に必要な設備等の
活用と整備に関する具体
的方策
【３３－１】
・世界的水準からみて重
要である課題，特に２１
世紀ＣＯＥプログラムに
採択された研究分野等に
ついては施設及び設備の
優先的充実を図り，将来
の更なる発展を期す。

【３３－１－１】
・「研究設備マスタープラン」の策
定を通じて，特に２１世紀ＣＯＥプ
ログラム等世界的水準からみて重要
である課題に採択された研究分野等
については施設及び設備の優先的充
実を図る。

・２１世紀ＣＯＥプログラムについては，平成１７年度に引
き続き，学長裁量枠による助手ポストの配置や，研究室の優
先的措置を行った。
・「神戸大学における研究設備整備マスタープラン」を策定
した。
・科学研究費補助金の大型研究プロジェクトについては，新
たに２プロジェクトに対し学長裁量枠による助手ポストを配
置した。
・グローバルＣＯＥプログラムへの申請を念頭に置いた「学
内発の卓越した研究プロジェクト」を公募し，新たに７つの
プロジェクトを選定し１３名の学長裁量枠定員を措置した。
・既存施設の充足率や稼働率を念頭においたスペースマネジ
メントよる施設・スペースの再配分を行うこととした。

【３３－２】
・附属図書館において
は，電子資料等を含む学
術情報の収集と提供，外
国雑誌センター館機能，
他大学等との協同及び電
子図書館システムによる
情報発信など，研究支援
機能の整備・強化を図
る

【３３－２－１】
・図書館審議会の答申を基に，全学
的な教育研究基盤資料である電子
ジャーナルや情報データベース等の
安定的な維持・整備を進めるための
体制作りを図る。

・平成１７年度に引き続き，電子ジャーナル及びデータベー
スの利用について全学経費及び間接経費が措置され，約８，
８８０誌の電子ジャーナルと４２種のデータベースを全学に
提供した。また，附属図書館審議会答申「教育研究基盤資料
の整備方策」を受けて，平成１９年度～２１年度の整備の具
体的な方針を附属図書館運営委員会で検討し，財源を確保す
るとともに，平成１９年から教育研究基盤資料の安定的な提
供を実現している。

【３３－２－２】
・附属図書館は，外国雑誌センター
館機能を持つ人文・社会科学分野の
拠点図書館として，全国共同利用の
観点から引き続き資料収集を進める
とともに，利用サービスの改善を図
る。

・平成１７年度に引き続き，社会科学系図書館において国内
未収の外国雑誌約１,０００誌を収集し，全国に文献複写等
の情報サービスを提供した。また，学外からの複写依頼に迅
速に対応するため，複写作業において外部委託の業務範囲を
拡充し，サービスの向上を実現した。

【３３－２－３】
・震災関係資料・経済関係資料・学
内研究成果等を含む「神戸大学 電子
図書館システム」のコンテンツ充実
を図り，加えて神戸大学の知的資源
を社会に公開発信するための「機関
リポジトリ」構築を図る。

・平成１７年度に引き続き，震災関係・経済関係・学内研究
成果の３区分によりコンテンツの電子化を進めた。
・学内研究成果については，「神戸大学機関リポジトリ構
想」に基づき，推進委員会を立ち上げ，全学的な取組として
事業を開始した。７月に「神戸大学学術成果リポジトリ
(Kernel)」の試験公開を経て，１０月には正式公開した（現
在２,５００超の論文情報）。
・機関リポジトリ開設記念シンポジウム「機関リポジトリと
これからの学術情報流通－日本の学術コミュニケーションの
将来像を探る－」を開催した。

【３４】
○研究資金の獲得と配分
システムに関する具体的
方策
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①

②

③

④

【３４－１】
・研究資金として外部資
金や各種競争的資金の重
要性が今後格段に増大す
る。このために，これま
でに産学官民連携等を進
めてきたが，これを踏ま
え，外部からの研究資金
の獲得額を歳出決算額の
１５％程度まで増やすよ
うに努める。

【３４－１－１】
・研究資金として外部資金や各種競
争的資金の重要性が今後格段に増大
することから，各部局において中期
計画を踏まえた外部資金の具体的数
値目標を設定するとともに，連携創
造本部による支援を強化して，外部
資金の獲得額の増加に努める。

・平成１７年度に引き続き，外部資金獲得支援のため，大学
ホームページ上の研究助成金等外部資金情報の充実に努める
とともに，「連携創造本部ご利用の手引き」を作成し，連携
創造本部利用法の説明会等を実施した。
・川崎重工業株式会社と戦略的連携協定を締結し，人文社会
系を含め３つの研究会を立ち上げ，共同研究を推進した。
・トヨタ自動車株式会社に工学部及び経営学研究科の教員の
研究領域を融合した共同研究を提案し，平成１９年度から実
施することとなった。
・自然科学系の若手研究者のシーズを調査し，企業への共同
研究テーマ提案を検討した。
・各部局において，外部資金や各種競争的資金の獲得に向け
た以下の具体的な取組を行った。

法学研究科では，新聞社からの寄附金による授業を実
施した。
経営学研究科では，教授会を通じて共同研究の組織化
を促し，情報の提供を行うことで外部資金の獲得増を
図った。
医学系研究科では，医工連携を積極的に推進するとと
もに，独自の募金活動を開始した。
海事科学部では，学部独自の科学研究費獲得支援プロ
ジェクトを実施し，採択経験者による予備査読などの
支援，大型研究費申請のための準備資金の支援事業な
どに取り組んだ。

【３４－２】
・外部資金や競争的資金
に関わる間接経費の在り
方を見直し，大学の将来
構想における重点項目の
実現のために資する。

【３４－２－１】
・間接経費を大学の将来構想の実現
に向け活用するため，学術研究推進
委員会において，研究資金の獲得及
び従来の配分方法の在り方を見直
し，より良い研究資金戦略を検討す
る。

・間接経費等を財源として創設した教育研究活性化支援経費
事業の在り方について研究戦略も考慮しながら検討し，平成
１９年度の基本的配分方針を決定した。

【３５】
○研究活動の評価及び評
価結果を質の向上につな
げるための具体的方策
【３５－１】
・「全学評価組織」にお
いては，４つの学術系列
（人文・人間科学系，社
会科学系，自然科学系，
生命・医学系）における
研究活動，研究組織につ
いて評価を行い，その評
価結果に基づき，研究活
動を発展させるための諸
施策並びに必要な研究者
や財源の配分に反映させ
る。

【３５－１－１】
・４つの学術系列（人文・人間科学
系，社会科学系，自然科学系，生
命・医学系）の特性に沿った研究評
価の在り方を開発・検討し，その原
案を基に適用の可能性を探る。

・研究活動の点検・評価の観点について定めた「神戸大学自
己点検・評価指針」を制定した。
・全学評価委員会の下に専門委員会を設置し，部局を単位と
しつつ４つの学術系列の特性に配慮した研究評価の指標に関
する調査を実施し，研究評価指標を暫定的に定めた。
・暫定的に定めた研究評価指標を基に，それぞれの部局を代
表する優れた研究業績の選定への適用の可能性について検討
した。

【３６】
○学内外の共同研究に関
する具体的方策
【３６－１】
・学際領域への取り組み
を重視し，学部，研究科
やセンターの枠を越えた
研究プロジェクト及び学
外研究機関との研究プロ
ジェクトを推進する。

【３６－１－１】
・学際領域への取り組みを重視し，
更に学部，研究科やセンターの枠を
越えた研究プロジェクト及び学外研
究機関との研究プロジェクトを推進
する。

・グローバルＣＯＥプログラムへの申請を念頭においた「学
内発の卓越した研究プロジェクト」を公募し，新たに７つの
プロジェクトを選定し１３名の学長裁量枠定員を措置した。
・「学内発の卓越した研究プロジェクト」を中心として，学
外研究機関と連携するものも含め，グローバルＣＯＥプログ
ラムへ５件申請した。

【３７】
○地域貢献や知的財産の
創出，取得，管理及び活
用に関する具体的方策
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【３７－１】
・平成１２年度から，全
学をあげて産学官民連携
を推進し，大型研究プロ
ジェクトを含む外部資金
や各種競争的資金の獲
得，特許出願の大幅増，
学内（学生を含む）ベン
チャー企業の立ち上げ支
援，種々の啓発活動など
を行ってきた。今後もこ
れらを重要項目として取
り組む。

【３７－１－１】
・産学官民連携を推進するため，外
部資金や各種競争的資金の獲得，特
許出願件数の増，大学発ベンチャー
企業の立ち上げ支援等に向けた活動
を継続的に行う。また，神戸大学の
知的財産を活用して，大学の教育・
研究の社会的貢献と外部資金導入を
図るために，新たに大学を側面的に
支援する組織について検討を行う。

・外部資金や各種競争的資金の獲得，特許出願の大幅増，ベ
ンチャ－企業の立ち上げ支援等研究資金獲得増に向けた活動
を継続的に行った。
・ＮＩＲＯとの包括連携協定に伴い，マッチングファンド応
募などによる競争的資金獲得を支援した。例えば協力研究
（共同，受託）契約についてみれば，平成１９年３月末現在
で，３９８件（前年度末比６．９９％増），約1,546,000千
円（前年度末比５．３１％）と増加している。
・特許関係は，発明届出１１３件（対前年比９７％），特許
出願９９件（対前年比１１３％）であった。学内発ベンチャ
－については，３件が設立された。
・ＮＩＲＯとは，高齢者が安心して生活できるよう常に身体
の状態をモニターできるリングセンサー等について工学部の
教員を交えて勉強会を実施した。
・新たに大学を側面的に支援することを目的として，神戸大
学ＬＬＣ（神戸大学支援合同会社）構想を取りまとめ，設立
準備を開始した。

【３７－２】
・イノベーション支援本
部を充実する。このため
に，既設の地域ネット
ワーク型の「ＴＬＯひょ
うご」との連携，外部か
らの実務経験者の配置，
地域自治体や産業界，更
には民としてのＮＰＯ
（非営利組織）などとの
協力体制の強化に取り組
む。

【３７－２－１】
・連携創造本部の充実を図るととも
に，「ＴＬＯひょうご」神戸大学事
業部との連携を含めた大学知的財産
本部整備事業終了後（平成２０年度
以降）の対応を検討する。

・連携創造本部では，専任教員５名を外部から採用したほ
か，産業界から実務経験者５名を配置し，地域自治体や産業
界等との協力体制を整えた。
・平成１７年度に引き続き，「ＴＬＯひょうご」神戸大学事
業部を通して技術評価機能の強化するとともに，産学連携の
掘り起こしから成果活用までの一貫したフォロ－体制を確立
し，研究成果の産業界での活用を図った。
・連携創造本部では，専任教員５名を外部から採用するほ
か，産業界から実務経験者５名を配置し，地域自治体や産業
界等の協力体制を整えた。
・産学連携について広い知見を持った若手研究者育成のため
にＮＥＤＯが実施する産業技術フェローシップ事業を通じ
て，ＮＥＤＯフェロー１名を連携創造本部に受け入れ、ＯＪ
Ｔの場を提供するとともに，ＮＥＤＯとの協力強化を図っ
た。
・連携創造本部運営委員会を中心に，大学知的財産本部整備
事業終了後（平成２０年度以降）の対応を検討し，神戸大学
ＬＬＣ（神戸大学支援合同会社）構想等を取りまとめた。

【３７－３】
・神戸先端医療産業都市
に設置の神戸バイオテク
ノロジー研究・人材育成
センター及びインキュ
ベーションセンターにお
いて，先端融合領域の研
究や人材育成を推進する
ともに，関連分野のベン
チャー企業の創出等に努
める。

【３７－３－１】
・平成１７年度に引き続き，神戸先
端医療産業都市に設置された神戸バ
イオテクノロジー研究・人材育成セ
ンター及び神戸大学インキュベー
ションセンターにおいて，先端融合
領域の研究や人材育成を推進すると
ともに，平成１９年度以降の新たな
事業展開について財団法人先端医療
振興財団と連携して検討する。

・神戸バイオテクノロジ－研究・人材育成センタ－では，大
学・研究機関等の横断的な組織による最先端・融合領域の研
究拠点として，１４のセミナ－（「ライフサイエンス基礎セ
ミナー」（参加者５０名），「バイオテクノロジーセミ
ナー」（参加者３０名」）など）を実施して成果を挙げた。
・神戸大学インキュベ－ションセンタ－では，起業マネー
ジャーが，本学発ベンチャ－企業として設立されセンター内
に入居している６ベンチャーに対して成長支援活動を行うと
ともに，学内教員への広報活動等を通じて新たなベンチャ－
企業の創出に努めた。
・神戸バイオテクノロジー研究・人材育成センターの平成１
９年度以降の事業展開については，財団法人先端医療振興財
団と検討した結果，本学が自主運営を行うこととなった。

【３８】
○研究施設等における研
究実施体制の整備に関す
る具体的方策

【３８－１】
・学内共同研究施設及び
学部附属研究施設につい
ては，現在次のような課
題に関するものが設置さ
れているが，これらは学

【３８－１－１】
・昨年度に定めた学内共同利用施設
等の見直し時期に関する取扱に基づ
き改組を実施する。

・時限の到来した都市安全研究センターでは，７研究分野か
らリスク・アセスメント，リスク・マネ－ジメント，リス
ク・コミュニケーションの三大研究分野に改組した。
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れているが，これらは学
部，研究科等における研
究教育との関連において
常に点検評価を行い，学
問の発展，時代の要請等
に応じた組織に改組や再
編を行うことにより，世
界に比肩しうる組織とし
て育成する。

【３８－１－２】
・バイオシグナル研究センターで
は，平成１７年度に引き続き，定期
的な研究報告会の開催により個々の
教員間での相互評価体制を整備する
とともに，新しく設置される寄附研
究分野とも協力し，新しい情報伝達
研究を展開する。また，現在進行中
の２１世紀ＣＯＥプログラムの最終
年度として，その成果の取りまとめ
を行うとともに，更なる向上を目指
す。

・バイオシグナル研究センターでは，海外からの講演者（延
べ７名）を招へいした国際会議を２回，海外からの研究者に
よる講演会を２回，国内の研究者による講演会を７回行うな
ど定期的な研究経過報告会を積極的に行い，個々の教員間で
の相互評価体制を整えた。
・寄附研究部門（細胞核情報伝達研究分野)を設置し，従来
行われなかった遺伝子発現調節に至る更に詳細な情報伝達
ネットワークを解明することが可能になり，新しい情報伝達
研究を展開した。
・２１世紀ＣＯＥプログラムの最終年度に当たり，研究成果
及び活動報告の取りまとめを行った。また，蛋白質の構造修
飾によるシグナル伝達機能の研究の進展とバイオシグナル伝
達機構の全体像を俯瞰する知識の統合を目指し，ＣＯＥ中核
施設として研究を推進するとともに，中間評価で指摘された
構造解析研究の遅れを取り戻すべく，当該研究を行い，兵庫
県立大学との共同セミナーを開催するなど構造解析研究の進
展を図った。

蛋白質のシグナル伝達機
能,都市安全に関わる学
際領域,分子と光の相互
作用,内海域の生態学,植
物遺伝子の機能,熱帯医
学医療,人間科学,食資
源。

【３８－１－３】
・都市安全研究センターでは，地震
などの自然災害に強い安全な都市づ
くりを進める防災に対する研究に加
え，災害が発生してもそれによる被
害を最小限に食い止める減災に対す
る研究を進めるため，リスク・アセ
スメント，リスク・マネージメン
ト，リスク・コミュニケーションの
三大研究分野に改組する。

・時限の到来した都市安全研究センターでは，７研究分野か
らリスク・アセスメント，リスク・マネージメント，リス
ク・コミュニケーションの三大研究分野に改組し，より積極
的に住民の命の安全を目的とした安心・安全な社会の構築を
目指す仕組みや手法の研究を推進することとした。

【３８－１－４】
・分子フォトサイエンス研究セン
ターでは，「時間分解分光の生体分
子への応用」のテ一マで国際的な学
術集会を開催し，国際交流を推進す
る。

・国際シンポジウム「時間分解分光の生体分子への応用」を
開催した。時間分解ラマン分光や過渡吸収分光などの種々の
時間分解分光を用いた生体分子，特にタンパク質の動的な構
造変化や機能発現に関わる相互作用などを調べる研究に関す
る発表があり，この分野での最前線の研究の進展や今後の展
開の方向性について意見交換を行った。
・日印自然科学協力事業セミナー「分子分光最前線」を開催
した。日本・インド両国において，超高速時間分解分光や単
一分子分光，顕微分光などの最先端の分子分光研究を行って
いる実験及び理論の研究者が一同に会し，意見交換を行っ
た。

【３８－１－５】
・内海域環境教育研究センターで
は，引き続き，海藻類系統株保存・
分譲に関して，文部科学省ナショナ
ルバイオリソースプロジェクトによ
る研究を進めるとともに，地方公共
団体との共同プロジェクトを推進す
る。

・内海域環境教育研究センターでは，海藻類系統株保存・分
譲に関して，文部科学省ナショナルバイオリソースプロジェ
クトにより国立環境研究所等と連携し，藻類カルチャーコレ
クションのネットワークを構築するとともに海藻類系統株保
存室を整備し，日本遺伝学会において同プロジェクトの広報
を行った。
・国際的な藻類に関するデータベースであるAlgae Base（本
拠：アイルランドゴルウェー大学）とのリンクに向けて準備
を進めた。
・神戸市との共同研究により、神戸周辺の傾斜護岸、垂直護
岸の大型海藻類による藻場創出のための試験研究を実施し
た。

【３８－１－６】
・遺伝子実験センターでは，学内外
の委員からなる「ピア・レビュー委
員会（仮称）」によるセンターの活
動評価を実施し，評価結果に基づき
センターにおける教育研究活動を見
直す。また，センター及び関連部局
の若手研究者を中心にした「環境ゲ
ノム科学」に関する学内研究交流活
動を促進するため，「DNAマイクロア
レイを利用した動植物の環境応答遺
伝子の発現解析に関する研究会」の
立ち上げを支援するなど，研究交流
体制の整備を進める。

・遺伝子実験センターでは，学外評価委員３名，学内委員２
名（他部局）によるセンター外部評価「ピア・レビュー」に
おいて，センター教員の教育研究活動，学術講演会の内容・
頻度，学部生・大学院生の教育及び関連部局との連携の各項
目でＡ評価を得た。
・センター及び関連部局の若手研究者を中心にした「環境ゲ
ノム科学」に関する学内研究交流会「遺伝子実験センター若
手の会」を立ち上げ，研究交流体制の整備を図った。
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【３８－１－７】
・医学医療国際交流センター
（International Center for
Medical Research and Treatment:
ICMRT）を構成する５つの研究分野の
協力の下に，国際戦略活動の一環と
して，海外の研究教育拠点形成を視
野に入れて，従来のバイ・ラテラル
な拠点大学交流の枠を越えたマル
チ・ラテラルな交流事業（共同研究
事業）を検討する。　また，神戸大
学国際交流推進機構と関連して，Ｅ
ＵＩＪ関西コンソーシアム並びにワ
シントン大学に働き掛け欧米での研
究教育拠点形成を目指す。

・医学医療国際交流センターでは，文部科学省の新興・再興
感染症研究拠点形成プログラムに「ヘリコバクターピロリ感
染による胃癌誘導因子の疫学的解析研究」及び「インドネシ
アにおける新興・再興感染症の国際共同研究拠点形成」の２
課題が採択された。採択されたプログラムによりタイの海外
拠点における共同研究及びインドネシアにおける新規海外拠
点に向けた予備調査を実施した。
・ＪＩＣＡ委託研究として「ソロモン国マラリア対策強化プ
ロジェクト」が採択された。
・都市安全研究センターが受け入れている集団研修の一部の
授業を医学部教員が協力して実施した。さらに，大学院医学
系研究科博士課程の学生１名をワシントン大学 biomedical
research programsに属する研究室へ研究留学させることを
決定した。

【３８－１－８】
・食資源教育研究センターでは，食
資源の遺伝的特性を実際の農家規模
で生産し流通・消費に至る一連の過
程を通じて評価できる教育研究施設
とするため，動物系では，規模拡大
した黒毛和種繁殖牛集団の評価とそ
の改良を着実に進め，植物系では，
関西圏におけるバレイショ新品種の
評価・普及のための拠点形成に向け
て生産・流通体制を整備する。

・食資源教育研究センターでは，動物系・植物系の教員がそ
れぞれ１名配置され，食資源の遺伝的特性を研究する体制を
強化した。
・動物系では，研究成果を反映させた黒毛和牛を平成１７年
度と比較して４頭増加の計１８頭生産し，市場での好評価を
得た。
また，これを支える技術職員も畜産関係の技術研修に参加す
るなど資質向上を図った。
・植物系では，バレイショの新品種評価試験を開始し，評価
方法に習熟するとともに関西圏での流通の第一段階として，
商社と提携し，市場に出荷した。

【３８－２－１】
・平成１７年度に引き続き，学術情
報基盤センターでは，研究及び支援
センターとしての業務に関する自己
点検・評価及び外部評価を定期的に
行う体制の整備を図る。

・学術情報基盤センターでは，自己点検評価及び外部評価を
行う体制の整備として，基礎指標（ユーザー数，計算機利用
時間等）について，データ収集ツールを構築し，点検・評価
結果の概要の公表について検討を行った。また，ＫＵＩＤに
ついて運用管理の支援を行った。
・研究については，研究業績を広報誌において公表した。ま
た，収集した基礎指標データの一部をシンポジウム等で公表
した。

【３８－２－３】
・連携創造本部では，産学官連携支
援戦略（企業との包括協定，特許を
核とした共同研究等）をより 一層推
進する。また，部局選出の連携推進
特別員を通して，学部との連携強化
を図り，学内シーズ発掘のための組
織的ネットワークを構築する。

・川崎重工業株式会社と戦略的連携協定を締結し，自然科学
系だけでなく人文社会系の教員も加わった３つの研究会を立
ち上げ，共同研究を推進した。
・トヨタ自動車株式会社に工学部及び経営学研究科の教員の
研究領域を融合した共同研究を提案し，平成１９年度から実
施することとなった。
・工学部，医学部と定期的に連絡会を開催し，産学官民連携
についての情報交換を実施して，ネットワ－クの強化を図っ
た。

情報システム及び情報
ネットワークに関係する
組織，低温や放射性物質
に関係する組織，特殊な
大型機器利用に関係する
組織，学内における保
健，労働安全及び環境管
理に関係する組織 ，産学
連携及び知的財産等に関
係する組織。

【３８－２】
・大学における研究支援
体制を強化するため，次
の組織を充実する。

【３８－２－２】
・研究基盤センターでは，支援活動
及び独自の研究活動に関して平成１
８年度に自己評価を行う。また，将
来的な各種分析機器の整備のため，
機器の調査・一元的掌握を行ったう
え，整備，管理及び一般利用の体制
を構築する。

・研究基盤センターでは，支援活動及び独自の研究活動に関
する自己評価を大学の評価スケジュールに合わせ平成１９年
度に実施することとし，支援業務の評価項目の概要を策定し
た。
・各機器の利用状況統計を基に，使用率の低い機器に対する
機器案内の改善，利用頻度の高い機器の保守体制の強化（Ｎ
ＭＲ保守契約，ＴＥＭ及びＥＳＲの計測システム補強，レー
ザー管更新など）を継続的に進めた。
・センター所有機器・消耗品等の利用に係わる事項を利用者
に理解しやすくするため，研究基盤センター利用規程，研究
基盤センター機器利用細則、研究基盤センター機器等使用申
請書様式等を作成し，機器利用の円滑化と外部利用体制を整
えた。
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Ⅱ　大学の教育研究等の質の向上
（３）　その他の目標
　①　社会との連携に関する目標

中期計画 年度計画

中
期
目
標

○研究，教育活動を通じて社会に貢献することの重要性を啓発し，社会との連携をより直接的，意識的に追求すべき課
題と捉え，知の創造の成果を社会に還元することに対して積極的に取り組む。

○産学官連携はもとより，民との協同も重視し，社会の多様な活動との連携，協力を図る。

○社会人に配慮した教育の機会や環境条件の整備，高校教育界との連携など，地域社会の様々な要望に応えることを通
じて，教育面での社会貢献を推進する。

計画の進捗状況等

【３９】
○地域社会等との連携・
協力，社会サービス等に
係る具体的方策

【３９－１】
・市民，企業人，高校生
等に対する学習の場の提
供（公開講座，展示会，
セミナー，研修事業等）
を充実する。地域社会の
ニーズや社会の情勢を見
据えたタイムリーなテー
マ設定と内容の充実に努
める。

【３９－１－１】
・平成１７年度に引き続き，市民，
企業人，高校生等に対する学習の場
の提供（公開講座，展示会，セミ
ナー，研修事業等）を充実させる。
地域社会のニーズや社会の情勢を見
据えたタイムリーなテーマ設定と内
容の充実に努める。

・百年記念館において，「神大人の青春譜－御影分校・姫路
分校・教養部の世界－」を開催した。
・百年記念館において，旧三商大写真展（一橋大，大阪市立
大，神大）を開催した。
・百年記念館において，「神大科学教育の源流－旧制姫路高
等学校の物理実験機器を中心に－」を開催した。
・日本学術振興会採択の「ひらめき☆ときめきサイエンス」
を開催した。
・各部局においては，特色を活かしたセミナー，シンポジウ
ム，講演会，展示会等を実施した。（文学部，経済学研究
科，経営学研究科，工学部，農学部，海事科学部，連携創造
本部，国際コミュニケーションセンター，留学生センター，
都市安全研究センター）

【３９－１－２】
・平成１７年度に引き続き，全学的
な統一テーマによる公開講座をはじ
めとして，学部・研究科の特色を活
かした公開講座を開設する。

・全学的な統一テーマ（「神戸大学研究最前線」）による公
開講座のほかに，９部局（文学部，国際文化学部，発達科学
部，工学部，農学部，海事科学部，経済学研究科，医学部医
学科，医学部保健学科）で学部等の特色を活かした公開講座
を実施した。全学で，７８２名の参加者があった。
・公開講座を，各部局の自助努力を促す意味で収入見合い事
業とし，収入の８割を実施部局に配分することで，積極的な
開催を促した。

【３９－２】
・施設や設備をはじめ大
学が保有する資源を活用
し，地域社会や産業界が
行う調査研究への支援や
共同活動を一層充実す
る。

【３９－２－１】
・平成１７年度に引き続き，施設や
設備をはじめ，大学が保有する資源
を活用し，地域社会や産業界が行う
調査・研究への支援や共同活動を一
層充実させる。特に，研究基盤セン
ターにおいては，地域社会や産業界
に対して大学の保有する施設・設備
の中で可能なものから順次その利用
や技術コンサルティング，アドバイ
ス等を相当の対価の下に提供する。

・「神戸大学における研究設備整備マスタープラン」を策定
し，大学が保有する資源の有効活用を図ることとした。
・研究基盤センターにおいて，最新分析機器の外部利用に係
る利用規定・申請書・利用手続・支払方法等を制定し，大学
ホームページに掲載した。掲載後に２件の利用があった。
・総合人間科学研究科では，ヒューマンコミュニティ創成研
究センターにおいて，自治体，学校，ＮＰＯとの連携を深
め，学外研究員を委嘱して，社会との連携強化を図ってい
る。さらに旧灘区役所跡地に平成１７年度に開設した「のび
やかスペースあーち」において，地域と密着した活動を展開
している。

【３９－３】
・地域貢献事業を展開す
るとともに「神戸大学地
域連携推進連絡協議会」
による地域の自治体との
連携協力の推進を図る。

【３９－３－１】
・平成１７年度に引き続き，地域貢
献事業を展開するとともに，｢神戸大
学地域連携推進連絡協議会」による
地域の自治体との連携・協力の推進
を図る。

・文学部・文化学研究科では，兵庫県，小野市，たつの市，
尼崎市，神戸市，姫路市，灘区，丹波市，福井県越前町等で
歴史文化についての地域連携事業を展開し，所期の目標を達
成するとともに，丹波市で事業拡大の協議に入るなど，新た
な自治体との連携の可能性を広げた。
・農学部では，兵庫県，ＪＡ兵庫と食の安全安心施策につい
て共同研究の打合せを行った。また，篠山市との間で地域連
携推進会議を立ち上げ，地域の発展に資する研究を進める拠
点として，篠山フィールドステーションを開設した。
・医学部保健学科では，地域連携室運営委員会を月１回開催
し，活発な活動を展開した。
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【３９－３－２】
・地域連携推進室を充実させて，社
会文化地域連携事業に関する調査等
を行うとともに，協力教員の参加を
得て自治体との地域連携事業を更に
進める。また，過去の学内の地域連
携活動を点検評価し，地域連携推進
室の活動方針を策定する。
更に各地域連携センター等の活動報
告講演会を開催し，住民ネットワー
クの拡大に努める。

・社会文化地域連携事業の他大学の取組（広島大学地域連携
センター，大阪府立大学現代ＧＰ推進室，金沢大学社会貢献
室、ＮＰＯ法人信州大学地域連携プロジェクト（ＳＣＯ
Ｐ））を調査し，地域連携活動発表会で報告した。
・地域連携推進室会議において，学内の地域連携活動の点検
評価に基づき，平成１９年度地域連携室活動方針案を策定し
た。

【３９－３－３】
・平成１７年度に引き続き，現代的
教育ニーズ取組支援プログラム（文
部科学省）の「地域歴史遺産の活用
を図る地域リーダー養成｣を，兵庫
県・神戸市等との事業として実施す
る。

・現代的教育ニーズ取組支援プログラム「地域歴史遺産の活
用を図る地域リーダーの養成｣の活動成果を基にした新たな
人材育成事業「歴史遺産の活用を図る地域リーダー養成学
環」を科学技術振興調整費（地域再生人材創出拠点の形成）
へ申請した。

【３９－４】
・地域のＮＰＯ，ＮＧＯ
との学民連携（シンポジ
ウム開催，研修プログラ
ムの開発など）を拡充す
る。

【３９－４－１】
・平成１７年度に引き続き，地域の
ＮＰＯ，ＮＧＯとの学民連携を更に
拡充する。

・神戸市北区淡河町自治協議会主催の「歴史セミナー」への
協力，尼崎の富松城跡を活かすまちづくり委員会の作成する
「富松城マニュアル」つくりへの協力，丹波市春日町棚原区
パワーアップ事業委員会の古文書調査，古文書を読む会への
協力、ＮＰＯ法人「食と農の研究所」の農作業ボラバイト
（有償ボランティア）登録支援を実施した。
・ＮＰＯ法人「Free　Faculty Project｣ユニバーサルデザイ
ンに関する共同研究（須磨区子育て支援係との子育て支援事
業），ＮＰＯ法人「中央むつみ会」社会復帰施設職員への指
導，利用者へのリハビリテーション支援，ＮＰＯ法人「ＭＯ
ＶＥインターナショナル」との高齢者介護予防事業，日本オ
ストミー協会兵庫県支部及び愛媛県支部での社会適応訓練事
業への協力等支援事業を行った。
・環境省よりの助成金を得て、神戸市及びＮＰＯとのリサイ
クル社会実験を実施した。また、棚落ち商品のリサイクルに
関するプロジェクトを各種ＮＰＯと共同実施した。当該活動
には，本学の教員及び学生がつくるＮＰＯ法人「ごみじゃぱ
ん」も参画した。

【３９－４－２】
・現代的教育ニーズ取り組み支援プ
ログラム「震災教育システムの開発
と普及」の第2年度として，開発によ
るシステムの形成とプロダクツの産
出を開始する。

・震災文化を継承するため，都市安全研究センターを中心に
現代的教育ニーズ取組支援プログラム「震災教育システムの
開発と普及」を通じて，心に残り自ら考えることのできる震
災教育システムを開発し，総合科目Ⅱに，３コマの授業内容
を提供した。
・地域活性化への貢献として，シンポジウム「災害文化と災
害教育」を開催した。

【３９－５】
・高大連携の観点から，
オープン・キャンパスを
充実するとともに，高校
生を対象とする「体験授
業」や「出前講義」の要
望に積極的に応えてい
く。

【３９－５－１】
・平成１７年度に引き続き，高大連
携事業として高校生を対象に「公開
授業」や「出前授業」を積極的に実
施する。また，入試説明会やオープ
ンキャンパスも全学部で開催する。
なお，これら高大連携事業に関し
て，常にホームページで情報を公開
する。

・「公開授業」として「人文科学概論」及び「自然科学概
論」を県下のすべての高校生を対象として夏季休業中に開講
した（参加者４２名）。また，「開放授業」として，４学部
(文学部・理学部・農学部・海事科学部）で１７科目を提供
した。また，各学部単位でも「出前授業」（参加者３,０５
５名）や「体験授業」（参加者１,５６４名）を実施した。
・平成１８年度から，主要大学説明会における全会場（札
幌，仙台，東京，名古屋，金沢，京都，福岡）においてブー
スを設置し個別相談等を受けるとともに,講演方式による大
学説明を行った。
・入試説明会を含むオープンキャンパスを学部別に実施し，
総計９,２５９人の参加があった。（対前年比１０％増）
・上記の高大連携事業の開催情報を大学ホームページにて公
開した。
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【３９－６】
・附属図書館において
は，夜間及び休日開館を
含め，資料提供等による
生涯学習の支援を行い，
地域社会への貢献を図
る。

【３９－６－１】
・附属図書館の資料を公開する展示
会を開催するなどして，一般市民へ
の生涯学習を支援し，地域社会への
貢献を図る。

・平成１７年度に引き続き，図書館資料展示会（「東アジア
のなかの日本－古地図と文献にみる交流の風景－」）を開催
し，学内外から７２２名の入場者があった。さらに，地域貢
献を図るため，今回の展示品をデジタル化し，図書館ホーム
ページにて公表した。
・平成１７年度に引き続き，学外者への館外貸出サービスを
実施した。（一般の利用者については総合・国際文化学図書
館及び海事科学分館，放送大学兵庫学習センター等利用者に
ついては全館室で貸出を実施）
・兵庫県大学図書館協議会会長館として，加盟館の市民公開
状況を図書館相互協力便覧の一項目として取りまとめ，兵庫
県図書館協会に提供した。

【３９－６－２】
・附属図書館において引き続き「震
災文庫」の資料収集とデジタル化を
進め，最大規模のコレクションとし
て，これを広く社会に公開する。

・平成１７年度に引き続き，資料収集を進めるとともに，震
災文庫電子化を継続した（新規受入資料数は約１,３００
点，資料総数は約４２,０００点，新規電子コンテンツ作成
数は図書 １１点，電子コンテンツ作成総数は約４,５５０
点，来訪閲覧者数は約３５０名，震災文庫へのアクセス数は
約５７,０００件）。

【３９－６－３】
・平成１７年度に引き続き，震災関
係資料・経済関係資料・学内研究成
果等のデジタル化を推進するなど，
附属図書館を通じて神戸大学の知的
資源を社会に公開発信する。

・平成１７年度に引き続き，科学研究費研究成果公開促進費
の交付を受けデジタル版「新聞記事文庫」（経済関係資料を
含む）のコンテンツ作成事業を継続した。（約３２,０００
記事を電子化，累計は約１７万件）
・電子図書館事業費により，震災関係資料及び学内研究成果
等のコンテンツ作成を継続実施した。（アクセス数は新聞記
事文庫が約１００,０００件，震災文庫が約５７,０００件，
所蔵貴重資料が約１０,０００件）

【４０】
産官学民連携の推進に関
する具体的方策
【４０－１】
・産官民との人事交流を
積極的に進め，実務家教
員や社会人を講師とする
講義等の拡充を図るな
ど，研究・教育の両面か
らの連携を深める。

【４０－１－１】
・産学官民連携を実効的に進めるた
めには，民間企業経験者等の専門人
材の活用が不可欠である。新たに創
設した「特命職員制度」を活用し，
外部資金により優秀な人材を確保す
る。また，実務家教員を加えて，オ
ムニバス方式の「知的資産の活用
論」の講義を開始する。

・経営学研究科では，産業界から６名の教員を採用し，その
能力を生かし，学部専門教育においては，高度な専門性を反
映した専門科目を開講し，また海外勤務経験を活かした外国
書講読，留学生向け英語授業を行った。さらに，全学共通授
業科目の教養原論科目として「企業と経営」を担当し，様々
な学部の学生に対し，実践的経営教育を実施した。
・「知的資産の活用論」に替えて，工学部と連携創造本部が
主催して，所属教員の他に実務家教員，ベンチャー経営者を
加えて，オムニバス形式で「技術者のための経営学入門」講
座を開講した。

【４０－２】
・寄附講座を活用し，プ
ライオリティの高い研究
について，機動的な研究
推進体制を整える。

【４０－２－１】
・特命職員制度を活用し，企業，地
方自治体等に寄附講座の設置を積極
的に働き掛け，寄附講座を活用した
機動的な研究推進体制を整える。

・バイオシグナル研究センターに新設した寄附研究部門「細
胞核情報伝達研究分野」での研究の実施，法学研究科では，
朝日新聞社，読売新聞社，神戸新聞社の奨学寄附金による教
育研究の継続実施など，計５件の寄附講座等において特命職
員制度を活用し，教育研究を推進した。
・国民生活に重要な影響を及ぼしている難治性の膠原病に対
して，新しいゲノム医学及び分子生物学の手法を用いること
により，この領域の研究を推進し教育の充実を図るため，新
たに医学部保健学科に膠原病学（富山化学工業）寄附講座を
設置することを決定した。

【４０－３】
・産学官民連携に関する
研究情報の社会への提供
体制を整備する。

【４０－３－１】
・産学官民連携に関する研究情報の
社会への提供体制を整備する。連携
創造本部においては，各部局から提
供される情報を集約する仕組みを導
入し，メールマガジン等による情報
を大学として発信する。

・連携創造本部では，研究情報の社会への提供体制を整備
し，以下の取組を行った。
・「神戸大学東京フェア～未来づくりは神戸から～」を開催
し，社会への研究情報の提供に努めた。
・「平成１７年度連携創造本部活動実績報告書」（冊子）及
び「連携創造本部ご活用の手引き」（パンフレット）を発行
し，学内外の関係部局，関係者に配布した。
・連携創造本部ホームページについては，必要に応じ情報の
更新を継続した。（アクセス数は約４８,０００件）
・学内外に情報発信するためのニュースレターについては，
１０月と２月に発行し，学内外の関係部局，関係者に配布し
た。
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【４１】
○地域の公私立大学等と
の連携・支援に関する具
体的方策

【４１－１】
・近隣の公私立大学等が
集合する会議等におい
て，教育研究交流を推進
するとともに，大学関係
に関する様々な課題につ
いて意見交換を行い，問
題解決にあたっての連携
を図る。

【４１－１－１】
・県内大学との間で，大学関係の諸
課題について意見交換を行い，連携
を図る。

・県下大学長会議に加えて，「大学コンソーシアムひょうご
神戸」の社会連携事業委員会の窓口となり，委員会を開催の
上，参加大学（６大学）と連絡調整を取りながら，平成１８
年度，平成１９年度の事業及び予算計画を企画立案するなど
して連携を図った。
・「兵庫国際サマースクール（アジア若者塾）」に，カリ
キュラム委員及びボランティア学生を派遣し，兵庫県下の公
私立大学と協力してスクールの運営に当った。
・平成１７年度に引き続き，兵庫県大学図書館協議会会長館
を務め，総会・講演会・研究会活動等を運営している。ま
た，武庫川女子大学で開催された協議会主催の講演会「図書
館利用・活用の促進に向けて－魅力ある図書館創りを考える
－」に講師を派遣した。

【４１－１－２】
・平成１７年度に引き続き，「ひょ
うご大学連携事業推進機構」(兵庫
県）に参加し，運営委員会委員長に
は神戸大学副学長(地域連携担当）が
当たるとともに，「ひょうご講座」
の学外科目，独自科目の実施事業に
参画する。

・平成１７年度に引き続き，「ひょうご大学連携事業推進機
構」（兵庫県）に参加し，「ひょうご講座」の広報誌に本学
の学内科目，学外科目の情報を提供した。学外科目（ひょう
ご講座）として，発達科学部の「環境科学の金字塔と今後へ
の展開」（８回）を提供した。学内科目として，５部局（文
学部，国際文化学部，発達科学部，農学部，海事科学部）が
登録（情報提供）した。
・「ひょうご大学連携事業推進機構」の運営委員会委員長に
は神戸大学副学長（地域連携担当）が当たった。
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Ⅱ　大学の教育研究等の質の向上
（３）　その他の目標
　②　国際交流等に関する目標

中期計画 年度計画

①

②
③

中
期
目
標

○海外の大学，研究機関との連携を強め，国際共同研究を推進する。

○外国人研究者と留学生の受け入れを更に推進し，そのための受け入れ体制の整備を推進する。同時に研究者及び学生
の海外派遣も推進する。

計画の進捗状況等

【４２】
○国際交流推進機構によ
る学生，研究者，職員の
交流計画の推進に関する
具体的方策
【４２－１】
・国際交流事業促進基金
（平成１５年度設置）に
よる，学術交流協定機関
（現在，１３８校）への
学生の留学を支援する。

【４２－１－１】
・学内の国際交流事業促進基金によ
り，学術交流協定校（現在，１７８
校）等への学生の留学派遣を支援す
る。
・学術交流協定校への「神戸大学国
際交流事業促進基金による学生の派
遣補助」については，前年度より多
くの学生に派遣補助を実施し，より
多くの学生に機会を与える。

・神戸大学国際交流事業促進基金による学生派遣の応募機会
を年２回に拡充した。

【４２－２】
・学術交流協定機関を核
にして，シアトル，北京
に海外拠点（ワールド・
サテライト・ネットワー
ク）を設置するなど，学
生及び教職員の交流，産
学連携等を推進する。

【４２－２－１】
・学術交流協定締結大学を核にして
設置しているシアトル，北京の海外
拠点（ワールド・サテライト・ネッ
トワーク）等を活用し，アメリカ，
ヨーロッパ，アジア等の地域の特性
に応じた研究教育連携の展開を図
り，学生及び教職員の交流を更に推
進する。
・国際交流推進本部の本部企画員等
により，中国，アメリカ，ヨーロッ
パ，東南アジアにおける海外拠点設
置，研究協力拠点大学選定のための
調査を実施する。

・シアトル・北京の海外拠点を活用し，アメリカ・中国にお
ける研究協力拠点大学選定のための調査を実施した。（アメ
リカ：２名×２回，中国：２名×２回）
・ヨーロッパ・東南アジアにおいて，海外拠点設置及び研究
教育協力拠点大学の選定のための調査を実施した。（ヨー
ロッパ：２名×２回，東南アジア：２名×２回）
・研究教育連携の展開を図るため，大学事情に精通し，国際
経験豊かな外国語ネイティブのコーディネーターを外部から
採用し，海外への情報発信のためのホームページ，パンフ
レット等の整備を進めた。
・また，交流コーディネーターの育成に向けてＯＪＴや学内
職員の研修を実施した。

【４２－２－２】
・国際交流推進本部で，ワシントン
大学等との学術交流協定に基づき教
員の相互派遣の可能性を調査し，可
能な限り，積極的に進める。
・事務職員を協定校に派遣し実務能
力の向上を図ると共に相互派遣の可
能性についても調査する。

・本学独自の協定大学教員交流プログラム派遣及び受入れ制
度を確立し，ワシントン大学等から６名の教員を受入れ，本
学において学生教育を担当させた。また，協定大学に１名の
教員を派遣し，派遣大学において学生教育を担当した。
・２名の事務職員を海外の大学（シンガポール国立大学）に
派遣（語学研修及びインターン）し，実務能力の向上を図る
とともに，相互派遣の可能性について調査を行った。

【４２－２－３】
・神戸大学の国際性を社会にアピー
ルすること及び学生の国際教育の一
環として，世界各国から研究者を招
へいし学生・教員・一般市民を対象
に講演会やセミナーを開催するとと
もに，留学説明会（フェア）を通じ
て，当該国・地域への理解を深め
る。平成１８年度は東アジアをテー
マとした「東アジア Ｗｅｅｋ」を開
催し，学術交流協定校から研究者の
みならず，成績優秀な学生を招へい
し，国際学生討論会も実施するよう
努める。

・東アジアＷｅｅｋを開催し，東アジア諸国・地域から学長
や多数の研究者を招へいし，東アジアをテーマとした国際シ
ンポジウム，講演会，学長並びに学生討論会，留学説明会
（フェア）及び展示・説明会を実施した。
・韓国からは，協定校の所有する練習船が航海の寄港地とし
て東アジアＷｅｅｋに合せて神戸に寄港し，市民も含めた人
的交流を行い，神戸大学の国際性についてアピールすること
ができた。
・東アジア Ｗｅｅｋの国際学生討論会は，以下のとおり実
施した。

本学の学生６名（留学生２名を含む）による実行委員
会が主体となった企画・運営
東アジアの７つの協定大学から学生各１名の招へい
総合テーマは「東アジアの共生のための私たちの役
割」とし，学生・教職員を含めて約１２０名の参加が
あった。なお，討論会参加学生が今後も交流を続けら
れるよう，メーリングリストを作成した。
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【４２－２－４】
・ＥＵに関する教育・研究につい
て，本学，大阪大学及び関西学院大
学で構成するＥＵＩＪ関西コンソー
シアムを活用し，学部，大学院生を
対象としたＥＵ研究修了証書プログ
ラムやＥＵセミナーシリーズ等の一
層の推進を図る。
・ＥＵの国際的共同研究を推進する
と共に，ＥＵのファンドに関する調
査を実施し獲得に努める。

・ＥＵから研究者を招へいし，ＥＵ研究修了証書プログラム
及びＥＵセミナーシリーズ（３２回開催）等を実施した。
・ＥＵＩＪ関西の幹事校として，コンソーシアム参加校の学
生を対象に夏季及び春季合宿セミナーを実施し，ＥＵ研究の
最先端の討論を学生を交えて行った。
・欧州委員会バローゾ委員長を招へいした講演会を行い，名
誉学位を授与した。
・ＥＵのファンドについての情報収集を行い，報告会を行う
など獲得に向けた方策を検討した。

【４２－２－５】
・神戸市住宅供給公社等の公的住宅
機関等と交渉し，外国人研究者のた
めの宿舎の確保に努める。

・本学予算により，外国人研究者のための住居を確保すると
ともに，家賃及び調度品の借上げ料についても一定割合で大
学が負担することにより，来日研究者の経済的負担を軽減し
た。
・神戸商工会議所を中心として，兵庫県，神戸市及び企業に
協力を仰ぎ，外国人研究者のための長期的な宿舎整備に向け
検討を進めた。

【４３】
○留学生交流の推進に関
する具体的方策

【４３－１】
・単位互換を前提とした
学術交流協定の拡充を図
る。

【４３－１－１】
・これまでの検討を踏まえ，留学生
の質の向上につながる海外の大学と
の交流協定締結を計画的に進めるた
め，国際交流委員会等で決定した基
本方針に基づき，学生交流について
の受入れ基準等の策定について検討
を行う。

・国際交流推進本部及び国際交流委員会において，留学生の
受入れ・派遣に関わる基本方針を検討し策定した。当該方針
により海外の大学との協定に基づく学生交流に係る受入れ・
派遣手続き及び交換学生の資格・条件を明確にした。
・国際交流推進本部及び国際交流委員会において，国際的に
魅力ある教育研究環境，生活環境を創出する観点から，外国
人留学生・研究者用宿舎について，神戸市,神戸商工会議
所，国土交通省等と協議を進めた。
・留学生への奨学金については，イオン・グループが設立し
た「イオン１％クラブ」の奨学金（月額１２万円＋授業料）
を新規獲得した（神戸大学枠５名）。

【４３－１－２】
・海外からの優秀な留学生の受入れ
を拡大するため，既設の英語による
大学院特別コースを見直し，留学生
向けの特色あるコースの開設につい
て検討する。

・国際的に魅力ある留学生受入れプログラムを実施し，国際
競争力強化等の観点から，文部科学省が平成１８年度に既設
の大学院特別コースの見直しを行い，平成１９年１０月から
新たに「国費外国人留学生（研究留学生）の優先配置を行う
特別プログラム」（研究科専攻単位）を開始することとなっ
た。神戸大学から６件申請し，うち３件が採択された。な
お，本プログラムは，５年後に見直しが行われることになっ
ている。

【４３－１－３】
・平成１７年度に引き続き，日本留
学試験を利用した海外からの学部入
学制度の拡大を図る。

・理学部では全学科において，平成１８年度入学者選抜か
ら，海外で実施される日本留学試験の成績を利用した書類選
考による渡日前入学許可制度を導入した。
・法学研究科では，海外から研究生として入学を希望する留
学生の選考において，日本留学試験の成績を利用することと
した。

【４３－１－４】
・海外の協定大学との実質的な交流
を行うため，平成１７年度の調査を
踏まえ，国際交流推進本部及び国際
交流委員会を中心に単位互換を前提
とした学生交流計画を検討する。

・より効果的な単位互換を前提とする学生交流を推進するた
め学術交流協定締結ガイドラインの改訂を行い，協定を以下
の３つのタイプに見直した。
①全学的に交流を行うタイプ
②複数の部局で特定分野について交流を行うタイプ
③部局単位で交流を行うタイプ

【４３－１－５】
・平成１７年度に引き続き，ＨＵＭ
ＡＰ（ひょうご大学連携事業推進機
構）による短期留学制度の利用を促
進する。

・ＨＵＭＡＰ留学生交流推進制度（短期留学制度）により，
アジア太平洋地域の協定大学から１２名の学生を受入れ，本
学から３名の学生を派遣した。
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①

②

③

【４３－２】
・留学生センター及び国
際コミュニケーションセ
ンターを中核として，留
学生や教員の受け入れと
派遣に関わる総括的計画
を策定し，その実施を図
る。

【４３－２－１】
・平成１７年度に引き続き，留学生
の生活の基盤となる住宅確保に向
け，大学，行政機関，住宅業界等の
連携による留学生向け住宅支援につ
いて検討する。

・インターナショナルレジデンスの
補食室の改修等を積極的に推進し，
留学生の生活をより快適なものにす
る。

・平成１７年度に設置された国際交
流推進本部において留学生や教員の
受入れと派遣に関わる総括的計画を
策定する。

・留学生の住環境改善のために，兵庫県住宅供給公社と敷金
免除，家賃負担割合６０％という好条件で契約を結び，２０
室を新たに提供した。
・インターナショナルレジデンス（外国人留学生・研究者用
宿舎）の居住環境改善のため，補食室及び居室の改修工事を
行った。
・施設部及び学務部と連携し，既存の学生寮改修による，日
本人学生及び外国人留学生混住型の宿舎整備を検討した。
・国際交流推進本部において，留学生や教員の受入れと派遣
に係わる総括的計画を以下のとおり策定した
留学生の受入れに関しては，各国の卓越した大学との
連携を強化し，量から質への転換を図る。
日本人学生の派遣に関しては，外国語教育の充実を図
り，海外研修，海外実習，海外インターンシップを組
み入れたカリキュラムを整備し，交換留学を促進す
教員を含めた交流に関しては，アメリカ，ヨーロッ
パ，アジアそれぞれの特性に応じた研究教育連携を推
進する。

【４３－２－２】
・留学生センターと国際コミュニ
ケーションセンターの連携の下に，
海外留学を希望する学生を対象とし
た海外留学フェアを年４回程度開催
するとともに，「東アジア Ｗｅｅ
ｋ」の１企画として，中国，韓国等
の大学への留学情報の提供を行う。

・留学生センターでは国際コミュニケーションセンターとの
連携の下，海外留学を希望する学生に対し，海外留学フェア
を４回開催した。また，部局との連携によりニュー・カッス
ル大学，シンガポール国立大学留学説明会，フランスの語学
教育機関によるフランス留学フェアを開催した。さらに，
「東アジアＷｅｅｋ」の一企画として，中国，韓国等の大学
に留学を希望する学生への留学相談会・留学経験者との座談
会を開催した。
・国際コミュニケーションセンターでは，北京外国語大学，
ワシントン大学，グラーツ大学，フランシュ・コンテ大学，
メルボルン大学における各種語学研修に関する説明会を開催
した。

【４３－２－３】
・海外の協定締結大学の学生を対象
とした夏期特別日本語日本文化研修
プログラムの充実を図るとともに，
渡日前及び帰国後の参加学生と本学
教職員・学生がインターネット上で
情報交換を行うことのできるオンラ
イン・コミュニティ構築に着手す
る。

・平成１７年度に引き続き，夏期特別日本語日本文化研修プ
ログラムを，７ヵ国２０協定大学から４１名の学生を受入れ
実施した。
・平成１８年度の新たな試みとして，本プログラム内容のう
ちプロジェクトワークをサポートする日本人学生を，国際文
化学部に新設された「国際文化学実習」及び文学研究科に新
設された「日本語日本文化教育実習」に履修登録した学生の
中から選び，本プログラムに参加することにより単位を得る
ことを可能にした。
・本プログラム参加者が来日前から帰国後まで本学の担当教
員や日本人学生サポーターと情報交換できる電子掲示板シス
テム（ＢＢＳ）を構築した。
・協定大学のうち，サマープログラムを実施する中国２大学
に５名，韓国４大学に１２名の本学学生を派遣した。

【４３－２－４】
・本学の英文ホームページ充実の一
環として，海外からの留学希望者向
けホームページの内容・スタイル等
の統一化を図る。

・国際経験豊かな外国語コーディネーターの協力を得て，大
学ホームページの英語版については海外からの留学希望者向
けページの内容・スタイルの統一及びその他のページの更
新・充実を図った。
・留学に関するホームページにおいて，内容（「協定校への
留学実績」の追加，「各種様式類」の更新，「入学資格」の
追加）の充実を図った。また，授業料等相互不徴収協定（実
施細則）に基づく受入れ・派遣交換留学生の資格・条件を明
記し，必要な書式を本人がダウンロードできるようにした。

【４４】
○教育研究活動による国
際貢献の具体的方策
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【４４－１】
・独立行政法人国際協力
機構（JICA）との協力に
よるアジア・太平洋地域
の国々を対象とした教員
等研修プログラムの充実
を図る。

【４４－１－１】
・平成１７年度に引き続き，独立行
政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）と
の協力によるアジア・太平洋地域の
国々を対象とした教員等研修プログ
ラムの充実を図る。

・平成１７年度に国際協力銀行(ＪＢ
ＩＣ）との間で締結した，海外経済
協力分野に関する協力協定及びイン
ターンシップに関する協定に基づき
研修の充実を図る。

・国際協力機構（以下「ＪＩＣＡ」という。）兵庫事務所と
連携し，教員研修プログラムの受入及び内容の充実を図っ
た。
・ＪＩＣＡからの依頼により，集団研修として農学部に１７
名，都市安全研究センターに１０名，遺伝子実験センターに
７名受入充実した内容の研修を行った。
・国際協力銀行（以下「ＪＢＩＣ」という。）による中国内
陸部人材養成事業を受託し，経営学研究科及び事務局が一体
となって研修プログラムを作成の上，大学運営を含むＭＢＡ
関連の講義を行った。
・ＪＢＩＣからの依頼により，個別研修生を１名受入，集団
研修として２団体７４名を受け入れた。
・ＪＢＩＣの集団研修として受入では，経営学研究科と事務
局が一体となって研修プログラムを作成し，双方ともに講師
を務めること等により，充実した受入モデルが構築された。

【４４－１－２】
・ラオス国国立大学経済経営学部支
援及びイエメン国タイズ州女子教育
向上計画プロジェクトのほか，独立
行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）
と業務契約を締結し，専門家派遣等
による開発途上国の支援を更に充実
する。

・平成１７年度に引き続き，ＪＩＣＡとの業務契約「ラオス
国国立大学経済経営学部支援プロジェクト」に基づいて教育
研究支援を行った。
・平成１７年度に引き続き，ＪＩＣＡとの業務契約「イエメ
ン国タイズ州地域女子教育向上計画プロジェクト」に基づい
て専門家派遣等を通じて支援を行った。
・ＪＩＣＡとの業務契約「ソロモン国マラリア対策強化プロ
ジェクト」を締結し，平成２１年１１月まで支援を行うこと
とした。

【４４－２】
・既設のYLP（Young
Leaders’ Program)の充
実を始め，外国の行政機
関や教育研究機関等にお
ける教員等の人材養成機
能を充実する。

・平成１８年度計画はなし
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Ⅱ　大学の教育研究等の質の向上
(３)　その他の目標
　③　附属病院に関する目標

中期計画 年度計画

中
期
目
標

○附属病院としての使命と公的医療機関としての役割を果たせるような組織体制に整備する。
○病院経営の効率化を図る。
○医療の質を向上させる。
○良質な医療人を育成する。
○新規専門医療や高度先進医療を開発し，推進する。
○医療の国際化と国際交流を推進する。
○災害・救急医療の拠点形成を進める。

○附属病院は，教育研修機能，研究開発機能，医療提供機能の三つの使命を果たし，臨床医学の進歩と医療技術の向上
に寄与し，医療を通じて社会へ貢献する。
　五つの基本理念：１．患者中心の医療の実践，２．人間性豊かな医療人の育成，３．高度先進医療の開発と推進，
４．災害救急医療の拠点活動，５．医療を通じての国際貢献のもと，特に重点的に以下の事項に取り組む。

計画の進捗状況等

【４５】
○附属病院としての自立
性の確立と大学における
位置付けの明確化
【４５－１】
・大学病院の使命と役割
を見直し，医療の透明性
及び経営の透明性を確保
する。

【４５－１－１】
・平成１７年度に引き続き，病院事
業室において，重点施策の企画等を
行う。

・毎月１回開催した病院事業室会議において決定した各種施
策を展開した結果，医療材料費節減及び在院日数の短縮を実
現した。また，月次損益報告書の作成，平成２１年度までの
附属病院収支推計及び本年度の収支見込を作成し，重点施策
の検討材料として利用した。

【４５－１－２】
・病院アドバイザリーボードから診
療，経営等について助言を得る。

・病院アドバイザリーボードを２回開催し，兵庫県の救急医
療状況及び他病院の安全管理体制について説明及び助言を受
け，本院の救急医療体制の整備について検討を行った。

【４５－１－３】
・地域医療連携委員会を中心に，関
連病院と，より一層の地域連携を図
る。

・関係病院との連携の在り方を検討する委員会として関係病
院連絡委員会を設置し，高度医療連携強化病院等の連携の在
り方を検討した。
・既存の地域医療連携委員会は医師の派遣を検討・実施する
委員会とし，窓口となることで地域への医師派遣の透明性を
図った。
・兵庫県との定例会を開催し，県下の医療施設の現状等につ
いて，意見交換を行うとともに，県下医療施設との連携強化
を検討した。

【４５－２】
・病院長のリーダーシッ
プ機能を整備する。

・平成１８年度計画はなし

【４５－３】
・資源（人員，施設，設
備）の配置について機能
分析を行い，地域におけ
る役割，役割分担，需要
予測を行う。

【４５－３－１】
・平成１７年度に引き続き，資源
（人員等）の投資効果について調査
を行う。

・増員した医療技術職員について経済効果（病院収入の増
加）を調査し，執行部会議に報告した。

【４５－４】
・医療従事者等の医療実
績分析による配置の見直
しを行い，事務部門の組
織再編を検討する。

【４５－４－１】
・医療実績の分析により，適切な医
療従事者の配置及び配置数を検討す
る。

・人材・施設適正配分委員会を設置し，医療実績の分析を基
に各講座の適正配置を検討した結果，内科学及び外科学講座
への施設（スペース）・設備・人員の追加配分を決定した。

【４６】
○病院経営の効率化のた
めの具体的方策
【４６－１】
・病床運用管理室と地域
医療推進室の充実，病棟
クラーク（病棟各種業務
の支援）の導入を行う。

【４６－１－１】
・重症患者の増加に対応するため，
ＩＣＵを増床し，医療の充実を図
る。

・重症患者の増加に対応するために，ＩＣＵを８床から２４
床に増床し，さらに最大１０床の増床を検討した。
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①

②

③

①

②

③

【４６－２】
・物流管理の徹底及びコ
スト分析を行う。

【４６－２－１】
・物流(薬剤及び医療材料)管理を徹
底することによりコストの分析及び
削減を行う。

・平成１７年度に引き続き，期限切れの発生防止策として，
医薬品及び医療材料に係る配置定数の見直し，期限切れが近
づいている品目のリストの作成及び周知徹底を行った。
・医薬品については，上半期契約（４月～９月）の成果を基
に，下半期（１０月～３月）の契約を行うとともに情報収集
を行い価格の見直しを行った。また，新規の参加業者発掘の
ための情報収集を行い，来年度契約への参加を呼び掛けた。
・医療材料については，償還価格，定価に対する値引率を指
標にして，月単位で購入額の分析を行い，値引率の変動に留
意しながら購入した。
・随時，契約業者と価格見直し交渉を行った。
・Ｘ線フィルムについては，フィルムレス化の平成１９年度
稼動に向けて準備を進めた。

【４６－２－２】
・中期計画期間中(Ｈ１８－２１)の
予測貸借対照表，損益計算書及び資
金計算書を作成した上で，月次決算
を行うことにより病院経営の安定
性，健全性についての検証を行う。

・中期計画期間中(Ｈ１８－２１)の予測貸借対照表，損益計
算書及び資金計算書を事務局と連携して作成した。また，月
次損益報告書，平成１８年度収支予測及び１９年度以降の収
支予測を作成し，病院経営会議及び経営協議会に報告した。

【４６－２－３】
・ＤＰＣ分析システムを導入し，診
断群分類の妥当性等をチェックする
ことにより，より適正な診療報酬請
求事務の体制を構築する。また，Ｄ
ＰＣに対する理解を深めることによ
り，病院職員の経営，コスト意識の
向上を図る

・医事システムの改造を行い，入院期間の適正化等について
の意識の向上を図った。また，ＤＰＣ分析システムを導入
し，より適性な診療報酬事務の体制を構築するとともに，当
該システムに基づく在院日数及び診療コスト等の各種分析資
料を用いて，各診療科等に説明会を実施し，更なる意識の向
上を図った。

【４６－３】
・業務の見直しを行い，
可能な業務の外部委託を
検討する。

【４６－３－１】
・平成１７年度に引き続き，アウト
ソーシング(医療事務，診療録管理，
検査委託，患者給食業務等）の見直
しを行う。特に病院経営の効率化の
観点から人員配置等や業務内容を調
査し，見直しを行う。

・平成１７年度に引き続き，以下のアウトソーシングの見直
しを行った。
病院洗濯業務について，平成１９年度以降の全面外部
委託に向けて契約内容の検討・準備を行った。
患者給食業務について平成１９年度から外部委託する
こととした。
病棟クラークを増員し，診療報酬請求業務の強化を図
り，診療報酬請求漏れ防止による増収に努めた。

・特に病院経営の効率化の観点から，人員配置等や業務内容
を調査し，以下の見直しを行った。
「眼科外来看護補助業務」及び「周産母子センター他
看護補助業務」を「看護補助業務」契約に一本化し，
同種業務の合理化を図り，病棟，各診療科外来等の業
務連携の強化と効率化に努めた。
「夜間等電話対応業務」を「時間外救急受付業務」に
一本化し，同種業務の合理化を図り，業務の効率化に
努めた。
中央診療部門等業務補助について，業務要員を増員し
看護師の業務負担軽減を図った。

【４６－４】
・医療機器整備について
のコスト分析・減価償
却・投資効果分析を行
う。

【４６－４－１】
・新規に設置された大型医療機器の
コスト分析，投資効果分析を行う。

・平成１７年４月に更新した超高磁場ＭＲ装置について投資
効果の調査を行った結果，平成１７年４月～１２月と平成１
８年４月～１２月を比較すると，診療費用請求額で2,020千
円，検査件数で１７１件増加した。

【４７】
○医療の質の改善のため
の具体的方策

【４７－１】
・クリニカルパス，ＥＢ
Ｍ(エビデンスに基づく診
療）など診療の標準化と
チーム医療を更に推進す
る。

【４７－１－１】
・クリニカルパスの承認件数の増加
に努め，診療の標準化を図る。

・クリニカルパスの標準化（診療の標準化）に向けて，クリ
ニカルパス委員会を毎月開催し，件数の増加を図った。（総
件数：６１件，対前年度：２９件増）
・医療の質の改善を図るため，ＥＢＭ（エビデンスに基づく
診療）を院内の多くの部門で実施した。

【４７－２】
・医療社会福祉支援室
（仮称）を設置し，社会
復帰の促進を図るために
専門家の配置による退院
支援を行う。

【４７－２－１】
・長期入院患者について，定期的に
調査を行い，入院患者の平均在院日
数の短縮を図る。

・長期入院患者等を標準退院時管理システムにより定期的に
抽出調査し，早期退院に向け指導を行った結果，平均在院日
数の短縮化につながった。（平成１７年度２２.８０日，平
成１８年度２０.８０日）
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【４７－３】
・外来診療部門を整備
し，化学療法室などの特
殊診療部門を強化する。

【４７－３－１】
・外来化学療法室の整備，拡充を図
る。

・外来化学療法室の整備により，外来化学療法加算の件数が
増加した。（平成１７年４月～平成１８年２月は２,２９０
件，平成１８年４月～平成１９年２月は２,５９５件）
・腫瘍センターや緩和チーム等を設置し，人員を配置して整
備することにより，厚生労働省より兵庫県地域がん診療拠点
病院の指定を受けた。

【４７－３－２】
・外来患者のプライバシー保護や
サービスの向上を図るために外来部
門の整備拡充を検討する。

・院内に外来診療検討ＷＧを立ち上げ，外来診療部門の整備
拡充に向けて検討した。

【４７－３－３】
・外来患者の待ち時間の短縮を図る
ための方策を検討し，実施する。

・外来診療検討ＷＧを立ち上げ，待ち時間の短縮を図るため
の方策について，待ち時間の有効利用を含めて検討した。

【４７－３－４】
・患者サービスの向上のため，クレ
ジットカード等での支払い方法を可
能とする。

・患者サービス向上のため，入院診療費についてクレジット
カードの支払を可能とした。

【４７－３－５】
・社会のニーズに対応する自由診療
の拡大を図る。

・自由診療として，セカンドオピニオン外来を開始した。
・社会のニーズに対応し，肝臓・移植外科では経皮的灌流化
学療法やスペーサー留置術の自由診療の拡大を図った。

【４７－３－６】
・栄養サポートチーム(ＮＳＴ)の設
置を検討する。

・ＮＳＴ（栄養サポートチーム）の設置を決定し，更に栄養
だけでなく輸液についてもサポートするチームとしてＮＳＴ
を発展させたＮＥＳＴ（栄養輸液サポートチーム）を設置
し，全病棟で活動を行った。

【４７－３－７】
・看護師の夜勤体制を充実させる。 ・看護師１５名の増員を図り，看護師の夜勤看護体制の充実

を図った。

【４７－３－８】
・人工透析患者に対応するための代
謝機能疾患治療部の充実を検討す
る。

・代謝機能疾患治療部の充実について検討し，火・木・土の
透析治療が可能となるよう，平成１９年度に臨床工学技士及
び看護師を増員することを決定した。

【４７－４】
・電子カルテ化の推進を
行い，医療従事者間での
診療情報の共有，患者に
対する診療情報公開と情
報開示を進める。

【４７－４－１】
・平成１７年度に引き続き，診療録
センターの整備と電子カルテシステ
ムの整備を図る。

・診療情報管理士３名によりカルテ内容のチエックリストを
作成し，カルテ早期登録のため病棟連絡会において配布し徹
底した。また，電子カルテについては各委員会及び各部門に
おいて導入に向け，検討した。

【４７－５】
・第三者評価を実施する

【４７－５－１】
・病院機能評価の継続的実施のた
め，サーベイヤ(審査者)の育成を図
る。

・病院機能評価の継続的実施のために院内でのサーベイヤ育
成を目的とした候補者の選定を行った。

【４８】
○良質な医療人養成のた
めの具体的方策

【４８－１】
・学部学生の診療現場で
の教育，実習を重視す
る。卒後臨床研修セン
ターを中心に関連教育研
修病院と協力して，多様
で魅力的な研修システム
を構築するとともに生涯
学習プログラムも導入
し，先端的，専門的医療
人を養成する。

【４８－１－１】
・全人的医療を行うため総合病床を
設置し，研修医並びに卒後3年目以降
の医師の教育を行う。

・研修医等の医師養成及びチーム医療の実践のために総合病
床を病棟に設置し，米国から秀でた臨床医・教育者(大リー
ガー医)の招へい等により，患者の「患部」だけを診るので
はなく「その人」を見る、「全人的医療」の充実を図った。

【４８－２】
・国際交流や共同研究を
通じて国際的に活躍でき
る医療人を養成する。

【４８－２－１】
・医学医療国際交流センター（ＩＣ
ＭＲＴ）の拡充による先端医療技術
を軸にした国際共同研究の立案と推
進を図る。

・医学医療国際交流センターの先端医療技術を軸とした国際
共同研究として，文部科学省の「新興・再興感染症研究拠点
形成プログラム」に採択され，タイ国立予防衛生研究所を海
外研究拠点病院とし，「ヘリコバクターピロリ感染による胃
癌誘導因子の疫学的解析研究」を実施した。
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進 ため 具体的方策

【４９－１】
・先端的医療の導入のた
め，学内外の関連研究施
設や連携大学院との共同
研究を更に推進する。ま
た，産学官民連携による
研究成果を診療へ応用す
るため，病院内に産学官
民連携先端医療推進室
（仮称）を設置する。

【４９－１－１】
・神戸市医療産業都市内の(財)先端
医療財団ＰＥＴセンターとの連携協
力を進め，先端医療分野の開発，開
拓に努める。

・平成１７年度より連携大学院として，理化学研究所神戸研
究所，高輝度光科学研究センター及び兵庫県立粒子線医療セ
ンター等と連携講座を設置した。
・共同研究として，東芝メディカルシステムズ株式会社，武
田薬品工業株式会社，三菱電機株式会社及び財団法人先端医
療振興財団ＰＥＴセンター等と研究を行った。
・研究シーズについてシーズ集を刊行し，シーズフォーラム
や神戸大学東京フェアの開催を通じてシーズ情報を発信し
た。

【５０】
○医療の国際化と国際交
流の推進のための具体的
【５０－１】
・国際診療部を強化し，
外国人患者診療部門の拡
充を行う。

【５０－１－１】
・国際診療部の充実のための施策を
検討する。

・国際診療の充実のために，外国語（英語他５ヵ国語）によ
る同意書作成の検討を進めた。

【５１】
○災害・救急医療の拠点
形成のための具体的方策
【５１－１】
・広域救急医療のための
救命救急センターの設置
を検討する。

【５１－１－１】
・広域救急医療のための救命救急セ
ンター設置を検討する。

・救急体制の在り方ワーキング・グループを設置し，救命救
急体制の検討を行った。

【５１－１－２】
・ＤＭＡＴ(災害派遣医療チーム)体
制の整備を促進する。

・災害医療センターで行われたＤＭＡＴ研修に医師，看護師
及び事務職員を参加させ，ＤＭＡＴを医師４名，看護師５
名，事務職員２名の体制に増員した。なお，ジャワ島地震に
おいてもＤＭＡＴを派遣した。
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Ⅱ　大学の教育研究等の質の向上
（３）　その他の目標
　④　附属学校に関する目標

中期計画 年度計画

中
期
目
標

○人間発達に関する研究を推進し，生涯学習社会における新たな教育システムの創造に努め，その成果を社会に還元す
○幼児児童生徒の安全確保及び学校の安全管理について一層の整備を図る。

○大学が教育と研究を通じて地域社会と交流するインターフェイスとしての位置づけを明確にし，特色ある教育の創造
と諸条件の整備を図る。

計画の進捗状況等

【５２】
○大学・学部との連携及
び協力の強化に関する具
体的方策

【５２－１】
・附属明石校において
は，学部教員と共同し
て，幼・小・中の１２年
一貫教育を基盤においた
「カリキュラム開発研究
センター」での発達支援
カリキュラムの開発を進
める。

【５２－１－１】
・附属明石校園においては，「キャ
リア発達支援を含む社会を創造する
知性・人間性を身につけた子どもの
育成を目指したカリキュラム開発」
を学部との連携事業として行う。
・児童，生徒等が抱える心の問題を
解決するため平成17年度に配置した
臨床心理士（スクールカウンセ
ラー）との連携をさらに充実させ，
不登校等への対策に努める。

・カリキュラム開発について，学部・附属コラボレーション
委員との連携を保ちながら，地域の教育機関・学校園から意
見を求め，検討を重ねながら研究を進めた。
・臨床心理士（スクールカウンセラー）との連携を図り，児
童，生徒等が抱える心の問題を解決することで，不登校への
対策に努めた。

【５２－２】
・附属住吉校において
は，学部教員と共同して
「国際教育センター」を
中心とした「国際教育推
進プログラム」を研究開
発し，小・中９年一貫の
教育体制のなかで試行す
る。

【５２－２－１】
・附属住吉校においては，学部教員
と共同して「国際教育センター」を
中心に「国際教育推進プログラム」
を研究・開発し，小・中９年一貫の
教育体制の中で試行するとともに，
日本語カリキュラムに関して，文部
科学省から委嘱を受け進めている
「平成１７年度における補習授業校
のための指導案（日本語力判断基準
表及び診断カード）の研究作成に係
る事業」の成果を踏まえた日本語カ
リキュラムを作成する。

・小中学校の英語プロジェクトとして，確かな英語力を養う
「小中一貫英語カリキュラム」を作成した。
・平成１６年度，１７年度に文部科学省から委嘱を受けた
「補習授業校のための指導案の研究作成に係る事業」に基づ
き，日本語カリキュラムに関する研究を継続した。
・平成１７年度に作成した日本語力判断基準表や診断カード
を附属住吉校国際教育センターホームページ上で公開した。

【５２－３】
・附属養護学校において
は，近年の特別支援教育
の要請に応えて，就学前
及び障害者成人教育とつ
ないだ障害児教育を見通
し，生涯学習社会での障
害児・者の発達につい
て，地域社会と交流を深
めつつ研究する。

【５２－３－１】
・附属養護学校においては，近年の
特別支援教育の要請に応えて，障害
児・者の生涯にわたる発達を地域社
会との交流の中で充実させる。ま
た，特別支援教育実施に向けての各
種事業の推進とあわせて，保育・教
育実践交流会の実施，兵庫県知的障
害養護学校研究会小学部会の担当，
平成18年度研究集録の発行などを行
う。

・教育実践カルテの作成，障害幼児親子教室の実施，特別支
援教育コーディネーターの配置と教育相談及び地域巡回活動
等の活動を行った。
・神戸大学全学部学生を対象とした介護等体験実習，発達科
学部学生の障害児臨床実習を実施した。
・附属養護学校では，学部・附属コラボレーション委員と連
携し，発達障害児の事例研究を進め，兵庫県知的障害養護学
校教育研究協議会小学部会（保育・教育実践交流会）を開催
した。
・平成１８年度研究集録の発行準備を進めた。
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【５２－４】
・以上の計画を達成する
ために，学部及び附属学
校相互間の連携を強め
る。

【５２－４－１】
・学部・附属交流会議，学部・附属
コラボレーション委員と連携し，プ
ロジェクト研究を推進する。

【附属住吉校】
・学部・附属交流会議を隔月で開催し情報交換を行うととも
に，学部・附属コラボレーション委員と連携し，小中学校共
同で１０のプロジェクト（情報評価（国語），シティズン
シップ（社会・技術・道徳），数理認識（算数・数学），英
語カリキュラム等）研究を推進した。
・平成１８年度科学研究費補助金（奨励研究）が４件採択さ
れた。
【附属明石校園】
・学部・附属コラボレーション委員と連携し，プロジェクト
研究を推進した。
・平成１８年度科学研究費補助金（奨励研究）が９件採択さ
れた。
・海事科学部との連携研究事業を立ち上げ、小・中学校にお
いて科学研究費補助金を使いフローティングスクールを実施
した。
【附属養護学校】
・学部・附属コラボレーション委員と連携し，発達障害児の
事例研究を進め，兵庫県知的障害養護学校教育研究協議会小
学部会を開催した。

【５３】
○学校運営の改善に関す
る具体的方策
【５３－１】
・生涯学習社会における
学校教育の在り方につい
て，学部教員と附属学校
教員の共同研究を促進す
る。

【５３－１－１】
・生涯学習社会における学校教育の
在り方について，学部・附属コラボ
レーション委員との連携を強化し
て，学部教員と附属学校教員の共同
研究を促進する。

【附属住吉校】
・小中学校共同プロジェクト研究の成果として「小中一貫教
育で実現する国際社会に生きる資質・能力の育成」をテーマ
に研究協議会を開催した。
【附属明石校園】
・開発指定研究の成果の一つである「学びの一覧表」をもと
に，各校種で実践を通じた１２ヵ年一貫型のカリキュラムを
作成した。
【附属養護学校】
・学部・附属コラボレーション委員と連携し，発達障害児の
事例研究を進め，兵庫県知的障害養護学校教育研究協議会小
学部会を開催した。

【５３－２】
・学校教育及び学校運営
の在り方に関わって，地
域での先導的な役割を果
たし，積極的に地域社会
と交流する。

【５３－２－１】
・学校教育及び学校運営の在り方に
関わって，地域での先導的な役割を
果たし，保護者・卒業生・各職域の
実践者・各教育委員会，ＮＰＯ，Ｎ
ＧＯ等と連携して積極的に地域社会
と交流する。

【附属住吉校】
・小中学校共同プロジェクト研究の成果として「小中一貫教
育で実現する国際社会に生きる資質・能力の育成」をテーマ
に研究協議会を開催した。
・小中学校が合同して教科別の授業研究発表会を開催した。
【附属明石校園】
・各校園で地域あるいは全国の教員を対象とする「実践交流
会」（参加型の研究会）を学部・大学院の教員と連携・協力
し行った。
・臨床心理士（スクールカウンセラー）との連携を図り，児
童，生徒等が抱える心の問題を解決することで，不登校への
対策に努めた。
【附属養護学校】
・「明石障害者地域生活ケアネットワーク」に継続的に参加
し活動した。
・「地域支援と高齢・障害の垣根を超えた社会保障を考える
会」（ＮＰＯ法人，神戸市）の設立に参画し，研修，相談活
動などを行った。
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【５３－３】
・自己評価及び第三者評
価のシステムを作る。

【５３－３－１】
・附属住吉校では，自己評価及び第
三者評価システムによる学校評価を
実施する。

・附属明石校園では，次年度の第三
者評価の実施に向け，教員，保護者
に対し学校運営に係るアンケートを
実施し，その結果を報告書に取りま
とめ公表する。

・附属養護学校では，次年度の第三
者評価の実施に向け，「教育活
動」，「教育環境」，「開かれた学
校」及び「子どもの活動等」に関す
る保護者アンケートを実施し，その
結果を報告書に取りまとめ公表す
る。

【附属住吉校】
・学校評議員による本校の中期目標・中期計画の達成状況の
評価と，教員や保護者による学校行事や教育課程を改善する
ための学校評価を実施した。
【附属明石校園】
・中学校では例年同様，年度末に，教職員による自己評価，
生徒及び保護者による評価（アンケート）を実施し，第３回
学校評議員会においてその結果を公表した。
・幼稚園や小学校においても学校評価システム構築のため，
「評価対象・評価項目・実施方法及び時期」の検討を行い，
平成１８年度末に保護者による評価を実施し，結果を公表し
た。
【附属養護学校】
・「自己評価点検項目」の検討を行うとともに，収集した外
部評価に関する公立学校での資料をもとに外部評価(保護者
向けアンケート)を実施し，その結果を取りまとめた。

【５４】
○入学者選抜の改善に関
する具体的方策

【５４－１】
・多様な児童・生徒の入
学を確保するため，選抜
方法改善するとともに，
各校の教育方針の周知を
図る。

【５４－１－１】
・多様な児童・生徒の入学を確保す
るため，選抜方法を改善するととも
に，募集説明会の回数増及び入学願
書受付日の複数化の継続，ホーム
ページの充実など各校の教育方針の
周知を図る。

【附属住吉校】
・平成１８年度新１年生の募集から小学校においては抽選を
廃止し，言語，環境，表現，健康などの多面的な観点を重視
した入学選考に改めた。
・中学校の複数受験（Ａ日程・Ｂ日程）及び抽選の廃止につ
いて継続して検討した。
【附属明石校園】
・幼稚園と小学校では，入学選考委員会において，適正な方
法・時期・募集の仕方及び周知の仕方等について，検討を重
ねた。
・幼・小・中とも，附属校園ホームページによる十分な入試
情報の公開を行い、入学説明会には多数の保護者の参加を得
た。
【附属養護学校】
・ホームページで募集要項を掲載するとともに，学校見学会
（２回）や入学説明会を実施した。

【５５】
○公立学校との人事交流
に対応した体系的な教職
員研修に関する具体的方
【５５－１】
・市町教育委員会と連携
して行っている「研究交
流制度」を継続発展さ
せ，現職教員の研修の充
実を図る。

【５５－１－１】
・市町教育委員会と連携して行って
いる「研究交流制度」を継続発展さ
せるとともに，多様なプロジェクト
を設定して現職教員の研修の充実を
図る。また，教職経験者研修につい
ても一層の交流を図る。

【附属住吉校】
・教育研究協議会や授業研究発表会を開催して，「研究交流
制度」の継続発展に努めながら，現職教員に研修の場を提供
した。
・研究協力者や授業協力者の支援を得て，研修の充実を図っ
た。
・阪神間の各市町村からの講師依頼及び学校訪問の要請に応
える中で，教職経験者研修の在り方を検討した。
【附属明石校園】
・「研究交流制度」については，明石市教育委員会等の要請
を受け実施するとともに，現職教員の研修プログラムを検討
した。
・現職教員の研修については，「研究協議会」，「実践交流
会」，「夏季教員研修講座」，「研究発表会」，「幼児教育
を考える研究会」等にて公開研究会を積み重ね，地域に貢献
した。
・１０年経験者研修においては，兵庫県教育委員会の研修ガ
イダンスに研修講座を掲載し，県下から参加者を募った。
【附属養護学校】
・発達科学部の協力の下に，「コミュニケーションを育てる
教育実践」及び「ことばの指導をめぐって」をテーマとし
て，兵庫県知的障害養護学校教育研究協議会小学部会を開催
した。
・近隣教育委員会の協力を得て，教職経験者研修の一環とし
て公開研究会を行った。

【５６】
○高校の新設を含む附属
学校の在り方についての
検討委員会を発足させ
る。

【５６－０－１】
○高校の新設を含む附属学校の在り
方について，検討委員会で検討を行
う。

・附属学校再編推進室を設置し，附属６校園の今後の在り方
について具体的に検討を行った。
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【５７】
○安全確保に関する具体
的方策

【５７－１】
・危機管理マニュアルに
基づく点検・評価を行う
とともに，保護者及び地
域の関係機関等との連携
を図る。

【５７－１－１】
・危機管理マニュアルに基づく避難
訓練の実施，学校評議員会での点
検・評価を行うとともに，保護者及
び地域の関係機関等との連携を図
る。特に附属養護学校においては，
「不審者緊急対応マニュアル」を見
直し，地元警察・生活安全課と協力
して，不審者対応防災訓練とともに
他の防災訓練を実施する。

【附属住吉校】
・警察署，消防署などの関係機関と連携しながら，侵入した
不審者による加害行為や火災，地震などの災害時に備えた避
難訓練を実施し，問題点を確認しながら緊急時対応マニュア
ルの点検を行った。
・平成１８年度は初めて小中学校が合同して避難訓練を実施
した。
【附属明石校園】
・関係機関によるマニュアルの点検指導と評価を行いなが
ら，避難訓練等を実施し，安全に関する児童生徒への諸指導
や保護者への啓発・周知を行い，安全確保に努めた。
・保護者個人へのメール一斉配信を進め，全保護者に対し
て，緊急時の迅速な情報提供を行う体制を整えた。
・安全衛生委員会の指導を受け施設・設備の改善を図った。
【附属養護学校】
・「不審者緊急対応マニュアル」を一部見直した上で，地元
警察生活安全課と協力して，不審者対応防災訓練を実施し
た。
・施設・設備の安全点検を毎月実施し，安全面での改善内容
について検討を進めた。
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Ⅱ　大学の教育研究等の質の向上
（３）　その他の目標
　⑤　附置研究所に関する目標

中期計画 年度計画

中
期
目
標

○経済経営研究所は神戸大学における唯一の附置研究所であり，社会科学分野におけるわが国の研究拠点の一つとし
て，経済学と経営学の学際領域におけるフロンティア研究とそれらの基礎的研究に基づく独創的な応用研究の実施を目
標とする。

計画の進捗状況等

【５８】
○経済学と経営学におけ
る先端研究と学際研究を
推進するための方策
【５８－１】
・「２１世紀ＣＯＥプロ
グラム」の採択拠点とし
て，国際共同研究を推進
し，わが国で卓越した研
究拠点としての役割を果
たすとともに国際的な学
術ネットワークの構築を
図り，その核となる「グ
ローバル経済研究室」
（仮称）の設置を検討す
る

【５８－１－１】
・平成１７年度に引き続き，「２１
世紀ＣＯＥプログラム」の採択拠点
として，国際経済学に関する世界の
研究機関との国際共同研究を継続し
て実施する。

・「２１世紀ＣＯＥプログラム」の採択拠点として，研究者
との共同研究を継続し，国際経済学に関する共同論文を十数
本完成するとともに，ミクロ経済学とマクロ経済学に関して
も共同論文の作成を進めた。
・国際的な研究プロジェクトとして，金融政策の運営方式で
あるインフレーション・ターゲット（インフレ目標政策）に
ついて，各国中央銀行の運営の現状と課題を整理し，日本に
対する含意を検討する国際共同研究を実施した。

【５８－１－２】
・平成１７年度に引き続き，国際的
共同研究プロジェクトを推進するた
め，中心となる教員に研究経費の重
点配分を行う。

・２１世紀ＣＯＥプログラムの研究拠点形成費補助金を，優
れた研究を行っている研究者に重点的に配分し，研究経費の
有効活用を実現した。
・外部資金をプロジェクトベース，メリットベースで重点配
分した。
・運営費交付金に基づく研究費の配分についても競争原理を
導入した。年度当初の配分のほかに，研究所内でのコンペを
行い優れたプロジェクトを推進する教員に対し追加配分を
行った。

【５８－１－３】
・「国際研究支援センター」におい
て，ＥＵ諸国のコーポレート・ガバ
ナンスに関する国際共同研究，並び
に国際経済学に関するコンファレン
スを実施する。

・「国際研究支援センター」に所属する特命助教授のリー
ダーシップにより，ドイツのコーポレート・ガバナンスに関
する国際共同研究及び国際コンファレンスを実施した。
・「グローバル経済経営研究サポート室」では，海外の研究
者を招へいして実施した国際経済学と実験経済学に関する連
続セミナーを支援した。
・ＥＵ関連の国際プロジェクトとして，英国銀行，欧州中央
銀行など中央銀行とのインタビュー調査・研究交流を通じた
国際共同研究体制のもと，金融政策運営の国際比較とその在
り方について研究を行った。

【５９】
○学内研究連携促進のた
めの方策

【５９－１】
・経済学と経営学の学際
的研究を追及することに
より，関連部局と補完的
な研究連携を図る。その
ために，研究所内の研究
部会を活用した学内共同
研究プロジェクトを実施
する。

【５９－１－１】
・関連部局（経営学研究科，文学
部，医学系研究科）との連携・人事
交流を推進する共同研究プロジェク
ト（脳神経経済学的実験研究）の達
成に向けて努力する。

・共同研究プロジェクト（脳神経経済学的実験研究）では，
「実験経済学・経営学ラボ」を設置し，他部局（経営学研究
科等）との連携の下に研究を進めた。
・経済学研究科と共同で「２１世紀ＣＯＥプログラム」を実
施するとともに，経営学研究科の「２１世紀ＣＯＥプログラ
ム」にも組織・戦略論の教員が参画し，部門間の共同研究を
効果的に進めた。
・ＭＯＴを専門とする教員が中心となり，連携創造本部との
連携の下で，神戸のベンチャー企業支援の研究会やセミナー
を開催した。さらに，自然科学系の学生と教員を対象に，文
理共同研究・教育活動として，技術マネジメントの特別講義
（２回，計７０名）を実施した。

【６０】
○社会的貢献を促進する
ための方策
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【６０－１】
・産官学による社会科学
に関する共同研究を「附
属政策研究リエゾンセン
ター」で実施し，政策提
言を積極的に発信すると
ともに，国際的研究集会
やセミナーなどの開催に
より，社会的貢献を図
る。

【６０－１－１】
・企業データ特に環境データの収集
と高度利用をリエゾンセンターで推
進し，社会的貢献の充実を目指す。

・平成１７年度から企業情報分析資料室の資料やデータを広
く社会に公開し，利用推進のために部局ホームページに掲載
した（平成１７年度と比較して，約２倍の利用頻度）。この
企業情報データベースのプロジェクトでは，平成１７年度に
引き続き，個別企業の詳細なデータ収集を行い，現在２７２
社まで拡充した。
・平成１８年度からアメリカ会計学会とヨーロッパ会計学会
を中心に世界会計データベースリンクのタスクフォースが開
始されたが，日本からは経済経営研究所だけが参画した。

【６０－１－２】
・経営・金融に関する新たな問題に
関して，産業界・官界から採用した
教員を中心に，産官学の共同研究プ
ロジェクトを実施し，産業，経済政
策に関する政策評価と政策提言を発
信する。

・産官学による共同プロジェクトとして，情報家電研究会と
金融研究会を運営した。
・情報家電研究会では参加者数が百人単位となり，その学術
研究の成果を学会報告や論文という形で報告した。
・金融研究会では，平成１８年度に研究会を１０回開催し，
大学研究者，日本銀行スタッフ，民間エコノミストらが参加
し（約６０名），未曾有の量的緩和政策（２００１年－２０
０６年）の意義と実際の効果について，これまでの評価の問
題点，理論面や社会厚生上の課題を指摘した。
・政策研究面では，政策投資銀行の戦略研究を東大，京大，
神大の共同で提案し，政策投資銀行が報告書としてまとめ，
経営，金融に関する問題に対して，学術面から社会貢献を
行った。

【６１】
○高度研究者養成のため
の方策

【６１－１】
・関連する研究科への教
育参加とともに，ポスド
クを対象とする高度研究
者養成教育としてＯＪＴ
（職場研修）ベースでの
「研究者養成インター
ン・プログラム」（仮
称）の実施を検討する。

【６１－１－１】
・研究所独自の教育研究機能の内容
としては，研究所の助手ポストやＣ
ＯＥ研究員ポスト，ＣＯＥ助手ポス
ト等を利用して，5名の若手研究者を
育成中である。それをもって「研究
所若手特別研究員（research
fellow）」ポストの設置とする。平
成１８年度は，若手研究員の研究成
果が公表され始める予定であり，さ
らに当該制度の内容を一層充実して
いきたい。

・若手研究者育成の一層の充実化を進めるために，採用済み
の５名（非常勤研究員１名、助手１名、ＣＯＥ研究員１名，
日本学術振興会特別研究員１名，講師１名）に対し，特別に
研究予算を配分し，研究の生産性を高めつつ育成する方針を
採った。
・各若手研究者に対する教授・助教授の指導や共同研究の実
施を通じて，高度な研究者の養成を図った。その結果，経済
系の非常勤研究員は国際マクロ経済の最先端の研究を行うこ
とができるようになり，経営系の講師は一流ジャーナルに２
本の論文を掲載した。
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Ⅰ　業務運営・財務内容等の状況
（１）業務運営の改善及び効率化
　①　運営体制の改善に関する目標

中期計画 年度計画

・平成１８年度計画はなし

・平成１８年度計画はなし

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等）

【６２】
○全学的な経営戦略の確
立に関する具体的方策

中
期
目
標

○学長がリーダーシップを発揮し，かつ学内コンセンサスの形成と機動的な意思決定ができる運営体制を整備する。

○人材を学外から登用するとともに，大学運営に関する共通課題の解決に当たるために大学間の連携・協力を図る。

【６２－１】
・権限と責任が拡大する
学長を補佐するため，理
事に業務を分担させる。

【６２－１－１】
・学長を補佐するため，理事
や学長補佐に業務を分担させ
るとともに，常に機動的な意
思決定ができるよう，分担に
ついては必要に応じて見直
す。

Ⅲ

・平成１９年２月１６日発足の新役員体制の下で，理事の職
務分担を見直し，教育・研究・財務・企画等の従来の職務に
加え，男女共同参画，評価，大学運営，業務改善，大学基金
に関する職務分担を明確にし，役員会の企画・立案体制を整
備した。

【６２－２】
・平成１６年度から役員
会を補佐する審議機関と
して，部局長会議を設置
し，全学コンセンサスの
形成に配慮しつつ役員会
の意思決定が行えるよう
にする
【６２－３】
・効率的・機動的な運営
を行うために平成１６年
度から戦略企画室を設置
し，担当理事のもとで大
学の理念や長期目標に基
づいた戦略を企画する。

【６２－３－１】
・学長補佐，企画広報室員等
が一体となったプロジェクト
チームが主体となって，コン
サルティング・ファームの協
力を得ながら，大学の理念や
長期目標を整理・明確化する
とともに，それらに基づいた
戦略・具体化策を企画する。

Ⅲ

・プロジェクトチームによる答申を役員会等において審議
し，ミッション・ビジョンステートメントとして「神戸大学
の使命」，「神戸大学ビジョン２０１５」，「神戸大学ビ
ジョン２０１５アプローチ」を公表した。
・ミッション・ビジョン達成のための各種政策については，
担当理事の下で次期中期計画を見据えつつ検討を進めること
とした。

【６２－４】
・必要に応じ学外の監査
法人や経営に係る有識者
から財務，予算の執行状
況について意見を聞くな
ど，経営戦略上のデータ
の収集に努める。

【６２－４－１】
・平成１７年度決算結果を基
に財務分析を行うとともに，
監査法人等の意見を参考にし
ながら経営方針策定に必要な
データを集積する。また，期
中取引において，会計監査人
の監査を通じ内部統制の運用
状況，実証性について引き続
き指導並びに助言を求めると
ともに，内部統制の確立を目
指す。

Ⅲ

・会計監査人による期中監査を受け，期中取引に係る内部統
制の運用状況，実証性について指導・助言を得た。
・平成１７年度財務諸表及びセグメント情報について，前年
度に引き続き説明会を実施した。
・監査法人，特別顧問等の指導・助言を得て，平成１６年度
及び平成１７年度の財務状況の比較及び分析を行い，冊子
「神戸大学の財務状況」を発行し配付するとともに，大学
ホームページにも掲載した。
・特別顧問の指導・助言の下，医学部附属病院の財務状況を
分析，他大学との比較検討を行い経営協議会へ報告した。
・中間決算を実施し，平成１７年度中間決算期との比較及び
分析を行った。

【６３】
○運営組織の効果的・機
動的な運営に関する具体
的方策

【６３－１】
・社会の要請に迅速に対
応できる体制を構築する
ため，経営協議会，教育
研究評議会，教授会，全
学委員会などの意思決定
組織について点検評価を
行い，機能整備と効率的
運営を図る

○教育研究活動の質を高め，国際的な競争力のある個性豊かな大学として発展するための戦略的な学内資源配分方式を
構築する。
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【６４】
○学部長等を中心とした
機動的・戦略的な学部等
運営に関する具体的方策

【６４－１】
・全学的な運営方針を踏
まえ，学部等を機動的に
運営するため，学部長等
を中心とした学部等運営
のほか，事務組織の企画
立案への積極的参画，部
局内委員会の役割の明確
化を図り，学部長等の補
佐体制を整備する。

【６４－１－１】
・平成１７年度に引き続き，
学部内の委員会等について，
その再編・縮小・廃止等の見
直しを行う。

Ⅲ

・国際協力研究科では，以下の取組を通じて，運営体制の再
編・縮小・廃止等を行った。
　①運営委員会の構成メンバーを一新した。
　②従来の教務委員会を教務・入試・英語ＹＬＰ委員会に
    再編した。
　③再編した３委員会の長及び広報委員長並びに企画委員
    長による研究科長補佐体制を構築した。
　④研究科内委員会のうち、３委員会を削減した。
　⑤専攻会議は必要に応じて開催することとし，定期的な
    開催はしないこととした。

【６５】
○教員及び事務職員等に
よる一体的な運営に関す
る具体的方策

【６５－１】
・全学委員会に事務職員
が参画するなど，一体的
な運営を図る。

【６５－１－１】
・平成１７年度に引き続き，
全学委員会に事務職員を参画
させるなど，組織の統一的・
一体的な運営を図る。

Ⅲ

・「神戸大学ビジョン２０１５」の達成を確実にするため，
「学術研究推進室」を「学術研究推進本部」に改編し，教
員・事務職員が一体となって戦略的研究企画を推進できる体
制を強化した。

【６５－２】
・新規事業への迅速な対
応を図るため，教員及び
事務職員が一体となった
組織が柔軟に編成できる
運営体制とする。

【６５－２－１】
・新規事業への迅速な対応を
図るため，教員・事務職員一
体の合議・執行組織が柔軟に
編成できるような体制を検討
し，平成１９年度に実施可能
なものを選定する。

Ⅲ

・教員と事務職員で附属学校再編推進室を編成し，再編計画
の立案，情報収集など迅速な対応が図れる体制を構築した。
・「神戸大学ビジョン２０１５」の達成を確実にするため，
「学術研究推進室」を「学術研究推進本部」に改編し，教
員・事務職員が一体となって戦略的研究企画を推進できる体
制を強化した。

【６６】
○全学的視点からの戦略
的な学内資源配分に関す
る具体的方策

【６６－１】
・経営・財務分析を行う
とともに，大学予算の学
内配分方式の見直しを行
い，教育研究活動の活性
化を図る。

【６６－１－１】
・役員会及び財務委員会にお
いて法人化２年間の実績，分
析及び今後の見通しを踏まえ
た大学予算の学内配分方式の
見直しを進め，教育研究活動
の活性化を図る。

Ⅲ

・目的積立金の取扱い，人件費改革に沿った人件費予算枠及
び予備費の設定を行い，収入予算等の見直しにより昨年同様
に２次にわたる補正予算を編成し，戦略的な配分を行った。
・平成１７年度に作成した中期計画期間内の損益推計を最新
情報等に基づき修正し，経営・財務分析を進めた。
・平成１９年度予算は，全部局にまたがる施設整備事業に伴
う設備費，移転費の財源確保及び大学院改組による配分調整
に留意し編成した。

【６７】
○学外の有識者や専門家
の登用に関する具体的方
策
【６７－１】
・幹部職員として，経営
コンサルタントを登用す
るなど大学経営等に精通
した人材を外部から採用
することを検討する。

【６７－１－１】
・学長の下に置く室の教員，
幹部職員について，大学経営
等に精通した人材を外部から
登用するポスト及び登用方法
を検討する。

Ⅳ

・国際交流推進体制を整備するため，ＥＵインスティテュー
ト関西（以下「ＥＵＩＪ関西」という。）の「ＥＵＩＪ業務
推進室」に事業推進担当の統括ディレクターを，「国際交流
推進本部」に国際交流の業務を行う交流コーディネーターを
採用した。また，「国際交流推進本部」に海外経験豊富な者
を副本部長に迎えるため公募を行った。

【６８】
○内部監査機能の充実に
関する具体的方策

【６８－１】
・内部監査機能の強化を
図るため，平成１６年度
から「監査室（仮称）」
を設置する。

【６８－１－１】
・監査室は監事，会計監査人
との連携を進め，更に効率的
な監査の実施を図る。

Ⅲ

・監査室，監事，会計監査人の三者が連携して，毎月１回
「三者懇談会」を実施し，さらに年に１～２回は学長や理事
を加え，効率的・効果的な監査を行うための情報交換を行っ
た。
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・国立大学協会近畿地区支部会議等の各種会議に出席し情報
交換を行った。
・電子ジャーナルコンソーシアム及び国立大学図書館協会の
監事館として理事会等に参加した。
・近畿地区の国公私立大学図書館の連携・協力組織である
「大学図書館近畿イニシアティブ」の運営委員館として活動
した。また，近畿イニシアティブ主催の基礎研修「初任者研
修」に講師を派遣した。
・近畿地区国立大学法人等職員統一採用試験事務室へ職員を
派遣し，各大学と連携して採用試験を行った。
・兵庫県下４機関で共同研修（新規採用者研修等）を開催し
たほか，人事交流等を通じ情報交換を行うなど，給与・退職
制度等の人事関連の問題解決に当たっての連携と協力を図っ
た。
・平成１８年度近畿地区国立大学長懇談会を本学で開催し，
情報交換を行った。

【６９】
○国立大学法人間の自主
的な連携と協力体制に関
する具体的方策

【６９－１】
・各種ブロック会議への
参加や共同研修，人事交
流等を通じ，大学運営に
関する共通事項に関して
情報交換を行い，問題解
決に当たっての連携と協
力を図る。

【６９－１－１】
・各種ブロック会議への参加
や地域的な共同研修，人事交
流等を通じ，大学運営に関す
る共通事項に関して情報交換
を行い，問題解決に当たって
の連携と協力を図る。

Ⅲ

【６８－１－２】
・毎年行っている内部監査を
もとに監査のマニュアルを見
直し，内容の充実を図ること
により効果的な監査を実施す
る。

Ⅲ

・内部監査の実施手順，監査項目に関するチェックリストを
作成し，監査内容の標準化を進めた。
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Ⅰ　業務運営・財務内容等の状況
（１）業務運営の改善及び効率化
　②　教育研究組織の見直しに関する目標

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

中
期
目
標

○教育研究の進展や社会的要請に応じ，適切な評価に基づき，教育研究組織の弾力的な設計と改組転換を進める。

進捗
状況

【７０】
○教育研究組織の編成・
見直しのシステムに関す
る具体的方策

【７０－１】
・各教育研究組織ごとの
中期計画の達成状況等に
ついての「全学評価組
織」等による評価結果を
踏まえ，役員会，経営協
議会，教育研究評議会に
おいて教育研究組織の見
直し，再編の検討を行
う

【７０－１－１】
・教育研究組織の見直しに係
る評価結果の活用について
は，引き続き役員会を中心に
全学的に検討を進める。

Ⅲ

・平成１７年度に引き続き，自己評価及び第三者評価（平成
２０年度実施予定の法人評価（教育研究についての達成状
況），機関別認証評価等）の評価結果及びその改善状況を教
育研究組織の見直しに反映させる方法の検討を行った。

【７１】
○教育研究組織の見直し
の方向性

【７１－１】
・教育研究の進展や社会
的要請に応じ，既設の研
究科，学部の教員定員の
見直しを行うとともに，
新しい学問分野形成やセ
ンター等の設置に対応す
るため，平成１６年度か
ら教員数の一定数（平成
１５年度末定員の５％）
を大学全体で運用する仕
組みを確立する。

【７１－１－１】
・学長裁量枠（平成１５年度
末定員の５％）を活用し，
「学内発の卓越した研究プロ
ジェクト」に選定した６プロ
ジェクトに対し，７名の教員
を配置する。 Ⅲ

・学長裁量枠を活用し，平成１８年度「学内発の卓越した研
究プロジェクト」に選定された６件のプロジェクトに対し
て，７名の教員を戦略的・重点的に配置した。

【７１－２－２】
・経営学部の夜間主コースを
廃止し，経営学研究科専門職
学位課程（ＭＢＡコース）の
定員の拡充する。また，保健
学研究科の設置及び経済学部
の夜間主コースの在り方につ
いて検討を進める。 Ⅳ

・経営学研究科専門職学位課程（ＭＢＡコース）の入学定員
を増加させ（定員５４名→６９名），社会人教育の充実を
図った。
・保健学研究科については，平成２０年度設置に向け，検討
を行った。
・経済学研究科では，社会人リカレント教育に対する社会の
ニーズを考慮し，夜間主コースを廃止して博士前期課程の入
学定員増を行うことについて，平成２０年度実施に向け，検
討を行った。
・社会的ニーズを踏まえ，平成２０年度に農学部の改組（５
学科→３学科），海事科学部の改組（課程制→学科制）の検
討を行った。

【７１－２】
・医学部保健学科を基礎
に保健学部（仮称）の設
置を検討することや，社
会科学系学部の夜間主
コースの在り方について
検討を進めるなど，教育
研究の進展や社会的要請
に応じ，既設の研究科，
学部の組織（学科，専攻
等）の見直しを行う。

【７１－２－１】
・４つの学術系列（人文・人
間科学系，社会科学系，自然
科学系，生命・医学系）を基
準とした各研究科の再編につ
いて検討を進める。

Ⅳ

・平成１９年度に人文・人間科学系及び自然科学系の研究科
について，改組・再編することを決定した。
・医学系研究科医科学専攻の講座については，平成１９年度
に再編することを決定した。
・社会科学系の経済学研究科の改組及び生命・医学系の保健
学研究科の設置については，平成２０年度実施に向け検討を
行った。
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Ⅰ　業務運営・財務内容等の状況
（１）業務運営の改善及び効率化
　③　人事の適正化に関する目標

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

中
期
目
標

○多岐にわたる人事制度を適切に評価し，活力ある組織に向けて人事の適正化を図る。
○教員の流動性を向上させるとともに，教員組織の多様化を推進する。また，事務職員の専門性の向上を図る。

進捗
状況

【７２】
○人事評価システムの整
備と活用に関する具体的
方策
【７２－１】
・階層別評価の見直し及
び職務成果による評価に
ついて検討する。

【７２－１－１】
・人事制度の方針・方向性を
明確化し，各職種における評
価方法等を検討する。

Ⅲ

・事務系職員を対象に目標管理制度（ＭＢＯ）を平成１９年
度から試行的に実施することとした。

【７２－２】
・職責，能力，業績を適
切に反映できる給与基準
等の整備について検討を
行う。

【７２－２－１】
・職責，能力，業績を適切に
反映できる給与基準等につい
て検討する。

Ⅳ
・能力，業績に見合った職階の整備について検討し，平成１
９年度から係長昇任の試験を実施することとした。

【７３】
○中長期的な観点に立っ
た適切な人員（人件費）
管理に関する具体的方策

【７３－１】
・学長裁量枠（平成１５
年度末定員の５％）を設
けるなど，組織の再編等
に当たっては，質量共に
柔軟に対応できる人員配
置を検討する。

【７３－１－１】
・組織の再編等に質量共に柔
軟に対応できる人員配置が行
えるよう，学長裁量枠（平成
１５年度末定員の５％）等の
活用方法について検討する。

Ⅲ

・学長裁量枠の活用方法について検討を行い，平成１８年度
「学内発の卓越した研究プロジェクト」に選定された６件の
プロジェクトに対して，７名の教員を戦略的・重点的に配置
した。

【７４】
○柔軟で多様な人事制度
の構築に関する具体的方
策

【７４－０－１】
・新たな教員組織の在り方に
ついて検討し，実施する。 Ⅲ

・学校教育法の改正による新たな職種（准教授，助教等）に
ついて全学的な合意を得て，平成１９年４月からの新たな教
員組織体制を整備した。

【７４－１】
・教員については現行の
勤務時間制度を見直し，
裁量労働制の導入等の勤
務形態を検討する。

・平成１８年度計画はなし

【７４－２】
・定年後の再雇用を視野
に入れた人事管理を行
う。

【７４－２－１】
・定年年齢の延長措置又は継
続雇用制度の在り方について
検討，基準を策定し，実施す
る。

Ⅲ

・大学教員以外の職員の再雇用制度を策定し，平成１８年度
定年退職者から適用することとした。

【７４－３】
・特別研究員制度（サバ
ティカル制度）の導入に
ついて検討する。

【７４－３－１】
・サバティカル制度の導入に
ついて検討し，各部局の特性
に配慮しつつ実行に移す。

Ⅲ

・経営学研究科では，平成１７年度に引き続き，授業担当と
管理運営業務から解放して研究活動に専念させる特別研究員
制度を２名の教員に適用した。
・工学研究科では，サバティカル制度に関する要項を制定
し，平成１９年度から実施することとした。
・その他の部局においても，制度の導入に係る基本的な考え
方を構築するために必要な情報を収集し，検討を行った。

【７５】
○公募制や任期制の導入
など教員の流動性向上に
関する具体的方策
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【７５－１】
・公募制については，各
研究分野の特質にも配慮
しつつ更に導入を進め
る。任期制についても分
野，職種等を考慮して，
プロジェクト研究など必
要に応じ，更に導入を進
める。

【７５－１－１】
・公募制の採用については，
各分野の特質にも配慮しつ
つ，任期制については，教育
研究分野，職種の状況を考慮
して，規模の拡充についての
検討を行う。
・特命職員制度及び特定有期
雇用医療職員制度に基づき雇
用を実施する。

Ⅳ

・すべての部局において教員の公募制を実施した。
・文学部及び国際文化学部では，教員の職種すべてに公募制
を導入した。また，医学系研究科及び国際協力研究科では教
員の職種全てに公募制を導入することを検討した。
・医学系研究科では，一部の教員に任期制を実施している
が，平成１９年度から全教員に導入することを決定した。
・期間を定めて雇用する特命職員制度及び特定有期雇用医療
職員制度に基づき，それぞれ１８名と１２１名の職員を雇用
した。

【７５－２】
・他大学，国内外研究機
関，民間企業等との人事
交流を積極的に行い，教
育と研究の活性化を図
る。

【７５－２－１】
・他大学，国内外研究機関，
民間企業等との人事交流を積
極的に行い，教育と研究の活
性化を 図る。 Ⅲ

・経済学研究科では外務省及び総務省から，経営学研究科で
は産業界から，国際協力研究科では総務省から教員を採用
し，その能力を活かしたさまざまな教育を実践した。
・医学系研究科では，県下の関連病院と人事交流促進のため
協議会を設置し，検討を開始した。
・文学部では，学術交流協定に基づき復旦大学との人事交流
を実施した。

【７６】
○外国人や女性の採用及
び人事施策に関する具体
的方策

【７６－１】
・採用及び人事施策に
ジェンダーバランスに配
慮することを検討する。

【７６－１－１】
・採用及び人事施策について
ジェンダーバランスを考慮
し，女性教員の比率を上げる
方策を検討する。

Ⅲ

・男女共同参画担当理事を置くとともに「男女共同参画推進
室」を設置した。
・楠地区に勤務する女性医師・研究者を支援するため，医学
系研究科に女性医師・研究者支援委員会を設置した。

【７６－１－２】
・障害者の法定雇用率（２．
１％）達成のため，雇用計画
に基づき着実に実行する。 Ⅲ

・障害者雇入れ計画に基づく平成１８年度の雇用については
目標を達成した。今後の法定雇用率達成のための方策とし
て，障害者雇用を目的とした雇用方策を策定し，平成１９年
４月から環境整備員として知的障害者３名を雇用することを
決定した。

【７６－２】
・外国人教員及び研究者
をより柔軟に雇用できる
よう年俸制等の導入を検
討する。

【７６－２－１】
・外国人教員及び外国人研究
者をより柔軟に雇用するため
に特命職員制度を実施する。 Ⅲ

・経済経営研究所では，特命職員制度を活用し，外国人の研
究員を特命助教授として採用した。

【７７】
○事務職員等の採用，養
成，人事交流に関する具
体的方策
【７７－１】
・特別な知識を必要とす
る者（例えば情報関係，
特許関係，訴訟関係，診
療報酬請求関係，労務管
理関係等）の採用方法等
を検討する。

【７７－１－１】
・特別な知識等を必要とする
者（例えば情報関係，特許関
係，国際関係，訴訟関係，診
療報酬 請求関係，労務管理関
係等）の採用について，具体
的職種及び選考方法について
検討し，実施できるものから
実施する

Ⅲ

・特別な知識等を必要とする者の公募方法について検討し，
留学生に係る事務を担当する英語能力に秀でた者（１名），
また，医療機関でカルテの管理・分析などを行う診療情報管
理士資格を有する者（３名）を採用した。

【７７－２】
・専門性の向上を図るた
めの専門研修の実施等に
ついて検討する。

【７７－２－１】
・専門性の向上を図るための
階層別研修及び専門研修等を
実施する。

Ⅲ

・職員の専門性を向上するため，会計事務職員研修，情報処
理研修，語学研修等を実施した。また，他機関が実施してい
る専門分野別研修（パソコンリーダー，情報セキュリティ，
会計事務等）にも積極的に参加させた。さらに，専門家養成
（「財務会計・管理会計」，「国際業務・語学」及び「情報
管理」の３分野）について検討した。
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Ⅰ　業務運営・財務内容等の状況
（１）業務運営の改善及び効率化
　④　事務等の効率化・合理化に関する目標

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

中
期
目
標

○機動的な大学運営を支援するため，事務処理の効率化・合理化，事務組織の整備と再編を進める。
○業務の効率化を図るため，「独立行政法人等の業務・システム最適化実現方策」を踏まえて，「業務・システム最適
化計画」を策定する。

進捗
状況

【７８】
○事務組織の機能の見直
しに関する具体的方策
【７８－１】
・役員会を中心とする機
動的な大学運営に当たっ
て，事務組織に関する自
己点検と評価を実施し，
より専門職能集団として
の役割を果たすことがで
きるよう，組織の再編を
平成１８年度に整備する
ことを目途に検討を進め
る。

【７８－１－１】
・すべての事務機能を点検
し，昨年度の再編を踏まえ更
に専門職能集団としての役割
を果たすことができるよう，
昨年１０月に発足させた「業
務改善プロジェクト」におい
て，施策案を作成する。

Ⅲ

・平成１７年度に引き続き，「業務改善プロジェクト」にお
いて事務機能の現状調査・分析を行い，専門職能集団として
の役割を果たすことができるよう施策案を作成し，学長に答
申した。また，各施策案の検討・導入を実行に移し，進捗状
況の管理を行っていくため，「業務改善推進室」を設置し
た。

【７８－２】
・業務の専門性や効率性
を向上させるとともに，
大学運営を的確に推進す
るため，戦略企画室や学
部との連携を密にした事
務体制に整備する。

【７８－２－１】
・業務の専門性や効率性を向
上させるとともに，大学運営
を的確に推進するため，企画
広報室，経営評価室及び情報
管理室や部局等との連携を密
にした事務体制に整備するな
ど，「業務改善プロジェク
ト」において，施策案を作成
する。

Ⅲ

・各種の専門分野別研修の参加やパソコン研修等を行うこと
などにより業務の専門性や効率性を向上させた。
・業務の専門性や効率性を向上させるとともに，大学運営を
的確に推進するため，企画広報室，経営評価室及び情報管理
室や部局等との連携を密にした事務体制を整備することにつ
いて，「業務改善プロジェクト」において，各室等の機能等
を踏まえた事務体制の施策案を作成した。また，戦略的に業
務改善の推進を図っていくため，学長の下に「業務改善推進
室」を設置した。

【７８－３】
・事務の一元化・集中化
と並行して，事務組織の
横断的かつ総合的なサー
ビス機能を発揮できる体
制について検討する。

【７８－３－１】
・事務組織の横断的かつ総合
的なサービス機能を発揮でき
る体制に整備するため，「業
務改善プロジェクト」におい
て，施策案を作成する。

Ⅲ

・「業務改善プロジェクト」において，事務組織の横断的か
つ総合的なサービス機能を発揮できる体制について検討を行
い，各室等の機能等を踏まえた事務体制の施策案を作成し
た。また，戦略的に業務改善の推進を図っていくため，学長
の下に「業務改善推進室」を設置した。

【７８－４】
・弾力的な業務運営のた
め，必要に応じて教員と
連携したプロジェクト・
チーム制を導入する。

【７８－４－１】
・弾力的な業務運営のため，
必要に応じて教員と連携した
プロジェクト・チーム制の導
入体制を図るため，「業務改
善プロジェクト」において，
施策案を作成する。

・弾力的な業務運営のため，必要に応じて教員と連携したプ
ロジェクト・チーム制の導入体制を図るため，「業務改善プ
ロジェクト」において，施策案を作成した。また，各施策案
の検討・導入を教員と事務職員が連携して実行できるよう，
「業務改善推進室」を設置した。

Ⅲ

【７９】
○事務処理の効率化と合
理化に関する具体的方策

【７９－１】
・各種事務処理を見直す
とともに，平成１７年度
以降に学内ネットワーク
のアップグレードにより
情報の共有化を図り，文
書管理，会議の開催通
知，会議室の予約管理な
ど事務処理の簡素化と迅
速化を図る。

【７９－１－１】
・平成１７年度に導入した新
教務事務システムの安定稼働
を図る。また，他の事務支援
システムについては，平成１
７年度に引き続きグレード
アップの検討を行う。

Ⅲ

・学術情報基盤センターの計算機システム更新に伴う教務情
報システムの更新，Ｗｅｂ機能の追加等の機能改善及び平成
１８年度からの全学共通教育の見直しに伴う改修を行った。
平成１８年４月から更新版が本稼働し，安定した運用を行っ
ている。
・平成１７年度に引き続き，新グループウェアの導入につい
て，グループウェア販売メーカ１社のデモを受けるととも
に，現グループウェア（ＷｅｂｌｙＧｏ）のバージョンアッ
プや予算面も含め，検討を行った。
・平成１７年度に行った費用対効果等の精査に基づき，財務
会計システムの機能強化，機能改善を行い，現在，改訂版が
稼働している。
・新人事・給与事務システム検討ワーキング・グループにお
いて，新システム導入に向けて主要業者（２社）のデモを受
けるとともに，現行の業務分析を行い，機能要件確認表を作
成した。
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【７９－１－２】
・財務会計システムのプログ
ラム改造を含む，システムの
効果的な活用等による部局か
らの要望事項の実現及び一層
弾力的な運用を模索すること
による業務の効率化，合理化
を進める。

Ⅲ

・財務会計システムのレスポンス改善を行った。２月には事
務職員を対象とした財務会計システム説明会を２ヵ所で実施
した。
・法人カードを導入し，経費の削減及び教員の利便性の向上
を図った。さらに，国立大学法人神戸大学契約等取扱要領等
の改正等を行い決裁の簡略化を図った。
・部局との意見交換等を目的として，契約業務実態調査を実
施し，契約業務の平準化を進め，業務の効率化を図った。

【８０】
○業務の外部委託等に関
する具体的方策

【８０－１】
・業務処理の点検を行
い，職員の業務を分析
し，費用対効果を考量し
て業務の外部委託を実施
し，業務の合理化に努め
る。

【８０－１－１】
・「業務改善プロジェクト」
による分析結果を踏まえて，
外部委託による合理化はもと
より，現在，外部委託を行っ
ている業務であって，職員で
の業務処理が可能なものにつ
いても併せて検討を進める。

Ⅲ

・各部局において文献複写，各種アンケート集計，環境整備
作業等の外部委託を進めた。また，医学部附属病院では，病
棟クラークの外部委託を進めたほか，次年度に行う委託業務
についても検討を行った。

【８１】
○「業務・システム最適
化計画」の策定に関する
具体的方策

【８１－１】
・業務の効率化を図るた
め情報通信技術の活用と
これに併せた業務の見直
し，簡素化及び効率化並
びに費用軽減化などの向
上を図るための「業務・
システム最適化計画」を
策定する。

【８１－１－１】
・主要な情報システムについ
て，コストの削減，調達にお
ける透明性の確保及び業務運
営の効率化・合理化を図る観
点から，業務・システムに関
する最適化の策定に向けた検
討を行う。

Ⅲ

・主要な国立大学法人へ「情報化統括責任者や業務・システ
ム最適化」に関するアンケート調査を実施するなど,「業
務・システム最適化計画」の策定に向けた検討を開始した。
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Ⅰ　業務運営・財務内容等の状況
（２）財務内容の改善
　①　外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

中期計画 年度計画

中
期
目
標

○科学研究費補助金など外部研究資金その他の自己収入の増加を図る。

進捗
状況

判断理由（計画の実施状況等）

【８２】
○自己収入の増加に関する
具体的方策
【８２－１】
・全学的に意識の向上を図
る取り組みとして，産学官
民連携研修会，科学研究費
補助金説明会等を開催し，
学長等により外部資金獲得
の促進を要請している。今
後，さらにこれらの取り組
みの充実強化を図る。

【８２－１－１】
・産学官民連携研修会，科学研
究費補助金説明会等において，
外部資金獲得に関する情報や申
請のための具体的な手法等を提
供し積極的な応募を支援すると
ともに，競争的資金の獲得に向
け，具体的数値目標を示し，連
携創造本部のスタッフが中心と
なって部局の活動を支援するな
ど全学的な取組を強化する。

Ⅲ

・平成１８年４月に科学研究費補助金の若手研究者スタート
アップ，９月には一般の科学研究費補助金の公募説明会を
行った。
・産学官民連携を活発化することを目的として，神戸大学Ｌ
ＬＣ（神戸大学支援合同会社）構想を取りまとめ，設立準備
を開始した。

【８２－２】
・競争的資金等に関する情
報を提供するとともに，申
請書の内容及び記載方法に
対する助言等，積極的な応
募支援を行う。

【８２－２－１】
・早期に競争的資金等に関する
最新情報を提供するとともに，
プロジェクトの申請に向けた研
究グループのコーディネート，
申請書の内容及び記載方法に対
する助言等，学内ヒアリングを
実施し，アドバイスを行うな
ど，積極的な応募支援を行う。

Ⅲ

・連携創造本部では，工学部教員に対して競争的資金獲得の
啓蒙活動（説明会）を実施した。
・「連携創造本部ご活用の手引き」（パンフレット）を作成
し，学内関係者に配布した。また，外部資金に関する公募情
報は順次ホームページ上に掲載するとともに，メールでも配
信した。
・事務系職員による外部資金獲得のための申請書作成の支援
を科学研究費補助金等において開始した。

【８２－３】
・外部資金の獲得状況を常
に点検，評価し，外部資金
獲得の向上に資する。

【８２－３－１】
・競争的資金の公募情報の分析
と教員への応募の働き掛けとも
に，外部資金の獲得状況をフォ
ローアップし，獲得のための方
策に反映させる体制の一層の整
備を図る。

Ⅲ

・競争的資金獲得状況，共同研究の締結状況等を連携創造本
部定例会議でチェックし，対策を講じた。
・役員懇談会，部局長会議等に定期的に外部資金獲得状況を
報告し，獲得増へ向けて対応を協議した。

【８２－３－２】
･学長を中心として，大学の基
金体制を整備し，募金活動を開
始する｡

Ⅲ
・「神戸大学基金」を創設し，基金委員会の下，募金活動を
開始した。

【８３】
○収入を伴う事業の実施に
関する具体的方策

【８３－１】
・特許取得を進め，出願件
数を増加させる。

【８３－１－１】
・有用な発明の発掘，迅速な特
許等出願に努め，より効率的な
出願・権利維持管理を行う（発
明届出目標１００件，出願目標
８０件）。また，ＴＬＯ等を活
用して権利活用を更に推進す
る。

Ⅲ

・発明届出の確実かつ効率的な処理を行い，発明届出１１３
件，特許出願９９件（国内９０件，外国９件），特許権利譲
渡対価（３件）が1,300千円，ライセンス料が979千円となっ
た。

【８３－１－２】
・外国出願については，引き続
き科学技術振興機構の特許出願
経費支援制度を活用し，出願件
数の増加に努める。

Ⅲ

・科学技術振興機構の特許出願経費支援制度を活用して申請
を行い，２件が承認された。その結果，1,125千円の経費が
節減された。
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【８３－２】
・大学発ベンチャーの増加
を図り，社会貢献を果た
す。

【８３－２－１】
・神戸ベンチャー支援＆研究会
の成果を基に大学発ベンチャー
創出・育成に努める。

Ⅲ

・現在２７社となった教員主導型の大学発ベンチャーについ
ては，ビジネスプラン作成，マーケティング等の総合的な
サービスを提供している。また，神戸大学インキュベーショ
ンセンター等学内施設・設備のベンチャー等への貸与を継続
的に行い，育成に努めた。

【８３－３】
・学内における収入見合事
業の実施を図る。

【８３－３－１】
・平成１６，１７年度に実施し
た公開講座等の自己収入確保に
対しインセンティブが働く方式
に加え，平成１７年度に設定し
た学生納付金に係る収入目標額
と達成度による翌年度〈１８年
度〉インセンティブ配分の在り
方の分析を進めるとともに，自
己収入増加の方策を引き続き検
討する。

Ⅲ

・平成１８年１０月に編成した第１次補正予算において，公
開講座等の収入に関する収入見合経費を各部局に配分した。
平成１９年１月に編成した第２次補正予算においても，収入
実績による修正・追加を加えた。また，学生納付金に係るイ
ンセンティブ配分については，引き続き検討することとし
た。
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Ⅰ　業務運営・財務内容等の状況
（２）財務内容の改善
　②　経費の抑制に関する目標

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

中
期
目
標

○大学運営全般にわたり，財務状況の分析を行い，効率的，効果的に経費削減を図る。
○「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ，
人件費削減の取組を行う。

進捗
状況

【８４】
○管理的経費の抑制に関す
る具体的方策
【８４－１】
・人件費の削減，非常勤講
師経費の節減，非常勤職員
経費の節減等を平成１７年
度から実施する。

【８４－１－１】
・非常勤講師任用についての基
本方針に従い，経費の節減に努
める。

Ⅲ

・非常勤講師任用についての基本方針に従い，各部局とも定
められた上限時間数の範囲内で雇用し，経費の節減に努め
た。（対前年度９８０時間減）

【８４－２】
・印刷物のＷｅｂ化を検討
し，印刷経費を削減する。

【８４－２－１】
・平成１７年度に引き続き，電
子化等を推進することによる印
刷物，定期刊行物等の経費の削
減を行う。

Ⅲ

・平成１８年度（一部平成１７年度含む。）は，次のとおり
印刷物・定期刊行物の電子化を実施し，印刷の廃止及び部数
の削減を行い，平成１７年度と比較して約5,120千円節約で
きた。

電子化を行った印刷物・定期刊行物
印刷物等廃止 ： パソコン等での個人情報保護アンケー
ト用紙・封筒，チューターハンドブック，学而荘使用申
込書・受付書，通学定期乗車券の購入についての説明
書，国際文化学部・大学院講義要項，医学部電子レセプ
ト（医科），農学部学術報告書，大学教育推進機構授業
評価アンケート用紙，各部局における授業評価アンケー
ト用紙
印刷物等部数削減 ： 冊子「人権について」，理学部履
修届・成績報告書，理学部学生配布用履修科目一覧表，
理学部学生配布用成績表，工学部教室会議議事録

【８５】
○人件費削減の取組に関す
る具体的方策
【８５－１】
・総人件費改革の実行計画
を踏まえ，平成２１年度ま
でに概ね４％の人件費削減
を図る。

【８５－１－１】
・総人件費改革の実行計画を踏
まえ概ね１％の人件費削減を図
る。

Ⅲ

・総人件費改革の実行計画に基づき人件費削減を図り，計画
を達成した。（対前年度比１.７１％減）

【８５－１－２】
・業務内容の見直しにより人件
費の削減を行う。

Ⅲ

・平成１７年度に引き続き，「業務改善プロジェクト」にお
いて，事務機能の調査・分析を行い，業務削減計画を策定し
た。この計画の実行により，平成１９年４月から８名分の人
件費相当額を削減することとした。
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Ⅰ　業務運営・財務内容等の状況
（２）財務内容の改善
　③　資産の運用管理の改善に関する目標

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

・平成１８年度計画はなし

中
期
目
標

○全学的かつ経営的視点に立った資産（土地，施設，設備等）の効率的な運用を図る。

進捗
状況

【８６】
○資産の効率的運用を図る
ための具体的方策

【８６－１】
・運営費交付金及び奨学寄
附金等の資金の効果的な活
用を図る。

【８６－１－１】
・平成１８年度から順次満期を
迎える国債等を，市場情勢や金
利等を考慮して，より有利な国
債等に再運用する。更に，効率
性かつ安全性に配慮し短期運用
を図る。

Ⅲ

【８６－３】
・継続的な施設の点検と評
価を踏まえ，教育研究活動
に応じた効果的なスペース
配分など，施設の有効活用
を推進する全学的方針の確
立を図る。

・平成１７年度に，ラダー型ポートフォリオに基づき購入し
た債券のうち，満期償還となった資金（１年債，５億円）に
ついては，市場情勢や金利等を考慮した上で，順次中期債券
（５年債，５億円）を購入してその再運用を行った。また，
別途，大口定期預金で短期運用（３ヵ月，５億円）も行っ
た。

【８６－２】
・土地及び建物施設の適正
な利用料金等の検討を行
い，資産の有効活用を図
る。

【８６－２－１】
・学生寮の居住環境改善計画の
検討状況等に併せた寄宿料設定
に向け検討を進める。

Ⅲ

・学生寮の居住環境改善に向けた再編整備計画の検討に併
せ，寄宿料の在り方について多角的な観点から調査・検討を
開始した。

- 59 -



別紙9

Ⅰ　業務運営・財務内容等の状況
（３）　自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
　①　評価の基本的な目標

中期計画 年度計画
進捗
状況 判断理由（計画の実施状況等）

【８７】
○現状と到達点を適正に
評価する基準の策定

中
期
目
標

○教育，研究，社会貢献，国際交流等の現状と到達点を適正に評価する基準を策定する。
○評価を適正かつ効率的に実施できる合理的な評価システムを形成する。
○評価の結果を改善のために有効に利用する方法論を確立する。　

【８７－１】
・評価の対象を３つの局
面に分け，これらを有機
的に関連させて評価を行
う。

【８７－１－１】
・平成１７年度に実施した神
戸大学情報データベース（Ｋ
ＵＩＤ）の試行入力結果を検
証の上，基礎指標を中心に
データベースを構築し，改善
を加えた上で個人データ及び
組織データの入力を本格開始
する

Ⅲ

・神戸大学情報データベース（以下「ＫＵＩＤ」とい
う。）運用プロジェクトで個人データ及び組織データの入
力スケジュールを決定し，事務局各部において組織データ
の収集・入力を開始した。また，個人データ入力説明会を
開催し，個人データ入力を開始した。
・入力状況については全学評価委員会で適宜報告し，入力
率の向上に努めた。

  ＊基礎指標：個人の研
究業績，教育業務，定員
充足率，学位授与率，科
学研究費補助金獲得額，
産学官民連携や国際交流
の事業展開等の基礎的課
題を指標化し，達成度を
明らかにする。

・平成１７年度に提示した評
価指標を検証し，基礎指標を
中心に改善を進める。

Ⅲ

・平成１７年度に実施した試行入力の結果を踏まえ，評価指
標を検証し，その基礎指標の改善を行った。
・個人データ及び組織データの本格入力を開始し，収集済み
のデータと合わせて各基礎指標についての到達度（現状）を
明らかにした。

  ＊部局の重点課題：学
生による授業評価など部
局が重点的に設定した教
育改革課題，研究プロ
ジェクト，社会貢献事業
等についての達成度を明
らかにする。
  ＊全学的重点課題：２
１世紀ＣＯＥプログラ
ム，大型研究プロジェク
ト，全学共通授業改革等
の全学的重点課題につい
て，関係部局の評価を踏
まえて全学的な立場での
評価を行う。
【８７－２】
・基礎指標について，研
究の専門性に基づきなが
ら，データベースを作成
する。

【８７－２－１】
・神戸大学情報データベース
（ＫＵＩＤ）の試行入力結果
を踏まえ，研究の専門性に基
づきながら基礎指標を検証
し，データベースの改善を進
める。

Ⅲ

・ＫＵＩＤのデータ項目と，各研究分野の特性に基づいた研
究評価指標が連動しているかを検証するため，全学評価委員
会の下に研究評価の評価指標検討委員会を設置した。同検討
委員会で各部局が暫定的に定めた研究評価指標を基に基礎指
標を検証し，ＫＵＩＤの改善を図った。

【８７－３】
・評価に際しては，長期
にわたる基盤的研究など
の在り方に対応できる評
価方法を策定する。

【８７－３－１】
・長期にわたる基礎研究など
の在り方に配慮しながら，研
究活動の状況について，具体
的な評価の指針を確立する。

Ⅲ

・研究活動の点検・評価の観点について定めた「神戸大学自
己点検・評価指針」を策定した。
・全学評価委員会の下に研究評価の評価指標検討委員会を設
置し，各研究分野の特性に配慮した評価指標を暫定的に定め
た。
・暫定的に定めた研究評価指標を基に，具体的に研究業績を
試行的に評価し，長期にわたる基盤的研究への適応も含めた
指標の妥当性について検証した。

【８８】
○合理的な評価システム
を形成するための具体的
方策
【８８－１】
・評価のレベルを次のよ
うに分け，これらを重層
的に進めて評価を行う。

【８８－１－１】
・平成１９年度に予定してい
る全学にわたる自己点検・自
己評価及び外部評価に向け
て，評価システムの工夫・改
善を進める。

Ⅲ

・他大学における機関別認証評価の結果等に関する分析を踏
まえて，全学にわたる自己点検・評価の体制等の指針となる
「神戸大学自己点検・評価指針」を策定した。また，｢大学
機関別認証評価等に関する説明会｣を開催し，部局及び事務
局各部の評価担当者等に周知を図った。

- 60 -



別紙9

＊部局レベル：部局にお
いて「評価委員会」を設
置し，個人や部局の基礎
指標並びに部局の重点課
題について評価を行う。
＊全学レベル：全学的重
点課題について，「全学
評価組織」を平成１６年
度に編成して全学的な観
点から中期目標期間中に
評価を行う。「全学評価
組織」は，各学術系列に
おける教育研究の専門性
を踏まえながら，評価に
関わって実際に判断を行
う組織「評価委員会」，
評価システムを研究開発
しデータの分析と集計作
業を行う組織「情報・評
価室」を分業的に内部編
成するなどして，評価の
合理性と効率性を実現す
る
【８８－２】
・原則としてそれぞれの
レベルにおいて外部評価
を行う。

【８８－２－１】
・部局ごとの外部評価の実施
に当たって，部局と全学のそ
れぞれのレベルにおいて全学
的な指針の活用を図る。

Ⅲ

・部局と大学における評価の在り方を定めた「神戸大学自己
点検・評価指針」を策定した。
・当該評価指針を，各部局において研究評価指標を策定する
際に基本方針として活用した。

【８８－３】
・評価結果については，
適切な基準を定めて公表
する。

【８８－３－１】
・評価結果の公表について
は，全学的な情報開示の方針
と連動しながら，大学の説明
責任が十分に果たせるよう検
討を進める。

Ⅲ

・平成１８年度に策定した「神戸大学自己点検・評価指針」
の中で，評価結果の公表基準について，その性質上開示に適
さないものを除き原則公表する旨を規定した。
・「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書」，
「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する概要」及び
「国立大学法人神戸大学の平成１７年度に係る業務の実績に
関する評価結果」を大学ホームページ上で公表した。

【８９】
○評価結果を改善に有効
に利用するための具体的
【８９－１】
・部局においては，部局
並びに全学の評価結果に
基づいて，計画作成者と
評価者の間で十分な検討
を行い，具体的に改善を
進め，次期計画の作成に
おいてそれを活かす。

【８９－１－１】
・各部局における年次計画の
達成状況を確認するために，
各部局のヒアリングを行い，
年度の途中で計画の進捗状況
をまとめ，次年度の計画に反
映できるよう作業を進める。

Ⅲ

・各部局における年次計画の達成状況を確認するため年度途
中にヒアリングを行い，その状況を確認・点検した上で，中
期目標期間の残余期間の活動に対してフィードバックすると
ともに，これに基づき次年度の年次計画を策定した。

【８９－２】
・全学的な評価事項にお
いては，「全学評価組
織」がそれぞれの事項に
ついて評価を踏まえた改
善点を整理し，関係部
局・部門に提示する。

【８９－２－１】
・中期計画の年次進行に適合
した評価の結果を改善につな
げるために，評価結果に関す
る説明会の開催等，各部局に
フィードバックする仕組みを
整備する。

Ⅲ

・全学評価委員会は，経営評価室と共同して，法人評価の年
度業務実績報告の基礎となる全学的な自己点検・評価の結果
を整理・分析し，そこで明らかになった評価事項に関する問
題点や課題を当該委員会及び経営協議会，役員会等に報告し
た。
・国立大学法人評価委員会による年度業務実績の評価結果に
ついては，今後の業務運営の改善に資するため，全学的な説
明会を開催し，評価結果において指摘された事項及び注目点
に関して全学的な周知を図った。なお，各年度の指摘事項及
び留意事項に関しては，役員会を中心に改善及び対応の措置
を講じた。

【８９－３】
・「全学評価組織」は，
評価結果を有効に利用す
るために評価結果と改善
点を役員会に報告する。
また，その報告内容につ
いては，その事項に関係
する部局・部門にも知ら
せる。

【８９－３－１】
・評価委員会は，評価結果を
有効に利用するために評価結
果と改善点を役員会に報告す
る。また，関係する部局・部
門に知らせるとともに，全学
の共通理解を深めるために，
説明会を開催する。 Ⅲ

・全学評価委員会は，経営評価室と共同して，法人評価の年
度業務実績報告の基礎となる全学的な自己点検・評価の結果
及び国立大学法人評価委員会による年度業務実績の評価結果
についてそれぞれ整理・分析し，改善すべき課題等を含めて
経営協議会及び役員会に報告するとともに，関係部局に対し
ても周知した。
・国立大学法人評価委員会による年度業務実績の評価結果に
ついては，今後の業務運営全般の改善に資するため，全学的
な説明会を開催し，評価結果において指摘された事項及び注
目点に関して全学的な周知を図った。なお，各年度の指摘事
項及び留意事項に関しては，役員会を中心に改善及び対応の
措置を講じた。
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【８９－４】
・中期計画の年次進行に
適合した評価を行い，改
善を進める。

【８９－４－１】
・年度計画の実施状況を定期
的点検することにより年度実
績評価を着実に実施し，その
結果を次年度の年度評価や次
期中期目標・計画の策定に確
実に反映させる。

Ⅲ

・年度途中にヒアリングを行い，平成１８年度年度計画の実
施状況を確認・点検した。その結果に基づいて平成１８年度
年度計画の達成度の向上に努めるとともに，平成１９年度年
度計画の策定等に反映させた。

＊中期計画に沿った評価
と改善を行うために，４
年間の総括的な評価を５
年次に行い，その評価結
果を次の中期計画を改善
するために活かす。

＊総括的な評価を有効に
行うために，２年毎ある
いは１年毎の評価を積み
上げていく。

【８９－５】
・この報告内容について
異議がある場合には，そ
れを申し立てる仕組みを
作る。

【８９－５－１】
・評価結果に関して異議があ
る場合の異議申立ての仕組み
については，引き続き改善を
進める。

Ⅲ

・全学評価委員会において，報告内容について異議がある場
合はこれについて具体的に議論するとともに，制度として明
確にするため，異議申立てに関する規定を含んだ「神戸大学
自己点検・評価指針」を策定した。

【８９－６】
・評価に基づく資源配分
については，配分の基
準，配分内容に関し，役
員会を中心として合理的
な決定手段を整備する。

【８９－６－１】
・評価に基づく資源配分につ
いては，教育研究分野の特色
に配慮しながら，引き続き役
員会を中心に全学的な検討を
進める。

Ⅲ

・役員会を中心に「学内発の卓越した研究プロジェクト」，
｢若手教員研究支援経費」，「教育研究活性化支援経費」等
の取組を通じて戦略的な資源配分を行った。また，評価に基
づく資源配分の更なる拡充を目指して，海外及び国内の事例
を調査した。
・一部の部局においては，研究業績評価連動型の資源配分を
行った。
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Ⅰ　業務運営・財務内容等の状況
（３）　自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
　②　情報公開等の推進に関する目標

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

・平成１８年度計画はなし

中
期
目
標

○大学の社会的な使命と責務を果たすため，教育，研究，社会貢献に関する情報提供の充実を図る。

進捗
状況

【９０】
○大学情報の公開・提供
及び広報に関する具体的
【９０－１】
・長期目標，中期目標，
中期計画をホームページ
等で公表する。

【９０－２】
・年度計画，財務内容，
管理運営状況等について
公表する。

【９０－２－１】
・平成１７年度財務内容，管
理運営状況等及び平成１８年
度年度計画をホームページ等
で公表する。

Ⅲ

・平成１７年度財務内容及び管理運営状況等について，大学
ホームページ等で公表した。「平成１７事業年度に係る業務
の実績に関する報告書」，「平成１７年度に係る業務の実績
に関する評価結果」及び「平成１８年度年度計画」を大学
ホームページ上で公表した。

【９０－３】
・点検及び評価結果の概
要を公表する。

【９０－３－１】
・平成１７年度業務の実績報
告，評価報告についてホーム
ページ等で公表する。
・点検及び評価結果の概要
を，外部から見ても理解しや
すいように工夫しながら，引
き続きホームページ等で公表
する。

Ⅲ

・「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する報告書」，
「平成１７事業年度に係る業務の実績に関する概要」及び
「国立大学法人神戸大学の平成１７年度に係る業務の実績に
関する評価結果」を大学ホームページ上で公表した。

【９０－４】
・大学情報のデータベー
ス化を推進し，データの
収集，蓄積，一元管理を
行う。

【９０－４－１】
・神戸大学情報データベース
（ＫＵＩＤ）の一元管理を行
うために，平成１７年度に策
定した「ＫＵＩＤ管理・運用
内規」について，必要に応じ
て改訂を進める。

Ⅲ

・「ＫＵＩＤ管理・運用内規」について，実際のデータ入
力，データ収集，データ管理等を検証しながら，改訂の必要
性について検討を行った。

【９０－５】
・平成１６年度から「広
報室」を設置し，広報業
務の一元的管理を行うと
ともに，部局や事務局を
包含した全学的広報活動
の強化拡充を図る。

【９０－５－１】
･平成１７年度に引き続き，
ホームページ，広報誌とも一
層充実を図り，国際化に対応
して英文表記でのホームペー
ジを充実する。

Ⅲ

・保護者・同窓生向けの情報発信の充実として，広報誌
「KOBE university STYLE」を学生・受験生向けバージョン
とは別に，保護者・同窓生向けバージョンも作成した。
・学生に関わる情報収集・発信の充実として，大学ホーム
ページ上に学生の活動を紹介する「学生NEWS」のバナーを設
置した。
・広報誌「神戸大学概覧」（平成１８年度版）に，神戸大学
における最近の「研究・教育の取り組み状況」を掲載した。
・動画版大学案内「神戸からの風」の学部紹介を更新し，大
学ホームページにアップした。
・報道関係者幹部クラスとの懇談会を開催した。
・各部局ホームページの必要な項目を最低限統一するため，
部局ホームページ実務担当者連絡会，広報室会議，広報委員
会を開催し，基本方針を作成した。
・平成１７年度に引き続き，大学ホームページにおけるトッ
プページの「お知らせ」及び「研究会・イベント情報」を常
時英語版でも対応した。

【９０－４－２】
・情報セキュリティポリシー
及び実施手順の未策定部局に
ついて策定を進め，完了す
る。

Ⅲ

・実施手順が未策定であった部局については，平成１８年
度中にすべて策定し，運用を行った。（情報セキュリ
ティーポリシーは，平成１７年度に作成済）
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【９０－５－２】
・平成１７年度に引き続き
「神戸大学東京オフィス」に
おいて，首都圏における広報
活動・情報収集・就職活動を
行い，首都圏及び関東地区に
おける神戸大学基金（平成１
８年度創設予定）事業の拠点
とする。

Ⅲ

・神戸大学東京オフィスから活動状況の月例報告（主な内
容：本学教職員，学生，一般の区分別来訪者内訳，就職支援
相談，出版社への広報依頼，情報収集のための訪問先などの
特記事項を記載），四半期毎の業務報告及びコーディネー
ター来学時の口頭報告を受けている。なお，本年度から毎月
１回神戸大学東京オフィスから報告されている，月例報告及
び参考資料等を全部局に通知した。
・「東京から見た神戸大学」と題して神戸大学東京オフィス
講演会を開催した。
・神戸大学東京フェアの開催について支援を行った。
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Ⅰ　業務運営・財務内容等の状況
（４）　その他業務運営に関する重要目標
　①　施設設備の整備と活用等に関する目標

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

・長期間にわたって施設設備を良好で安全な状態に保つ。
○施設設備等の機能の充実に関する目標
・教育研究の進展の状況と既存施設の点検と評価を踏まえ，全学的及び長期的視点に立って，必要となるスペースの確
保を図る。

中
期
目
標

○施設設備の有効活用に関する目標
・教育研究活動に応じて，全学的視野に立った施設整備の有効活用を図る。
○施設設備の機能保全と維持管理に関する目標
・教育研究の進展に対応する施設水準を確保する。

進捗
状況

【９１】
○施設設備の有効活用に
関する具体的方策

【９１－１】
・施設等の有効活用を図
るため，施設及び設備を
担当する組織を平成１６
年度に設置する。

・平成１８年度計画はなし

【９１－２】
・施設の点検と評価を継
続的に実施することによ
り既存施設の有効活用を
図る。

【９１－２－１】
・施設マネジメント委員会の
部会において施設の点検と評
価を継続的に進める。

・本年度は鶴甲１団地のス
ペースマネジメントを実施す
る。 Ⅳ

・平成１８年５月１０日から６月２日まで（主要部局）と平
成１８年１１月８日から１２月２５日まで（学内共同教育研
究施設を含む全部局）の間，施設調査のためのキャラバンを
行った。
・施設保全調査（内部廊下，階段，電気設備，機械設備）が
完了し，その評価結果を報告書（カルテ）にまとめた。
・平成１９年度施設整備費要求事業（鶴甲１総合研究棟改
修）で要求し，平成１８年度補正予算として措置された。
・鶴甲１団地のスペースマネジメント調査（稼働率調査，充
足率調査）を行い，調査結果を施設マネジメント委員会に報
告した。

【９１－３】
・施設関係データの管理
システムの構築を図り，
施設利用状況の的確な把
握をもとに有効活用の推
進を図る。

【９１－３－１】
・施設関係データの管理シス
テムの構築を図るため，施設
部において本年度は内部廊
下，階段，電気・機械設備の
調査・研究を行い，データの
収集・分析を進める。

Ⅲ

・施設保全調査（内部廊下，階段，電気設備，機械設備）が
完了し，その評価結果を報告書（カルテ）にまとめた。
・平成１９年３月に施設関係データの管理システムを構築
し，導入した。

【９２】
○施設設備の機能保全と
維持管理に関する具体的
【９２－１】
・施設の定期的な点検保
守の計画的な維持管理の
実施を図る。

【９２－１－１】
・建築基準法に基づく特殊建
築物等定期報告制度に伴う調
査，報告書の作成を実施し，
施設の定期的な点検保守，そ
の計画的な維持管理を図る。
本年度は建築物１棟，建築設
備１４棟の対象施設について
実施する

Ⅲ

・特殊建築物等定期報告制度の平成１８年度対象建築物等に
ついて現地調査を実施し，行政庁に報告書を提出した。

【９２－２】
・緑地の維持保全など屋
外環境の維持管理の一元
化を進める。

【９２－２－１】
・緑地の維持保全など屋外環
境の維持管理の一元化に向
け，パーキングマップ，ハ
ザードマップ，ダーティマッ
プ，サイン計画の報告書をま
とめ，データ収集・分析を進
める。

Ⅳ

・施設マネジメント委員会において，学生会館南側駐輪場整
備（歩車道分離）を進めることとした。
・サイン計画のパイロット事業の一環として本部管理棟周辺
で新たな交通標識，施設案内板等を設置した。
・緑地保全，バリアフリーマップ，アメニティマップ，防災
計画の各ワーキング・グループの調査結果を報告書にまとめ
た。
・夜間に下校する学生及び教職員の安全確保のため，大学か
ら最寄り駅までの通路の外灯の取替え及び増設を行った。
・交通安全対策（歩きやすい道，歩車の分離及びスピード抑
制対策）のため，構内の一部の道路を改修した。
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【９２－３】
・プリメンテナンス，エ
ネルギー管理，環境管
理，安全管理等の施設マ
ネジメントは平成２１年
度までに確実に推進す
る。

【９２－３－１】
・電気・機械設備，内部廊
下・階段の調査を行い，プリ
メンテナンス，エネルギー管
理，環境管理，安全管理等の
施設マネジメントを推進す
る。

Ⅲ

・施設保全調査（内部廊下，階段，電気設備，機械設備）が
完了し，その調査結果を報告書（カルテ）にまとめた。
・ビル管理法（延べ面積８,０００㎡以上の建物（医学部附
属病院は除く。））に基づく点検保守及び専用水道水質検査
を実施した。
・エネルギー使用の合理化に関する法律の改正に伴い本学の
施設設備の中長期計画書を見直し，行政庁に提出した。
・有害物質の安全管理の一環として電気機器絶縁油のＰＣＢ
含有調査を行った。
・六甲台１団地，六甲台２団地，深江団地，ポートアイラン
ド２団地，楠団地，名谷地区に設置されている，ガスヒート
ポンプエアコンの点検保全を実施した。
・消防設備点検及び受水槽清掃について一覧表を最新版に更
新した。

【９３】
○施設設備等の機能の充
実に関する具体的方策

【９３－１】
・既存施設の安全性の向
上と機能再生を計画的に
進め，教育研究環境の改
善充実を図る。

【９３－１－１】
・本年度は，アスベスト対
策，学生アメニティー改善を
重点的に行い，既存施設の安
全性の向上と機能再生を進
め，教育研究環境の改善，充
実を図る。

Ⅲ

・アスベスト対策工事は平成１９年３月３０日に完了した。
・（六甲台１）総合研究棟改修工事（旧第二学舎）を完了さ
せ，施設の安全性の向上及び教育研究環境の改善・充実を
図った。
・（六甲台２）総合研究棟改修工事（工学系・Ⅲ期）を完了
させ，教育研究環境の改善・充実を図った。
・（六甲台２）総合研究棟改修工事（文学系）を完了させ，
施設の安全性の向上を図った。
・発達科学部のトイレ，六甲台本館トイレ，研究基盤セン
ター極低温部門女子トイレの改修工事を完了させ，既存施設
の機能再生を図った。
・発達科学部グランド防球ネット整備工事及び附属住吉中学
校階段手摺改修他工事を完了させ，既存施設の安全性の向上
を図った。
・発達科学部附属幼稚園園内の舗装整備工事を完了させ，園
児に対する安全性の向上を図った。

【９３－１－２】
・総合研究棟改修事業を確実
に推進する。（六甲台１団地
（法・経済・経営））
・総合研究棟改修事業を確実
に推進する。（六甲台２団地
（工学系）（文学系））

Ⅲ

・（六甲台１）総合研究棟改修工事（旧第二学舎）を完了さ
せ，施設の安全性の向上及び教育研究環境の改善・充実を
図った。
・（六甲台２）総合研究棟改修工事（工学系・Ⅲ期）を完了
させ，教育研究環境の改善・充実を図った。
・（六甲台２）総合研究棟改修工事（文学系）を完了させ，
施設の安全性の向上を図った。

【９３－２】
・教育研究に応じたス
ペースの確保，充実を計
画的に推進する。

【９３－２－１】
・本年度は教育スペースの環
境改善を重点的に行い，教育
研究の必要に応じたスペース
の確保，充実を図る。

Ⅲ

・大学教育研究推進機構理科棟（Ｃ・Ｄ棟）及び教室棟改修
工事を完了させ，教育研究スペースの確保・充実を図った。
・発達科学部附属幼稚園の舗装他整備工事の一環として遊戯
場を整備したことにより，教育の必要に応じたスペースの確
保・充実を図った。

【９３－３】
・学生生活支援のスペー
スの確保と充実を計画的
に推進する。

【９３－３－１】
・本年度は食堂（多目的ス
ペース）の改善を重点的に行
い，学生生活支援のスペース
の確保と充実を図る。

Ⅳ

・六甲台南食堂拡張工事を完了させ，学生生活支援スペース
の確保・充実を図った。
・発達科学部福利施設新営工事を完了させ，学生生活支援ス
ペースの確保・充実を図った。
・住吉寮居室改修工事を一部完了させ，学生生活環境の充実
を図った。
・国際交流会館（インターナショナルレジデンス）Ｄタイプ
の補食室及びＣタイプ居室の改修を完了させ，留学生生活環
境の充実を図った。

【９３－４】
・環境に配慮した施設計
画及びインフラを構築
し，バリアフリー対策を
推進する。

【９３－４－１】
・環境に配慮した施設計画及
びインフラを構築し，バリア
フリー対策について全学的に
調査し報告書の作成を行う。

Ⅲ

・（六甲台１）総合研究棟（旧第二学舎）及び（六甲台２）
総合研究棟（工学系・Ⅲ期）改修工事を完了させ，「建設工
事にかかる資材の再資源化等に関する法律」に基づき環境に
配慮した計画を達成した。また，両棟の１階にスロープ・身
障者用トイレを設置しバリアフリー化を図った。
・バリアフリーマップ・ワーキング・グループで，六甲台地
区の調査を行い報告書を作成した。
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【９３－５】
・ＰＦＩ方式，寄附方式
など整備手法の導入を検
討する。

【９３－５－１】
・ＰＦＩ方式，寄附方式など
新たな整備手法の導入を検討
する。

Ⅲ

・「新たな整備手法による学生寮の整備【長期借入金による
整備】」及び「神戸大学学生宿舎の再編計画について」の素
案を作成した。
・寄附方式（神戸大学基金）による施設整備（六甲台講堂の
再生，産学融合型オープンラボ，先端医学・生命科学の世界
的拠点整備）の素案を作成した。
・国維寮の改修に向け入寮規制することを決定した。

【９３－６】
・医学部附属病院立体駐
車場施設整備等事業及び
農学系総合研究棟改修事
業をＰＦＩ事業として確
実に推進する。

【９３－６－１】
・総合研究棟改修（農学系）
事業をＰＦＩ事業として確実
に推進する。 Ⅲ

・総合研究棟（農学系）の改修を予定どおり完了させた。

【９３－７】
・国際交流の推進を行う
ための研究者宿泊施設の
充実を図る。

【９３－７－１】
・国際交流の推進のため，研
究者宿泊施設の充実に向け調
査検討を行う。

Ⅲ

・国際交流の推進のため「住環境のSUPPLY PLAN」に沿っ
た，研究者宿泊施設等の既存施設活用の見直しを含め，調
査・検討を進めた。
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Ⅰ　業務運営・財務内容等の状況
（４）　その他業務運営に関する重要目標
　②　安全管理に関する目標

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

・大学が実施する一般定期健康診断の完全受検を目指し，９
月～１月の５ヵ月間の毎週火・木曜日に受検日を設け，予約
制で希望日に受検できる分散型健康診断をするなど，職員に
とって受検しやすい環境を提供した。

中
期
目
標

○教育研究環境の安全の確保と衛生管理に関する体制の整備を図る。
○実験系研究室における実験排気や排水等の自主管理による環境保全の徹底を図る。
○有害物質（劇物，薬物），放射線等を利用する実験による事故の徹底防止を図る。

進捗
状況

【９４】
○労働安全衛生法，学校
保健法等を踏まえた安全
衛生管理，保健管理及び
事故防止に関する具体的
方策
【９４－１】
・平成１６年度に，事業
所ごとの安全衛生委員会
の設置を始めとした安全
衛生管理等に関する組織
の整備を図る。

【９４－１－１】
・健康診断の完全受検に努め
る。

Ⅲ

【９４－２】
・安全衛生管理の有資格
者の増員を図る。

【９４－２－１】
・安全衛生管理の有資格者
（産業医，衛生管理者，衛生
工学衛生管理者）及び配置の
在り方を点検し，順次改善す
る。

Ⅳ

・産業医に関しては，保健管理センター所属の医師１名が新
たに認定産業医となった。衛生管理者に関しては，資格試験
への受験準備講習会を開催し，部局等の実状に応じた配置が
可能となるよう有資格者の増員を図った。また，産業医及び
衛生管理者，衛生推進者については，安全衛生管理手当を新
設した。

【９４－３】
・安全衛生管理のための
学内研修の充実を図る。

【９４－３－１】
・従来の研修に加え新たな研
修を企画するとともに，学生
にも積極的に参加を呼び掛
け，安全衛生研修の充実を図
る。

Ⅲ

・新規採用職員研修，技術職員研修に労働安全衛生に関する
講演を取り入れ，機会あるごとに安全・衛生意識の高揚を図
るとともに，防災週間には初めての試みとして学外（人と防
災未来センター）での研修を実施した。また，ＡＥＤの増設
に対応するため，誰でも心肺蘇生法を実施できるよう救急講
習会を充実させ，学部学生，大学院生等を積極的に参加させ
た。

【９４－３－２】
・安全週間，労働衛生週間，
防災週間において講演会を実
施する等の安全衛生に係る啓
発活動の推進を図る。 Ⅲ

・安全週間，労働衛生週間において，学外講師及び産業医等
の協力を得て，労働災害防止活動の推進，労働者の健康の確
保と快適な職場環境の形成等の目的で講演会を実施するとと
もに，防災週間には，安全・衛生意識の高揚を図るための学
外研修を実施した。さらに，功績のあった職員及び部局等に
対して表彰制度を導入するなど，安全・衛生意識の高揚を
図った。

【９４－４】
・実験室等の安全点検を
定期的に実施し，必要な
補修，改修，更新等の処
置を実施する。

【９４－４－１】
・実験室等の安全点検を定期
的に実施し，必要な補修，改
修，更新等を着実に実施す
る。 Ⅳ

・産業医の巡視等に基づき，実験室等の安全点検を定期的に
実施し，必要な補修，改修，更新を行った。
・巡視から６ヵ月経過後は，改善状況について安全衛生委員
会で報告するシステムを採用し，より迅速な対応を図った。
また，六甲台第２団地構内において，深夜に帰宅する学生及
び職員の安全を確保するための警備員による巡回警備を実施
するとともに，外灯の取替え及び増設を行った。

【９５】
○学生等の安全確保等に
関する具体的方策
【９５－１】
・学生実験における取り
扱いマニュアル，指導マ
ニュアルを充実し，それ
に基づく指導を行う。

【９５－１－１】
･平成１７年度に引き続き，安
全管理マニュアル等を充実さ
せ，その周知徹底を図る。

Ⅲ

・発達科学部，総合人間科学研究科，自然科学研究科では，
「安全管理マニュアル」を作成して学生に配布し，周知・徹
底を図るとともに教授会・研究科委員会においても周知し
た。
・海事科学部においては，既に作成した調査実習船運航マ
ニュアル，マリンサイト運用・利用のためのマニュアルの検
証を行い，支障なく運用できた。

【９６】
○有害物質等を利用する
実験による事故防止のた
めの具体的方策
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【９６－１】
・有害物質及び放射線等
の管理体制の強化を図
る。

【９６－１－１】
・引き続き，有害物質及び放
射性同位元素等の適正管理を
図るとともに，全学的な危機
管理体制を構築し管理体制の
強化を図る。

Ⅲ

・放射線等の取扱い（受入・払出）については，各放射線施
設の放射線取扱主任者の管理の下，一元管理を行っている。
併せて各地区の放射線障害防止委員会による監視体制を執っ
ている。
・法改正に伴う放射線障害予防規則の改正を行った。
・バイオセイフティー管理委員会（仮称）を設置するため
に，準備委員会を立ち上げ検討を開始した。

【９６－２】
・健康診断の完全受検を
目指し，未受検者に対し
ては取り扱い停止などの
措置を講ずる。

【９６－２－１】
・平成１７年度に引き続き，
健康診断の完全受検を目指
し，未受検者等への指導を強
化する。 Ⅲ

・特別健康診断の完全実施を目指して受検予定者への周知徹
底を図った。（前期：６月実施，後期：１２月実施）実施期
間中に都合により受検できない者に対しては，保健管理セン
ターと調整の上，事前受検措置を引き続き講じた。
・未受検者に学外医療機関での受検を義務付け，その上で最
終的な未受検者に対して放射線同位元素等の取扱停止措置を
講じた。

【９６－３】
・取り扱い教育訓練を実
施する。未受講者に対し
ては取り扱い停止などの
措置を講ずる。

【９６－３－１】
・平成１７年度に引き続き，
取扱教育訓練を複数回実施す
る。未受講者への指導を強化
するとともに，未受講者に対
しては取扱停止措置を講ず
る。

Ⅲ

・各地区放射線防止委員会で開催する放射線ＲＩ講習会を年
２回実施し，それ以外にも臨時の講習会を開催した。
・個別教育訓練については，取扱主任者，指導教員により各
グループごとに日程を調整し随時実施できる体制を執った。
未受講者に対しては，放射線同位元素等の取扱停止措置を講
じた。
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Ⅰ　業務運営・財務内容等の状況
（４）　その他業務運営に関する重要目標
　③　環境保全に関する目標

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

中
期
目
標

○教育環境の保全のための全学的な取り組みを推進する。

進捗
状況

【９７】
○教育研究環境の保全の
ための具体的方策

【９７－１】
・平成１６年度に「環境
管理センター」を設置
し，環境保全教育の充実
を図る。

【９７－１－１】
・環境管理センター「環境教
育ライブラリー」の書籍，映
像資料を収集・充実させ，学
生及び研究者に対し環境教
育・研究の支援を行う。ま
た，学生のみならず市民をも
対象とした，環境問題に関す
る講演会などを行う。
・全学統一環境カリキュラム
実施の検討を行う。

Ⅲ

・環境教育ライブラリーに必要とされる基本的な蔵書，映像
ソフトなどの整備を進めた。
・教職員，学生，一般市民を対象とした講演会を２回開催
し，大学の環境保全に関する取組に理解を深めていただくよ
う努めた。また，８月には中・高生を対象とし、大学におけ
る排水管理についての業務・研究を周知する目的で体験学習
会を開催した。
・環境に関する世界の最新情報を取り入れた講義科目にする
ため，カリキュラムの内容を検討した。
・全学統一環境カリキュラムの担当教員を理系，文系を問わ
ず広い領域から選出するためのアンケート調査を平成１９年
度に行う計画を策定した。

【９７－２】
・有害廃棄物，有害排出
物の規制に関する全学的
基準や規則の策定及び管
理体制を構築する。

【９７－２－１】
・全学的に統一された実験系
廃棄物（医療用廃棄物及び感
染性廃棄物に類似したもの）
の廃棄方法を策定する。

Ⅲ

・実験系廃棄物の廃棄の方法を策定し，平成１８年６月から
適用した。

【９７－３】
・有害排出物の除害施設
や設備等の整備方針の策
定及びその段階的整備を
図る。

【９７－３－１】
・有害排出物の除害施設（中
和・曝気槽）や設備等の段階
的整備を推進する。

Ⅲ

・自動採水器を２台（工学部曝気槽，本部保健管理セン
ター）設置した。また，ｐＨモニタリングシステムについて
も本年度，新たに４ヵ所増設し学内１５ヵ所にあるｐＨ計・
曝気槽のうち１０ヵ所に設置が完了した。さらに，除害施設
（中和・曝気槽）の一部において，生物学的排水モニタリン
グも開始した。

【９７－４】
・住民との懇談会を開催
するなど，大学周辺の住
民との調和に配慮する。

【９７－４－１】
・大学の諸行事への御案内や
大学周辺の環境美化に努める
など大学周辺住民との調和に
配慮する。

Ⅲ

・大学周辺部の除草・剪定，バス道路周辺のゴミ拾いなどを
行うことにより，大学周辺住民との調和に配慮した。
・教職員，学生，一般市民を対象とした講演会を２回開催
し，大学の環境保全に関する取組に理解を深めていただくよ
う努めた。また，８月には中・高生を対象とし，大学におけ
る排水管理についての業務・研究を周知する目的で体験学習
会を開催した。
・周辺住民との良好な関係を保つため，学期始めにバイク利
用者に交通マナーを指導した。
・年史編集委員会主催の特別展示（「神大人の青春譜　御影
分校・姫路分校・教養部の世界」）について，付近住民に対
して新聞折り込み広告で案内を行った。
・大学に近接する篠原地区に関する展示会「篠原の昔と今―
古文書と古写真―」を開くとともに，展示会開催後，協力頂
いた地元篠原地区の方々を招き，懇談会を開いた。

【９７－５】
・省資源，省エネルギー
推進を図る。

【９７－５－１】
・平成１７年度に引き続き，
省エネルギー等具体的な実行
及び施策の啓発を行う。ま
た，理学部，海事科学部等の
エネルギーアンケート調査を
行い，平成１６，１７年度の
データと共に分析しエネル
ギー消費削減対策を策定す
る。

Ⅲ

・省エネルギーを図るための基礎データを収集することを目
的としたアンケート調査を海事科学部，理学部，医学部保健
学科の３部局を対象に行った。また，平成１７年度に引き続
き，省エネルギー啓発用ポスターを作成し掲示を行うなど啓
発活動を行った。
・ゴミの分別リサイクルについては平成１９年４月から神戸
市のゴミ収集方法が変更されるに伴い，平成１８年度実施し
たゴミの分別調査の結果も踏まえ，本学における新たな分
別，排出方法を策定した。
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【９７－５－２】
・環境配慮促進法に基づく環
境報告書を作成し，平成１８
年９月３０日までに公表す
る。

Ⅲ

・環境配慮促進法に基づく環境報告書を作成し，平成１８年
９月２９日に大学ホームページ上に公表した。
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Ⅰ　業務運営・財務内容等の状況
（５）その他の重要目標
　①　大学支援組織等との連携強化に関する目標

中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

①

②

③

中
期
目
標

○在校生の保護者組織及び卒業生の同窓会組織の強化と教育，研究，社会貢献等の大学の諸活動への支援及び助言を得
る仕組みを確立する。

・大学ホームページの学生関係ページに，育友会が新たに立
ち上げた公式ホームページへのリンクを設けることにより保
護者等に対し，大学の情報発信を充実させた。
・育友会地区支部会が東京，名古屋，広島の三地区で開催さ
れ，大学の情報発信の場として学長，担当理事が参加し，保
護者等との連携強化を図った。

【９８－０－２】
・海外で開催される日本留学
フェアにおける情報提供方法
を見直すとともに，その機会
を利用し，協定校との交流や
元留学生との交流を深める。

Ⅲ

・北米（モントリオール，５月），韓国（釜山・ソウル，９
月），中国（北京，１０月），タイ（チェンマイ・バンコ
ク，１１月）で開催された日本学生支援機構が実施する日本
留学フェアに本学教職員が参加し，以下の活動を行った。

北米では，世界各国から参加した教育水準の高い大学
の学生交流担当者との懇談及び既に締結している協定
の活性化を目的とした交流を行うとともに，語学留学
やインターンシップを希望する本学学生を安心して派
遣できる大学の開拓を行った。（ブリティッシュコロ
ンビア大学，ジョージア大学，エセックス大学，ク
イーンズランド大学等）

韓国，タイでは本学卒業留学生が，本学教職員ととも
に本学ブースに加わることにより，来訪者に対して説
得力に富んだ説明をすることができた。なお，韓国で
は，留学フェアに引き続き開催された「日韓共同理工
系学部留学生プログラム推進フェア」に参加した。

各会場における情報提供については，従来から利用し
ている冊子やパソコンによる方法に加え，本学留学希
望者が必要とする情報を表形式でコンパクトにまとめ
た英文のシートを作成し，活用した。

進捗
状況

【９８】
○在校生保護者により組
織される育友会は，既に
大学の諸活動（特に学生
の活動）に対し支援を
行ってきたが，この組織
と大学との連携を更に強
化する。留学生の保護者
への情報発信，情報収集
をはじめ，国際的連携方
策の可能性についての検
討を始める。

【９８－０－１】
・育友会のホームページの掲
載内容を充実させ，大学の情
報を随時発信する。
また，支部会等の開催により
各地域の父母等との連携を強
化する。

Ⅲ

【９９】
○現在，学系あるいは学
部，学科単位で５つの後
援会組織が設置されてお
り，それに応じた支援を
得ている。目標期間前半
に，各部局単位に後援会
組織を整備することを目
指し，特に教育あるいは
国際交流に重点をおいた
施策展開の支援を得るよ
うに努力する。

【９９－０－１】
・各後援会及び各同窓会に学
内情報（ホームページ，広報
誌等)の提供を継続する｡

･第１回ホームカミングデイを
開催し，卒業生とのネット
ワーク強化を図る｡

Ⅲ

・学友会や同窓会の各種イベントに対して本学の情報提供を
行い連携体制の強化を図った。
・各同窓会の協力を得て「第１回神戸大学ホームカミングデ
イ」を開催し，卒業生とのネットワーク強化を図った。

【９９－０－２】
・引き続き卒業留学生データ
ベースの更新・充実を行うと
ともに，各国留学生同窓会と
の連携を図り，卒業留学生
ホームページを構築し，卒業
生とのネットワークの強化を
図り，第３回留学生ホームカ
ミングデイを開催する。ま
た，留学生同窓会を持たない
国の留学生と同窓会設置に向
け協議を行う。

Ⅲ

・本学卒業（修了）留学生との連携強化のため，本学の近況
を添えて，グリーティングカード（約３,０００通）を送付
するとともに，返信用はがきにより現状把握に努めた。
・上記の返信情報を基に卒業（修了）留学生データベースの
更新を行った。
・新たに国内在住者の同窓会を立ち上げるとともに，中国に
おいて同窓会を立ち上げた。
・留学生センターのホームページ内に同窓会のページ（日・
英）を設け，行事の案内や報告を掲載した。
・第３回留学生ホームカミングデイ（隔年開催）において，
各国・地域の代表者を招き，本学学長及び学友会会長による
記念講演及び「ボーダレス時代における海外同窓会ネット
ワーク構築」をテーマとするパネルディスカッションを行っ
た。
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【１００】
○さまざまな分野におけ
る学生の活動は大学の存
在感を示し，同時に大学
の活性化にとって重要で
あるとの認識により，か
かる後援会組織あるいは
同窓会組織による学生の
課外活動を強力に支援す
るための仕組みを構築す
る

【１００－０－１】
・後援会組織等による課外活
動支援制度の構築に向け，他
大学における支援制度につい
て引き続き実情調査を行うと
ともに，課外活動小委員会に
おいて課外活動支援の在り方
について検討を行う。

Ⅲ

・後援会組織等による課外活動支援制度の構築に向けて，他
大学における支援制度について引き続き実状調査を行った。
また，課外活動小委員会において検討の結果，各公認団体の
顧問教員へ具体的な課外活動支援の在り方についてアンケー
ト調査を依頼することとした。

【１０１】
○平成１４年に学友会及
び大学教員の有志によ
り，大学を外部から強力
にこれを支援しうる組織
として，神戸学術事業会
が設置された。これによ
りすでに同窓会と大学を
結ぶ情報基盤（kobe-
u.com）の開設，大学諸事
業の外部委託への対応等
の事業展開を進めてい
る。今後，この組織との
連携強化を図る。

【１０１－０－１】
・平成１７年度卒業生（修了
者）名簿のデータベースを構
築し維持管理する。

・既卒（修了）者名簿のデー
タベースについては，学友会
と連携して各単位同窓会から
のデータを集積する体制を構
築する。

Ⅲ

・平成１７年度卒業（修了）生名簿のデータベースを作成
し，各同窓会に進路先等情報を提供した。
・既卒（修了）者名簿のデータについては，大学と学友会と
が卒業者情報の提供に関する覚書を締結し，データ管理の体
制を整えた。
・新入生データについては，学友会及び各単位同窓会と情報
提供に関する覚書を締結して提供した。
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Ⅵ．　予算（人件費見積含む。）、収支計画及び資金計画

１．予算 （単位：百万円）

差　額

（決算－予算）

収入

運営費交付金 24,533 24,378 △ 155

施設整備費補助金 2,362 2,361 △ 1

施設整備資金貸付金償還時補助金 -                      -                      -                      

補助金等収入 295 315 20

国立大学財務・経営センター施設費交付金 87 73 △ 14

自己収入 29,817 29,425 △ 392

授業料及び入学金及び検定料収入 10,028 9,965 △ 63

附属病院収入 19,491 19,132 △ 359

雑収入 298 328 30

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 2,846 3,971 1,125

長期借入金収入 -                      -                      -                      

貸付回収金 27 22 △ 5

承継剰余金収入 48 -                      △ 48

目的積立金取崩 200 -                      △ 200

計 60,215 60,545 330

支出

業務費 47,613 46,698 △ 915

教育研究経費 28,040 26,994 △ 1,046

診療経費 19,573 19,704 131

一般管理費 3,417 3,119 △ 298

施設整備費 2,449 2,434 △ 15

補助金等 295 315 20

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 2,846 3,765 919

貸付金 28 21 △ 7

長期借入金償還金 3,519 3,507 △ 12

承継剰余金 48                    -                      △ 48

計 60,215 59,859 △ 356

２．人件費 （単位：百万円）

差　額

（決算－予算）

人件費（承継職員分の退職手当は除く） 30,322 30,615 293

区分 予算額 決算額

決算額区分 予算額
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別紙１１

３．収支計画 （単位：百万円）

差　額

（決算－予算）

費用の部 56,658 58,246 1,588

経常費用 56,544 58,001 1,457

業務費 50,134 51,481 1,347

教育研究経費 5,415 6,255 840

診療経費 9,692 10,418 726

受託研究経費等 1,355 1,995 640

役員人件費 467 198 △ 269

教員人件費 19,180 19,010 △ 170

職員人件費 14,025 13,605 △ 420

一般管理費 1,245 1,356 111

財務費用 707 700 △ 7

雑損 -                      5 5

減価償却費 4,458 4,459 1                      

臨時損失 114 245 131

収益の部 57,147 58,846 1,699

経常収益 57,099 58,607 1,508

運営費交付金 23,696 23,337 △ 359

授業料収益 7,794 8,472 678

入学料収益 1,282 1,303 21

検定料収益 361 365 4

附属病院収益 19,491 19,299 △ 192

受託研究等収益 1,355 2,063 708

補助金等収益 279 280 1

寄附金収益 1,232 1,518 286

財務収益 1 3 2

雑益 648 960 312

資産見返運営費交付金等戻入 228 168 △ 60

資産見返補助金等戻入 1 9 8

資産見返寄附金戻入 147 279 132

資産見返物品受贈額戻入 584 551 △ 33

臨時利益 48 239 191

純利益 489 600 111

目的積立金取崩額 17 -                      △ 17

総利益 506 600 94

区分 予算額 決算額
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別紙１１

４．資金計画 （単位：百万円）

差　額

（決算－予算）

資金支出 71,559 69,837 △ 1,722

業務活動による支出 51,937 50,833 △ 1,104

投資活動による支出 4,473 3,011 △ 1,462

財務活動による支出 3,519 4,182 663

翌年度への繰越金 11,630 11,811 181

資金収入 71,559 69,837 △ 1,722

業務活動による収入 57,780 58,067 287

運営費交付金による収入 24,378 24,378 -                      

授業料及び入学金検定料による収入 10,028 9,965 △ 63

附属病院収入 19,491 19,132 △ 359

受託研究等収入 1,507 1,945 438

補助金等収入 295 295 -                      

寄附金収入 1,341 1,555 214

その他の収入 740 797 57

投資活動による収入 2,449 3,467 1,018

施設費による収入 2,449 2,448 △ 1

その他の収入 -                      1,019 1,019

財務活動による収入 -                      -                      -                      

前年度よりの繰越金 11,330 8,303 △ 3,027

区分 予算額 決算額
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別紙12

Ⅳ　短期借入金の限度額

中　期　計　画 年　度　計　画 実　績

１ 短期借入金の限度額
　　　６２億円

２ 想定される理由
　運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生
等により緊急に必要となる対策費として借り
入れることも想定される。

１ 短期借入金の限度額
　　　６２億円

２ 想定される理由
　運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生
等により緊急に必要となる対策費として借り
入れることも想定される。

該当なし
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別紙13

Ⅴ　重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中　期　計　画 年　度　計　画 実　績

　附属病院の設備の整備に必要となる経費の
長期借り入れに伴い，本学病院の敷地及び建
物を担保に供する。

　附属病院の設備の整備に必要となる経費の
長期借り入れに伴い，本学病院の敷地及び建
物を担保に供する。

該当なし
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別紙14

Ⅵ　剰　余　金　の　使　途

中　期　計　画 年　度　計　画 実　績

　決算において剰余金が発生した場合は，次
の使途に充てる。

・教育研究の質の向上及び組織運営の改善

　決算において剰余金が発生した場合は，次
の使途に充てる。

・教育研究の質の向上及び組織運営の改善 該当なし
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別紙15

Ⅶ　そ　の　他　　　　１ 施設・設備に関する計画

○　計画の実施状況等

中　期　計　画 年　度　計　画 実　績

施設・設備の内容 予定額(百万円) 財　源 施設・設備の内容 予定額(百万円) 財　源 施設・設備の内容 予定額(百万円) 財　源

(六甲１)総合研究棟(仕上)
(六甲２)総合研究棟改修
新臨床検査システム
循環器デジタル画像診断シス
テム
小規模改修
災害復旧工

総額
　　　　　3,197

施設整備補助金
　　　　　　　(1,274)
船舶建造費補助金
　　　　　　　(     )
長期借入金
　　　　　　　(  919)
国立大学財務・経営セン
ター施設費交付金
　　　　　　　(1,004)

アスベスト対策事業
(六甲台１)総合研究棟改修
　　　　　　　　　　(経済)
(六甲台２)総合研究棟改修
　　　　　　　　　(工学系)
(六甲台２)総合研究棟改修
　　　　　　(旧文学部新館)
(六甲台２)総合研究棟改修
　　　(農学系)(ＰＦＩ事業)
小規模改修

総額
　　　　　2,449

施設整備費補助金
　　　　　　　(2,362)
国立大学財務・経営セン
ター施設費交付金
　　　　　　　(   87)

アスベスト対策事業
(六甲台１)総合研究棟改修
　　　　　　　　　　(経済)
(六甲台２)総合研究棟改修
　　　　　　　　　(工学系)
(六甲台２)総合研究棟改修
　　　　　　(旧文学部新館)
(六甲台２)総合研究棟改修
　　　(農学系)(ＰＦＩ事業)
小規模改修

総額
　　　　　2,435

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年
度同額として試算している。なお，各事業年度の施
設整備費補助金，国立大学財務・経営センター施設
費交付金，長期借入金については，事業の進展等に
より所要額の変動が予想されるため，具体的な額に
ついては，各事業年度の予算編成過程等において決
定される。

（六甲台１）総合研究棟改修工事（経済）
　　　　　　平成１９年２月２７日に工事が完成した。
（六甲台２）総合研究棟改修工事（工学系）
　　　　　　平成１９年３月２日に工事が完成した。
（六甲台２）総合研究棟改修工事（旧文学部新館）
　　　　　　平成１９年３月２６日に工事が完成した。
（六甲台２）総合研究棟（農学系）（ＰＦＩ事業）
　　　　　　平成１９年３月３０日にＥ棟改修が完成した。
 小規模工事
　　　　　（住吉１）付属住吉中学校体育館他改修工事は平成１９年２月１９日に完成した。
　　　　　（楠）外来診療棟・臨床研究棟診療室改修工事は平成１９年３月２０日に完成した。
　　　　　（楠）基礎校舎屋上防水等改修工事は平成１９年３月２６日に完成した。
　　　　　（六甲台２）農学部校舎棟外壁等改修工事は平成１９年３月３０日に完成した。

施設整備費補助金
　　　　　　(2,362)
国立大学財務・経営セン
ター施設費交付金
　　　　　　(   73)

（注１）金額については見込みであり，中期目標を
達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した
施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設
備の改修等が追加されることもある。

（注１）金額については見込みであり，中期目標を
達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した
施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設
備の改修等が追加されることもある。

（注１）国立大学財務・経営センター施設費交付金
事業については，４件の工事のうち３件の工事が低
廉入札となったため，年度計画に比べ減額となって
いる。
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別紙16

Ⅶ　そ　の　他 　　　２ 人事に関する計画

・別紙６「Ⅱ業務運営の改善及び効率化」
Ｐ５３参照

・別紙６「Ⅱ業務運営の改善及び効率化」
Ｐ５３参照

・別紙６「Ⅱ業務運営の改善及び効率化」
Ｐ５３参照

中　期　計　画 年　度　計　画 実　績

・教員については、他大学、国内外の研究機関、民間
企業等との人事交流を積極的に行い、教育研究の活性
化を図る。

・教員については，新たな組織の在り方について検討
し実施するとともに，研究支援職員の業務を点検・評
価し，新たな組織に対応できるよう支援業務の効率化
を図る体制作りに努める。

・公募制については、各研究分野の特性にも配慮しつ
つ、又任期制については、分野、職種等を考慮して、
プロジェクト研究など必要に応じ、導入を進める。

・公募制については，各研究分野の特性にも配慮しつ
つ，また，任期制については，分野，職種等を考慮し
て，プロジェクト研究など，必要に応じ，導入を進め
る。

・事務職員等については、客観性、公平性及び透明性
により採用を行う。専門性の向上を図るため研修を実
施するとともに、他大学等との計画的な人事交流及び
在職年数にとらわれない適材適所による人材の有効活
用を図る。

・事務職員等については，専門性の向上を図るための
階層別研修及び専門研修等を実施するとともに，在職
年数にとらわれない適材適所の人事配置により，人材
の有効活用を図る。
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別紙１７

２．運営費交付金債務及び当期振替額の明細
（１）運営費交付金債務の増減額の明細

（単位：百万円）

運営費交
付金収益

資産見返
運営費交
付金

建設仮勘定
見返運営費
交付金

資本
余剰金

小計

１６年度
12 0 12

１７年度
1,625 1,603 1,603 22

１８年度
24,378 21,734 406 2 22,142 2,236

合計
1,637 24,378 23,337 406 2 0 23,745 2,270

期末残高交付年度 期首残高
交付金当
期交付金

当期振替額
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別紙１８

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細
①平成１７年度交付分 （単位：百万円）

金　　額 内　　　　　訳

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当

②当該業務に関する損益等

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：1,603

（人件費：1,603）

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：0

③運営費交付金の振替額の積算根拠

業務進行に伴い支出した運営費交付金債務1,603百万円を収益化。

国立大学法
人会計基準
第７７第３項
による振替額

該当なし

合計 1,603
①平成１８年度交付分 （単位：百万円）

金　　額 内　　　　　訳

①成果進行基準を採用した事業等：研究推進事業、連携融合事業、国費留学生支援事業、

卒後臨床研修必修化に伴う研修事業

②当該業務に関する損益等

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：198

（人件費：130、諸謝金：8、外国旅費：5、その他の経費：55）

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：研究機器18

③運営費交付金収益化額の積算根拠

教育改革、連携融合事業については、予算の執行状況と同程度十分な成果を上げたと　

認められることから、52百万円を収益化。

国費留学生支援事業については、予定した在籍者数に満たなかったため、当該未達分

を除いた額30百万円を収益化。

卒後臨床研修必修化に伴う研修事業については、予定した在籍者数に満たなかったた

め、当該未達分を除いた額116百万円を収益化。

①期間進行基準を採用した事業等：成果進行基準及び費用進行基準を採用した業務以外

の全ての業務

②当該業務に関する損益等

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：20,417

（人件費：20,417）

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：387

③運営費交付金の振替額の積算根拠

学生収容定員が一定数（８５％）を満たしていたため、期間進行業務に係る運営費交付金

債務を全額収益化。

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、障害学生特別支援事業、その他

②当該業務に関する損益等

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：1,119

（人件費：1,038、その他の経費：81）

ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：1

③運営費交付金の振替額の積算根拠

業務進行に伴い支出した運営費交付金債務1,119百万円を収益化。

国立大学法
人会計基準
第７７第３項
による振替額

該当なし

合計 22,142

費用進行基
準による振
替額

運営費交付
金収益

1,603

資産見返運
営費交付金

0

資本剰余金

0

計

1,603

区　　　分

区　　　分

成果進行基
準による振
替額

期間進行基
準による振
替額

運営費交付
金収益

計

運営費交付
金収益

計

資産見返運
営費交付金

資本剰余金

建設仮勘定
見返運営費
交付金

2

198

資産見返運
営費交付金

18

資本剰余金

0

216

20,806

20,417

387

0

費用進行基
準による振
替額

運営費交付
金収益

1,119

資産見返運
営費交付金

1

資本剰余金

0

計

1,120
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別紙１９

（３）運営費交付金債務残高の明細
(単位：百万円）

交付年度 残高の発生理由及び収益化等計画

成果進行基準
を採用した業
務に係る分

0 該当なし

期間進行基準
を採用した業
務に係る分

0 該当なし

休職者給与12百万円・当該債務は、翌事業年度において使用の方

途がないため、中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。

計 12

国費留学生経費

・国費留学生経費について、研究留学生区分における在籍者が予定

数に達しなかったため、その未達分を債務として繰越したもの。

卒後臨床研修必修化に伴う研修経費

・卒後臨床研修必修化に伴う研修事業について、予定した在籍者数に

達しなかったため、その未達分を債務として繰越したもの。

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、中期目標

期間終了時に国庫返納する予定である。

期間進行基準
を採用した業
務に係る分

0 該当なし

費用進行基準
を採用した業
務に係る分

0 該当なし

計 22

国費留学生経費

・国費留学生経費について、研究留学生区分における在籍者が予定

数に達しなかったため、その未達分を債務として繰越したもの。

卒後臨床研修必修化に伴う研修経費

・卒後臨床研修必修化に伴う研修事業について、予定した在籍者数に

達しなかったため、その未達分を債務として繰越したもの。

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がないため、中期目標

期間終了時に国庫返納する予定である。

期間進行基準
を採用した業
務に係る分

0 該当なし

計 2,236

１８年度

成果進行基準
を採用した業
務に係る分

23

退職手当
・退職手当の執行残であり、翌事業年度以降に使用する予定。

費用進行基準
を採用した業
務に係る分

2,213

運営費交付金債務残高

１７年度

成果進行基準
を採用した業
務に係る分

22

１６年度

費用進行基準
を採用した業
務に係る分

12
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